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巻 頭 言巻 頭 言

人口減少社会に向けた
「県」「市町村」協働の取組み

　当県の人口減少は著しく、国立社会保障・人口問題研究所の推計では、平成 52 年には現在人口から 3 割減の 70
万人と見込まれています。下水道事業の規模縮小は避けられないものですが、持続的な事業運営を可能とするよう、
将来の事業環境や課題を整理し対応していく必要があります。
　人口減少下では、使用者数の減少により処理施設に余裕が生じ、施設稼働率が低下します。そして管理運営の財
源である使用料収入も減少し、事業運営の難易度は高まります。また、平成 5 年から 11 年頃に集中的に設置した
県内の処理設備の更新時期が迫っており、財政負担が増加しています。一方で、運営に携わる市町村職員は年々減
少しており運営体制が脆弱化している状況です。
　事業環境は年々厳しさを増すことから、10 年 20 年後の下水道サービスの提供に支障をきたさないよう、事業環
境に応じた施設規模の適正化や収入に応じた経営等、今この時からの対応が下水道管理者に求められています。し
かしながら、単独の市町村だけでの対応は人的・財政的制約から困難と見込まれたことから、当県では市町村との
協働による広域的な事業運営に取組んでいます。
　取組みに当たり、県と全県 25 市町村を会員とした「秋田県生活排水処理事業連絡協議会」を平成 24 年に設置し
ました。本協議会は、県と市町村との協働事業の計画立案、および事業の円滑な推進を図るための連絡調整を目的
とし、効率的な生活排水処理の連携に関する施策の検討、発生する汚泥の広域処理および利活用の推進に関する施
策の検討を主な活動としています。また、農業集落排水等においても、事業環境は同様の状況であったことから、
下水道に限らず集落排水、合併処理浄化槽事業等も含んだ生活排水処理事業全体を対象としています。
　本協議会での検討により、生活排水処理サービスを今後も継続的に提供するためには、事業者間や他事業との連
携が必要不可欠であるとのことから、汚水処理及び管理運営の広域共同化を進めることとし、これらの施策を位置
付けるものとして「あきた循環のみず推進計画」を平成 24 年に策定しました。
　本計画は、県と市町村が共有する施策の行動計画として、下水道、農業集落排水、し尿等の広域共同処理等の検
討実施を位置付けており、現在、本計画に基づき広域共同化を進めています。進めるに当たり、複数の市町村を事
業範囲としていることから広域共同化を進めやすく、スケールメリットを生かした事業効果が期待できることから、
流域下水道施設を核施設としました。そして、単独公共下水道や農業集落排水、し尿処理施設の流域関連公共下水
道への接続による施設統合、各施設から発生する汚泥の流域下水道処理施設への集約化等を進めています。
　具体には、平成28年度から秋田市単独公共下水道八橋処理区を流域下水道臨海処理センターに統合することとし、
現在関連工事を行っています。統合により、秋田市としては老朽化した処理場施設の改築更新費を削減でき、県と
しては人口減少による汚水量の減少を抑制し、既存施設の有効活用と収入の確保が期待されます。流域下水道臨海
処理センターでは汚水量が増加し、水処理能力の増強が必要となりますが、人口減少により将来的には汚水量が減
少となることが見込まれたため、既存の施設改造による水処理能力の増強方式を選定し、事業効果の一層の向上を
図っています。
　汚泥の集約処理については、県北 3 市 3 町 1 組合の下水道終末処理場 7 施設、し尿処理場 3 施設から発生する汚
泥を、流域下水道大館処理センターに設置する汚泥処理施設で集約処理・資源化する事業を進めています。本事業は、
スケールメリットを生かした処理コストの低減や廃棄物から製品への転換を可能としています。現在までに、事業
実施に関する事務を県が受託し、関係市町村等との建設及び維持管理に関する協定を締結済みであり、平成 29 年
度に着工し平成 32 年の供用を目標に進めています。
　運営体制の脆弱化への対応としては、下水道処理施設等の広域共同管理・運営の検討を行っています。これは、
広域運営組織を設置して県内の下水道処理施設等の維持管理・運営を一元的に行い、サービス水準の一定化と管理
運営体制を強化しようとするものです。
　人口減少下では既存の処理施設を現状と同様な体制で維持運営していくことは困難であり、運営効率を高めてい
かなければなりません。当県では、今後も市町村を含む多様な関係者との連携・協働による広域的な取組みにより
運営効率を向上させ、将来にわたる下水道サービスの安定的な提供と、下水道資源の活用を通じた地域の活性化に
貢献してまいります。

　前佛　和秀
秋田県建設部長
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論　　説

キーワード：低炭素、水素、エネルギーシステム

坂田　　興
一般財団法人　エネルギー総合工学研究所

プロジェクト試験研究部

低炭素社会構築に対する
水素の貢献の可能性

1．はじめに

我が国の、水素・燃料電池に関する技術進展、政策
展開には目覚ましいものがある。欧米の積極的な取り
組みともあいまって、水素・燃料電池技術のレベルお
よび関連規制に対する検討のレベルは、かってないほ
どの高さに到達している。一方、エネルギー・環境分
野における外部環境は厳しさを増し、2015 年のパリ
協定（COP21）等による地球温暖化ガス排出抑制の
動向、再生可能エネルギー導入の要請、エネルギー安
全保障確保等の影響を受け、今後事態が大きく変動す
る可能性がある。

このような背景の中で、低炭素社会の構築に対する
水素エネルギーシステムの貢献の可能性、および水素
エネルギーの大規模普及に資する我が国の政策に関し
て記してみたい。

2．エネルギーと環境に関する地球規模の課題

今世紀中葉以降は、エネルギー・環境面における重
要課題の解決に貢献することのできるエネルギーシス
テムのみが、大規模に普及する可能性が高いと考えら
れる。重用な課題の例として、世界レベルでは国際エ
ネルギー機関（International…Energy…Agency、IEA）
の指摘する持続可能性の確保、国レベルでは、エネル

ギー安全保障、国富増大、国際的信義（地球温暖化抑
制施策）の確保等が挙げられよう。

IEAは、各国政府が低炭素社会を目指す施策（ブルー
マップシナリオ）を実施することにより世界レベルで
社会の持続可能性が拡大するとしている。一方、現行
の政策の継続（ベースラインシナリオ）は、持続不可
能な社会をもたらす可能性が大であるとの報告を公開
している 1）。以上のことから、筆者としては、地球規
模の課題は、持続可能性社会の実現であり、その手段
としての低炭素社会の構築であると考えている。

3．水素エネルギーシステムと水素の特徴

水素エネルギーシステムの概要を紹介する（図 1）。
多様な一次エネルギーから種々の方法で水素を製造
し、輸送・貯蔵をした後、水素を利用する。このエネ
ルギーフローの中で見ると、水素は 4 つの特徴を有し
ていると考えられる。

まず、多様な一次エネルギーから生成可能であるこ
と（特徴 1）、および利用する際、CO2 発生が全くな
いこと（特徴 4）は、電力と同じ性質である。水素の
特徴の（2）は、水素と電力との間で相互変換が可能
であることである。これは、「電力→水の電気分解に
よる水素製造→水素を燃料とする発電」で示されるエ
ネルギー変換が可能であることを示す。現状では、上
記の「電力→電力」の変換のエネルギー効率が 40%

（…6…）
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以下であるが、水素に匹敵する高効率で電力との相互
変換が可能な化合物は他に知られていないため、これ
は水素の顕著な性質であるといえる。また、水素は化
学物質であるため、貯蔵や輸送が電力よりも容易であ
ると考えられる（特徴 3）。

水素の製造方法の概要を図 2 に示した。
水素は、化石燃料を原料とする場合には、水蒸気改

質反応、部分酸化反応および自己熱改質法により製造
することができる。また製鉄プロセスにおいて副生す
るコークス炉ガスや、食塩電解による苛性ソーダ生産
プロセスの副生ガスとして、水素を得ることができる。

さらに、太陽光および風力等の自然エネルギーから得
られる電力で水の電気分解を行い、これにより製造す
ることも可能である。種々の製造方法のうち、とくに
バイオマスを原料とする場合には、出発原料に応じて、
メタン発酵を行い、生成したメタンを水蒸気改質して
水素を製造する。これらにより製造される水素は、
CO2 排出量をゼロとみなせる特徴を有する。さらにバ
イオマスの熱分解により水素を製造する方法も検討さ
れている。

水素の特徴により分類した水素の利用分野を表 1 に
示した。

図 1　水素エネルギーシステムと水素の特徴

図 2　水素の製造方法（NEDO 水素エネルギー白書）

（…7…）
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従来、わが国では、燃料電池自動車（FCV）およ
び定置型燃料電池の普及、導入に力を入れている。そ
の結果、家庭用定置型燃料電池（エネファーム）につ
いては商業化を達成し、2016 年 6 月末の段階で累計
15 万台の販売を達成した。FCV についても 2014 年
12 月以降、トヨタ自動車株式会社から MIRAI が、本
田技研工業株式会社から CLARITY…FUEL…CELL が
発売されるに至り、FCV 用の水素ステーションの設
置も進展しており、2016 年 6 月末現在で、運用開始
が 76 件、計画中が 14 件に上っている。これらの利用
の場において活用される主な水素の特徴は、FCV お
よびエネファームの双方とも、「電力との互換性」で
ある。

最近、注目されているのが事業用の大規模水素発電、
および自家発電用またはコージェネレーション用の水
素発電である。これは燃料電池ではなく、水素を燃料
とするガスタービンやガスエンジンを利用するという
点に特徴を有する。これらの火力発電においては、主
に、水素の「燃焼時に CO2 発生なし」という特徴を
利用する。事業用の大規模水素発電が普及すると、
FCV 燃料用の水素需要に比較して、大幅な需要増大
が見込まれことになる。その結果、国内水素の供給ポ
テンシャルを超えることになり、海外からの水素供給

が必要となる可能性がある 2）。

4．低炭素エネルギーシステムに向けた水素の
役割 

4．1　低炭素エネルギーシステムの究極の姿
前述のように、IEA は「低炭素エネルギーシステム」

による持続可能性社会の構築を提唱している。そのシ
ステムの究極の姿は、一次エネルギーが、原子力、化
石燃料＋炭酸ガス回収貯留（Carbon…dioxide…Capture…
and…Storage、CCS）、あるいは再生可能エネルギーの
いずれか、または組み合わせによる CO2 フリーエネ
ルギーとなるであろうと推測される。

我が国の立場で見ると、原子力に関して 2030 年の
電源構成の方針は出されているが、2030 年以降の超
長期的なエネルギー構成における原子力の方向性につ
いては議論を待つ必要がある 3）。また、化石燃料＋
CCS、および再生可能エネルギーの推進も重要である
が、大規模や大規模再生可能エネルギーの適地は、日
本国内よりは海外に候補が多いと考えられる。した
がって、これを推進するためには、海外で得られる
CO2 フリーエネルギーを、大規模に長距離輸送して我
が国に輸送する必要がある。併せて、我が国のエネル

表 1　水素の利用分野と水素の特徴

（…8…）
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図 3　再生可能エネルギーの我が国への輸送イメージ

ギーシステムの低炭素化のために、国内に存在する再
生可能エネルギーを最大限導入する方策も必要とな
る。

4．2　海外再生可能エネルギーの日本への長距離輸送
CO2 フリーエネルギーの代表例は、水力、地熱、風

力および太陽熱・光に代表される再生可能エネルギー
等の例がある。再生可能エネルギーは、通常電力とし
て得られる。したがって海外適地で獲得される再生可
能エネルギーをわが国で利用する場合には、大量の電
力を長距離輸送する必要が生じる。候補技術として、
送電線による送電が考えられるが、わが国の場合には、
四方を海に囲まれているため、海底送電線を利用する
ことになる。もう 1 つの候補は、電気エネルギーを一
旦化学エネルギー（水素）に変換して、タンカーでわ
が国に輸送する方法である。この方法を図3に示した。

再生可能エネルギー電力で水の電気分解を行い、水
素を製造する。水素は、船舶輸送に適する液体に変換
され、タンカー等により我が国に輸送される。このよ
うな輸送・貯蔵に適した物質を、エネルギーキャリア
と称することがある。水素のエネルギーキャリアとし
て、代表的なものを以下に示す。

１）液体水素：水素を沸点（− 253℃）以下に冷却
して製造し、貯蔵・輸送に供する。

２）有機ハイドライド：水素とトルエンから得られ
るメチルシクロヘキサン（MCH）の形態で輸送・
貯蔵し、利用時に脱水素反応で水素に戻す方法。
なお、脱水素反応により得られるトルエンは、水
素化反応を行うサイトに返送してリサイクル使用
を行う。

4．3　再生可能エネルギー電力の輸送方法の比較
再生可能エネルギー電力の輸送に関して、送電法お

よび水素法を取り上げ、その経済性の比較を行った。
再生可能エネルギーから得られた電力を、変電所に導
く。送電ケースでは、変電所から出る電力を、海底ケー
ブルを用いて、常伝導直流高圧送電により日本まで送
電する場合を想定した。日本で受電し、電力単価を予
測した。

水素を利用する場合には、図 4 では、再生可能エ
ネルギー側の変電所から下部へのフローを利用する。
下部のフローは、さらに 2 つに分かれる。一方は、水
素を冷却して液体水素として液体水素タンカーで日本
に輸送し、これを燃料として発電所で発電を行い、得
られた電力単価を予測した。一方、水素を MCH に変
換して輸送する場合には、通常のケミカルタンカーを
利用する。発電所の手前で、MCH の脱水素反応を行
い、得られた水素を燃料として発電を行い、その電力
単価を推定した。

このようにして得た 3 種類の電力単価を、輸送距離
に対してプロットした（図 5）4）。

送電線による送電の電力単価は、距離に敏感である。
それに対し、水素輸送（液体水素と有機ハイドライド）
では、距離の影響がより小さい。4000km 付近に、送
電法と水素輸送のブレイクイーブン・ポイントがある。
この点よりも短距離から再生可能エネルギーを輸送す
る場合には海底送電線のほうが経済的に有利であると
考えられる。一方、4000km 以遠の輸送であれば、水
素（液体水素、有機ハイドライド）に変換してタンカー
で輸送するほうが有利になるとの結果を得た。

（…9…）
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5．水素の需要予測

5．1　需要予測の方法と前提
世界およびわが国における CO2 フリー水素の 2050

年までの需要を、エネルギー総合工学研究所開発の統合
評価モデルGRAPE（Global…Relationship…Assessment…
to…Protect…Environment）により予測した 5）。世界を

15 の地域に分割し（図 6）、それぞれの地域における
人口、GDP 等を想定した。エネルギー利用を発電、
運輸、定置の３部門と設定し、世界のエネルギーコス
トを最小とする最適化により、エネルギー構成を求め
た。水素は、世界 8 カ所で、再生可能エネルギー由来
および化石燃料＋ CCS の組み合わせ等で製造可能で、
世界 15 地域のそれぞれで輸出入可能と仮定した。

検討の前提となる CO2 削減は、2020 年時点ではカ

図 4　再生可能エネルギーの長距離輸送技術の比較

図 5　再生可能エネルギーの長距離輸送コストの距離依存性

（…10…）
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ンクン合意 COP15 に準じた地域別の制約、また 2050
年の CO2 排出量の削減割合は、1990 年比で、世界全
体で 50%、先進地域（カナダ、米国、西欧、日本、オ
セアニア）で 80% とした。わが国の原子力発電は、
新増設無しで、原子力発電の炉寿命 40 年でフェーズ
アウトを仮定した。また、わが国の炭酸ガス回収貯蔵

（CCS）による CO2 の貯蔵力は、2050 年に 2 億トン／
年まで増大すると仮定した。

5．2　計算結果
（1）水素需要の総量

CO2 フリー水素は、世界全体では 2050 年に運輸需
要を中心に約 800Mtoe（3.12 兆 Nm3）導入される（図
7）5）。わが国では、2020 年代から FCV 燃料として水

素が導入されるが、2045 年以降には水素大規模発電
が導入され、2050年における水素需要は、57Mtoe（2223
億 Nm3）となる。内訳は、水素発電、輸送用および
定置用途がほぼ等量である。今回の前提条件では、
CO2 フリー水素の導入が進み、わが国の一次エネル
ギーの約 15% が水素で供給される結果となった。

（2）発電分野
世界では、CO2 排出抑制を受けて、軽水炉の割合が

増大している。日本では 2045 年頃から水素発電が大
規模に導入されるが（図 8）5）、これは CCS の年間貯
留量の制約、および原子力発電量の制約が主たる原因
と考えられる。天然ガス火力は、2050 年に向けて
CCS 付きに移行する。

図 7　世界および日本の水素需要量予測

図 6　GRAPE に用いる世界 15 地域

（…11…）
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（3）運輸部門および民生産業部門
乗用車保有台数では、世界と同様に日本でも内燃機

関エンジン（ICE）が 2050 年の近傍で激減し、FCV、
電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド車（PHEV）
が支配的になり（図 9）、水素は運輸部門で大きな市
場を獲得する。一方、民生産業分野では、世界および
わが国において省エネルギーが進展し、これが CO2

排出量低減の有力な手段となっている。またバイオマ
スの導入も進んでいる。

6．わが国の政策動向

2014 年以降、水素エネルギーに対するわが国政府
の政策展開が大きな進展を見せているので、以下に紹
介する。

6．1　エネルギー基本計画
2014 年 4 月に閣議決定されたエネルギー基本計画 6）

において、水素は、「１．二次エネルギー構造の在り方」、
および「“水素社会”の実現に向けた取組の加速」に
おいて記載されている。従来のエネルギー基本計画に
記載の無かった「水素発電」が初めて登場し、さらに
水素の大量調達のための技術開発の必要性に触れてい
る。政府の燃料電池・水素事業に関しても数値目標も
記載しており、家庭用燃料電池エネファームを 2030
年に 530 万台、FCV 用の水素ステーションを 2015 年
に 100 カ所程度としている点も、特筆される。

6．2　水素・燃料電池戦略ロードマップ
2014 年 6 月に経済産業省資源エネルギー庁が策定

し、その後 2016 年 3 月に改訂された 7）。その概要を
図 10…に示した 8）。

フェーズ１は、「定置用燃料電池や燃料電池自動車
の活用を大きく広げ、わが国が世界に先行する水素・
燃料電池分野の世界市場を獲得する」フェーズであり、
経済産業省および NEDO 技術開発機構が中心となっ
て産官学が実施している現在進行中の水素事業計画と
重なる部分が多い。今回のロードマップの特徴は、
フェーズ 2、フェーズ 3 が付け加えられたところにあ
る。フェーズ 2 は、「水素発電の本格導入／大規模な
水素供給システムの確立」の主旨の下、2030 年頃には、
事業用水素発電の本格導入が開始するとしている。
フェーズ 3 は、2040 年以降を見通したものであり、

「トータルでの CO2 フリー水素供給システムの確立」
するフェーズと位置づけている。

図 8　わが国の発電部門エネルギー構成

図 9　世界の乗用車保有台数

（…12…）

再生と利用Vol. 41　No. 154　2017/1

本文.indb   12 17/02/07   9:35



6．3　経済産業省産業技術環境局・NEDO 事業と
　　　戦略的イノベーション推進プログラム

産業技術環境局研究開発課は 2013 年度に「再生可
能エネルギー貯蔵 ･ 輸送等技術開発」を開始した 9）。
この事業は、2014 年度から、発展的に NEDO に移管
され、「水素利用等先導研究開発事業」として実施さ
れている。これらの技術開発は、2030 年以降の社会
実装を目指している点が特徴である。一方、内閣府は、
総合科学技術・イノベーション会議の下に、戦略的イ
ノベーション創造プログラム（SIP）を発足させた。
水素エネルギー分野では、「エネルギーキャリア（水

素社会）」が 2014 年 4 月に始まった。

6．4　COP21 後の国内温暖化対策
COP21 における合意を踏まえて、地球温暖化他施

策推進本部が「地球温暖化対策推進計画」をとりまと
め、CO2 削減目標を公表した 10）（図 11）。総合科学技術・
イノベーション会議は「エネルギー・環境イノベーショ
ン戦略」、経済産業省は「エネルギー革新戦略」を策
定する予定である。両戦略において、水素が重要な役
割を果たすことが期待されている。

図 10　水素・燃料電池戦略ロードマップ

図 11　COP21 後の国内温暖化対策
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７．まとめ　

持続可能性社会の構築という世界的課題に対して、
低炭素社会の構築を通して、水素エネルギーシステム
が貢献できる可能性が示唆されている。本稿では、主
として大規模水素サプライチェーンについて記載した
が、国内の貴重な CO2 フリーエネルギー源であるバ
イオマスを原料とする、バイオマス CO2 フリー水素
のサプライチェーン研究の進展に期待したい。
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１．岩見沢市の概要　

北海道岩見沢（いわみざわ）市は、札幌市から
40km ほど北東に位置し、人口約８万４千人のまち（図
-1）です。冬期には平均 7.4m の降雪があり特別豪雪
地帯に指定されています。

平成 24 年１月には、最大積雪深が２ｍを越え、報
道等で全国的に取り上げられたので、「豪雪のまち」
として記憶している方も多いかと思います。

基幹産業は農業で、水稲・白菜の作付面積は北海道
内１位で、小麦・大豆・タマネギ等も道内有数の作付
面積を誇ります（写真 -1）。

近年はブドウ作りが盛んで、ワイナリーが多く営ま
れ、様々なワインが生産されており、市内のワイナリー
を舞台にした映画も公開されました。

下水道事業は、昭和 25 年から事業に着手し、昭和
48 年に市内最大の南光園処理場（写真 -2）の供用を
開始しました。

平成 18 年の市町村合併（１市１町１村）を経て、
現在は３処理区の３処理場（図 -2）、管路延長 490km
を運用し、下水道普及率 87％・水洗化率 98％となっ
ています。

汚泥肥料、汚泥処分費縮減、BISTRO 下水道

岩見沢市の
下水汚泥リサイクルについて

特集：地産地消へ向けた取組みについて

高橋　邦昭係長

岩見沢市水道部下水道課

解　　説

キーワード：

図 -1 写真 -1
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汚水管に比べ整備が遅れている雨水管についても、
積極的に整備を進めており、平成 26 年度には処理場
及び管路の長寿命化計画を策定して、ライフサイクル
コストの低減を図るため、改築・更新工事を行ってい
ます。

平成 27 年４月に、市内に本社及び工場があり、管
工機材、建材・産業資材（機能建材、窓枠材等）の製
造・販売から、寒冷地に対応した技術開発、管路の調
査・診断、更生工事を行っている、積水化学北海道㈱
と下水道管路維持管理業務（包括的民間委託）契約を
締結しました。

市民生活に必要不可欠である下水道施設の安定的な
維持管理を図るため、積極的に官民連携をすすめ、来
るべき人口減少社会に対応していきたいと考えていま
す。

２．緑農地利用への歩み

昭和 48 年の供用開始当初は、下水道普及率が低い
こともあり、市内や周辺の農業従事者で構成する「下
水汚泥緑農地有効利用協議会」に、汚泥肥料（特殊肥
料）として無償で提供し、大口需要者である少数の組
合員で全量を緑農地還元し利用していました（図
-3）。

平成６年には、廃掃法（廃棄物の処理及び清掃に関
する法律）の関係で再生利用業登録をする際の組織と
して、現在の「岩見沢地区汚泥利用組合」（図 -4）が

組織されましたが、処理区域の拡大・普及率の向上よ
り、汚泥量も増加の一途を辿った結果、「産出量＞緑
農地還元量」となってしまい、余りは産業廃棄物とし
て処分していました。

しかし、当市では先述のとおり、農業が基幹産業で
あり、周囲に多くの農地を有しているため、窒素・リ
ン酸などの肥効成分を含んでいる汚泥肥料を緑農地還
元して、産廃処分費の低減を図りたいと長年思ってい
ました。

毎年、組合員に電話や個別訪問を実施して利用促進
を図りましたが、なかなか成果は出ませんでした。

３．汚泥肥料の効果

市は汚泥肥料の利用に頭を抱えていた頃、他の資材
との併用による効果、使用量、散布方法等について、
一部の組合員は数年前から独自に利用研究を進めてい
ました。

研究の成果は下記のとおりです。
・小麦に乾燥汚泥を施肥すると、収量が増加した。
・カボチャに脱水ケーキを施肥すると、品質が向上

した（味・見た目）。
・水田に、汚泥肥料や他の資材からなる堆肥を、薄

く散布することにより収量が増加し、米の蛋白質
含有量が低減した（美味しくなる）。

・散布機械を使い分けることで（写真 -3）、各種作
物に適した濃度で散布が可能となった。

写真 -2 図 -3

図 -4図 -2
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４．利用者の反応

先述の成果により、汚泥肥料を本格的に使い始める
と、組合員以外の近隣農家からは、「重金属を含んだ
ものを農地に入れて、風評被害は起こらないか」、「散
布しても美味しい米はとれないのでは」という声があ
り、反応は良くありませんでした。

平成 22 年度からは、汚泥肥料促進の切り札である、
汚泥乾燥機が稼働しました。

乾燥汚泥は、脱水ケーキと比べ含水率が 1/4 程度と
なるため、散布作業も容易となり、融雪剤としても使
用できることから需要を見込んでいましたが、利用量
が当初の想定を下回り、処理場の敷地内に堆積する状
態となってしまいました（写真 -4）。

しかし、汚泥肥料を使って品質・収量を向上させて
いるということが、今まで使用していない組合員や、
組合員以外の農家に少しずつ広まっていき、当課への
問い合わせが増えて、利用者・量ともに少しずつ増加
していきました。

最悪期を脱しましたが、それでも処理場内に汚泥肥
料の在庫を抱える状況が続きました。

５．汚泥肥料への理解

以前から、「自分で汚泥肥料（脱水ケーキ）を散布
できないので、誰かが肥料・堆肥を散布してくれるな
ら利用したい」という意見があり、当市で散布機の購
入を検討しましたが、資産取得の是非、予算の都合等
により購入には至りませんでした。

そんな時に、先述の組合員が当課を訪れ、「マニア
スプレッダーを購入するので、手間賃を支払ってくれ
るなら、他の組合員の圃場に散布する作業を手伝うよ」
という申し出がありました。

市が散布機械を所有せずに、組合員が散布作業をす
ることにより、コスト（購入費・維持管理費）の抑制、
利用促進になると考え、作業を依頼することにしまし
た。

組合員所有の堆肥盤に積み上げられた堆肥（汚泥肥
料に稲わら等を混ぜたもの）を、上述の機械で近所の
圃場に散布している光景を見た農業従事者が、「誰が
何を散布しているのか？」「運搬・散布費用は？」「ど
こに依頼すれば良いのか？」と疑問を持ち、「どうや
ら下水道汚泥肥料で、散布機械を所有していない組合
員には、市が支援してくれるらしい」と分かると、問
い合わせが相次ぎ、まもなく堆肥盤の堆肥は全部散布
されました（化成肥料の高騰も一つの要因と考察して
います）。

上記利用・BISTRO 下水道の取組みが、新聞等に
より好意的に報道され、下水汚泥肥料に対して理解が
深まったと思います。

報道による効果と、農業者間の口コミにより、問い

写真 -3

写真 -4

ライムスプレッター（乾燥汚泥散布に活躍する） マニアスプレッダー（堆肥・脱水ケーキ散布に活躍する）
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合わせ・利用が激増し、平成 26 年度には、脱水ケーキ・
乾燥汚泥ともに全量農地還元を達成し、平成 27 年 9
月に、当組合が国土交通省大臣賞「循環のみち下水道
賞」の受賞、平成 28 年 12 月には当組合員の有限会社
岐阜コントラクターが全国麦作共励会の農林水産大臣
賞を受賞しました。

６．おわりに

当市では、乾燥肥料を組合員が指定する場所への運
搬は、市発注業務の受託業者が行い、脱水ケーキ・堆
肥の運搬（処理場・堆肥場→農地）と散布作業（写真
5, 6, 7）は、機械を所有する組合員が行い、市では手
間賃（手数料）を支援しています。

堆肥盤は組合員の所有ですが、無償で借り受け、処
理場から堆肥盤までの運搬は市発注業務の受託者が行
い、掻き上げ作業は組合員で行い、市で手間賃（手数
料）を支援しています。

散布機・堆肥盤は組合員の所有、市ではコンポスト
施設は有していません。当市は農地還元に必要な機械

（汚泥脱水機・乾燥機は除く）・施設は何も持っていま
せん。

しかし、上記方法により、汚泥肥料を使用する組合
員の負担は大幅に削減され、市は汚泥処分費を約 2,400
万円削減することが可能となりました。

【市のメリット】
①安定して農地還元先を確保　②汚泥処分費の縮減

　③農地還元に必要な機械・施設が不要
【組合員のメリット】

①肥料・散布費用等のコスト低減　②作業機械・堆
肥盤の稼働率向上　③地域での資源循環　などが挙
げられます。

組合員には大変好評で、新規加入者が増加し、平成
25 年度の 47 名が、平成 28 年 12 月末には 95 名とな
り今後も増える見通しです。平成 28 年度から、次年
度の希望量・肥料種類のアンケートを全組合員に実施
し、配布量 2,200 ｔに対し希望量が 2,800t という結果
となり、配布量・肥料種類の変更といった調整作業が
生じるという嬉しい悩みを抱えています。

施設・管渠の老朽化、人口減少による下水道使用量・
料金収入の減少等、下水道事業を取り巻く環境は大変
厳しいですが、今後も質・量ともに安定した汚泥肥料
を供給し、更なる汚泥処分費の縮減を図りつつ、僅か
ながら循環型農業に寄与したいと思っております。

写真 -5　堆肥盤での積込

写真 -6　マニアスプレッダーへの積み込み

写真 -7　マニアスプレッダーでの散布
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１．はじめに

日田市は、北部九州のほぼ中央、大分県の西部に位
置し、福岡県と熊本県に隣接している。また、周囲を
阿蘇くじゅう山系や英彦山系の山々に囲まれ、市域の
83％を森林が占めており、市内にはこれらの山系から
流れ出る豊富な水が日田盆地で合流し、筑後・佐賀平
野を貫流しながら、流域住民のみならず福岡都市圏住
民の「水がめ」として住民生活や産業を潤し支えてい
る。
「水と緑」に恵まれた本市では、これまでも環境資

源を林業・木材産業、製造業、農業・畜産などに利用
しており、自然と共生する循環型社会の形成を目指し、
生活排水対策や生ごみ・豚ふん尿を利用したバイオマ
ス発電施設の建設など、低炭素な地域づくりのための
先導的な施策を展開してきた。

中でも、地域のバイオマス資源活用の具体的な取組
は、図 1 に示すとおりである。平成 18 年に開始した
家庭生ごみの分別収集は、当時、人口 5 万人を超える
自治体では前例がなく、また、この処理のために運転
を開始した日田市バイオマス資源化センター（以下、

「バイオマス資源化センター」）もバイオガス発電と堆
肥化を行う先進的な施設であった。この他、市が運営

する地域バイオマス資源を活用する施設としては、日
田市浄化センター（下水道終末処理場、以下、「浄化
センター」）や日田市環境衛生センター（汚泥再生処
理センター、以下、「環境衛生センター」）がある。民
間運営の施設としては、木質バイオマス発電施設が２
箇所、稼働している。

本市では、これまでに様々なバイオマス系の資源を
利用してきたが、エネルギーとしては未利用であった
り、大量に存在するために十分に処理されていない資
源が存在する。また、既存の施設には、受け入れに余
裕がある施設と、処理に余裕がなく、設備の劣化が著
しい等の問題を抱える施設がある。現在は、複数の既
存施設が似通った処理を別々に行っていることや、未
利用の資源が存在すること等が改善すべき点と考えら
れる。

本市は、市内のあらゆるバイオマス系の廃棄物を地
域資源としてとらえ、発電や熱利用等に資する一元的
な地域システム（以下、「地域資源リサイクルシステ
ム」）を構築し、スケールメリットによる処理の効率
化や更なる有効利用を目指し、最終的には廃棄物を市
外に排出しないシステムの構築を目標に（図 2）、環
境省事業「平成 27 年度「低炭素・循環・自然共生」
地域創生実現プラン策定事業」（以下、環境省プラン
策定事業）において検討を行った。

地域資源リサイクルシステム、生ごみ、豚ふん尿、一元化

日田市におけるバイオマス有効利用の取組み
環境省事業「平成27年度『低炭素・循環・自然共生』
地域創生実現プラン策定事業」における検討

特集：地産地消へ向けた取組みについて

石井　洋二主査

日田市市民環境部　環境課

解　　説

キーワード：
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２．検討会の設置

“地域資源リサイクルシステムの構築”に当たり、

学識者、住民、関係団体、行政等で構成する検討会を
設置し、バイオマス系の資源について調査・分析・検
討した（検討会は４回実施）。検討会の流れは図 3、
各主体の役割は図 4 に示すとおりである。

図 1　日田市におけるバイオマス資源活用の取組み

（…20…）
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図 2　地域資源リサイクルシステムの全体構想（検討前）

図 3　地域資源リサイクルシステムの検討フロー

（…21…）

日田市におけるバイオマス有効利用の取組み　環境省事業「平成 27 年度「低炭素・循環・自然共生」地域創生実現プラン策定事業」における検討Vol. 41　No. 154　2017/1

本文.indb   21 17/02/07   9:35



３．既存処理施設の問題点の整理

既存の処理施設の稼働状況について整理した。この
うち問題点を抜き出し整理したものが表 1 である。バ
イオマス資源化センターでは“排水処理が安定しない”
や“整備・修繕のために多額の費用を要する”状況にあり、
他の施設に比べ問題解決の緊急性が高いと判断した。

４．検討の方針

当市が目指す“地域資源リサイクルシステム”では、
施設の整備や処理の効率化の観点から一元化すること
が理想としていたが（図 1）、検討の結果、至急改修
が必要な施設や、更新時期にある施設があり、現在の
収集・処理体制等を勘案すると、“水処理”“牛ふん尿
等の処理”“焼却処理”の３区分とすることが妥当と
の結論に至った（図 5）。

また、地域資源リサイクルシステムの構築に向けた
検討の方針は、下記のとおりとし、検討を進めた。
・温室効果ガスの排出量削減のため、処理対象とするバ

イオマスの種類と量を可能な限り増やすこと。
・汎用性の高い技術を採用しており、技術的な信頼性が

高いこと。
・費用対効果が認められ、かつ将来の運転管理に継続性・

実現性が認められること。
・バイオマス資源の排出・利用・処理の状況や、周辺環

境等の地域の特性をふまえて検討すること。

５．検討内容

地域に適した処理システムを選定するため、“法令・
手続き”“処理技術”“社会環境”の観点から実現可能
な条件を組み合わせ、3 つの検討ケースを設定した（表
2）。ケースＡは、既存の施設・体制の維持をコンセ
プトとしたものであり、いずれの施設も改築更新する
ことを想定した。ケースＢは、既存の施設・体制を維
持しつつ、処理の安定化を図るため、バイオマス資源
化センターの全設備を 2 系列化するものである。浄化
センターと環境衛生センターは、ケースＡと同様に既
存施設を改築更新する。ケースＣは、施設を集約する
ことにより、処理の安定と効率化を目指すものである。

経済性の比較については、ケースＣは、設備の建設・
撤去に費用を要することから事業の初期の段階では経
済性が劣るものの、施設の集約・統合により維持管理
費が削減されることから、経済効果が認められる。ま
た、ケースＣでは、環境衛生センターの処理を停止す
ることにより、薬剤・燃料に由来する CO2 の排出量
が削減される。これに加え、し尿・浄化槽汚泥を用い
たバイオガス発電を行うことから、CO2 削減の効果が
見込まれる。ケースＣは、他ケースに比べ経済性・
CO2 削減量の両方で優れている。

図 4　“地域資源リサイクルシステムの構築”検討会における各主体の役割
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図 5　地域資源リサイクルシステムの全体構想（検討後）

表 1　既存処理施設の問題点
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６．今後の方向性

当市では、浄化センターと環境衛生センターが隣接
して設置されていること、下水道施設として永年の使
用に耐えうる設計がされ、十分な処理能力があり、維
持管理技術等が充実していることなどから、浄化セン
ターを軸として検討を進めていくことにしている。こ
れまで取り組んできたバイオマス資源有効利用の方向
性を維持しながら、効率化と持続性をさらに向上させ
る施設の有効利用について積極的に推進していきた
い。下水処理場に生ごみ等を受け入れ、消化ガスの利
用に取り組む事例は国内にも複数存在しているが、今
回の検討ケースでは、さらに豚ふん尿も投入すること
になり、これが実現すると国内で初めての取り組みと
なる。

今回はバイオマス処理の一元化３区分のうち、“水
処理”について述べたが、“牛ふん尿等の処理”“焼却
処理”についても本環境省プラン事業において検討し、
方向性を定めており、今後それらも合わせた更なる有
効利用の仕組みを構築するため、検討を継続すること
にしている。

表 2　検討ケースの設定

（…24…）
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１．はじめに

当協会は、「国内リサイクル業界の技術水準の向上」
「製品の品質向上」「循環型まちづくり」「国際協力」
などの公益の増進に寄与することを目的とし、平成 9
年に設立、前 153 号では「法面緑化分野での下水汚泥
肥料活用の可能性」について取組み事例を紹介した。
本分野は日本国内全範囲で下水汚泥肥料の活用を見込
むことができる大きな利点がある。本講座では当協会
が、法面緑化分野での下水汚泥肥料の活用を 20 年来
日本全国で図った実例に基づく具体的案件をご案内す
る。

２．法面緑化分野での下水汚泥肥料活用実例の
分類

日本において法面緑化は、前号の２項「２．日本国
内の法面緑化工事業」で紹介した通り、高度成長期に
入り社会資本の充実で宅地や道路など造成工事で山を
切り開き生じる斜面を植物の根茎によって安定化させ
る手段として必要とされ発展を遂げている。

現在主力として用いられる 3 種類の吹付工法は昭和
40 年代より開発され、平成 6 年に建設省（当時）の
市場単価方式に採用、日本全国で汎用工法として幅広

く用いられている。3 種類の吹付工法は、急傾斜地な
ど立地条件により植生成立が厳しい順に「植生基材吹
付工」「客土吹付工」「種子吹付工」として確立した。
この中では、採用面積、発注金額が圧倒的に多い「植
生基材吹付工」について新技術新工法の開発が進み、
当協会でも当該工法について下水汚泥肥料の活用を
図ってきた歴史がある。
「植生基材吹付工」の施工は図 1 のように、急傾斜

地において、堆肥を主体とした人工土壌を厚さ 3cm
以上で斜面に高圧力で圧密させ吹付造成する手法であ

下水汚泥の肥料化、法面緑化、国内需要

法面緑化分野での
下水汚泥肥料活用実例

特集：地産地消へ向けた取組みについて

特定非営利活動法人日本エコサイクル土壌協会 

 

解　　説

キーワード：

図 1　植生基材吹付工（厚層基材吹付工）施工状況
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る。人工土壌と一緒に種子、肥料を配合し早期に発芽
させることで、植物の根の緊縛力により法面の表層の
保護を行うことを可能としている。施工を行う資材の
配合は図 2 の通りである。この範囲にて下水汚泥肥
料の活用実例は次の通りに分類する事ができ、これら
分類の下水汚泥肥料活用実例を紹介する。

①人工土壌（堆肥）の製造　：
　人工土壌用堆肥製造の発酵助材

②人工土壌（堆肥）の混合物：
　NETIS 登録の特殊開発工法

③肥料　　　　　　　　　　：通常の化学肥料代替

３．植生基材吹付工での下水汚泥肥料活用実例

①人工土壌（堆肥）の製造　：
　人工土壌用堆肥製造の発酵助材

植生基材吹付工は、樹木の木質部を長期間かけて腐
熟させた堆肥を圧力かけて吹付造成し、急傾斜地に「人
工的な土壌」として設けることで、導入する植物の根
茎部が伸張することを可能とした工法である。堆肥は
昭和 30 年代中頃から、木材産業で用いることが出来
なかった「樹皮」の有効活用として、農業分野で化学
肥料や農薬で痩せた田畑の土壌改良資材（土づくり）

の需要が広まることで日本全国に製造が広まった。
「堆肥」の製造方法は、樹皮に無機態窒素を投与し、

半年から数年間かけて堆積と切り返しを行うことが一
般である。堆積中に微生物が無機態窒素を取り込み、
樹皮を徐々に分解することで製品となる。製造初期は
畜産業の糞尿の有効活用も求められており、両産業の
廃棄物を混ぜ合わせ製品が完成することで、日本全国
でも地方の新たな産業として全面に製造が広がった経
緯がある。

この堆肥製造の無機態窒素に下水汚泥コンポストを
活用する仕組みを当協会では実例を重ねており、施工
で実施している実例を紹介する。

●施工現場での実例
〇静岡県小笠山総合運動公園造成工事（サッカー W

杯、国体会場）
・平成 8 年 9 月～平成 9 年 4 月

当該現場の造成計画の際、自然林の再生、回復を行
うことを目的とし次の 4 条件が課された１）地域性（対
象地固有の材料、郷土産種子を用い遺伝子保護を図
る）、２）多様性（樹種及び植生の多様化）、３）自然
性（基盤整備を行い自然の発展性である植生遷移を尊
重する）、４）確実性（地表条件を改善し厳しい自然
環境を克服する）。この内、１，２）に対しては、造成
前に貴重種、注目種といえる種類を選定し移植、養生
を行い、また自然林より採種し圃場においてコンテナ
栽培を行ない、法面造成後植栽により移植を行った。
３，４）については、造成の際発生する伐根チップを
既存の堆肥工場に持込み、下水汚泥肥料により堆肥化、
吹付用の人工土壌としてリサイクルすることにより対
応した。全体の流れは図 3 の通りであり、開発目的
である 4 条件は施工後 10 年経過した状況で達成して
いる。

図 2　法面緑化工（厚層基材吹付工）の配合例

図 3　施工現場実例（静岡県小笠山総合運動公園造成工事）
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②人工土壌（堆肥）の混合物　：
　NETIS 登録の特殊開発工法

植生基材吹付工は汎用化され日本全国で同様の手法
で施工をされているが、施工を行う立地では伐採され
る樹木があり、柱材などで有効活用される幹以外の根
株や枝葉の部分を施工現場内で有効活用することで、
廃棄物の有効活用を促す技術開発が平成 5 年頃に進め
られた。最初の事例は岩手県の三陸国道であり、その
後日本全国に活用の手法が広まっている。当協会では
平成 15 年頃に複数の賛助会員である業者が特殊工法
確立を行い、新技術新工法評価制度である NETIS 取
得を果たしている（オールグリーニング工法、ウッディ
ソイル工法、アットリサイクル工法）。

当該手法の優れた利点は次の 4 点である１）施工現
場内で発生する木材を廃棄物にせず資源として施工現
場内で有効活用できる、２）木材を堆肥化せずに破砕
した状態で用いることで、堆肥化にかかる期間を省く
ことが出来る、３）木材チップを主とするが、配合す
る下水汚泥肥料の働きで通常の植生基材吹付工と同等
の緑化を図ることが出来る（図 4 参照）、４）植生基
材吹付工と比較し安価である。施工実績は工法開発当
初より 20 年以上経過し 300 件以上に達し、現在東日
本大震災からの復興事業で進められている三陸縦貫自
動車道（復興道路）でも広く導入されている。

〇施工現場での実例
・平成 24 年 10 月～平成 28 年 11 月（継続中）
・岩手県三陸沿岸道路（復興道路）
東日本大震災により被災を受けた宮城、岩手県では、

自動車専用道路として復興道路、復興支援道路を早期
に設けることとなり、宮古～気仙沼区間では、造成工
事により発生した立木の枝葉、根株を集積、破砕し、
植生基材吹付工に活用する方針を立てている。工法で
は、NETIS 登録済のアットリサイクル工法、ウッディ
ソイル工法が導入され、年間約 30,000m2 の法面緑化
に下水汚泥肥料が活用されている。

③肥料としての活用　：　通常の化学肥料代替
下水汚泥肥料は平成 12 年 10 月 1 日施行「肥料取締

法の一部を改正する法律」の施行により、汚泥を含む
有機物を堆積発酵させたもの全て「汚泥発酵肥料」と
して「普通肥料」扱いされている。当協会が主として
取扱う肥料成分は、窒素：リン酸：カリ =2.5：5.6：0.6
程度であり、化学肥料との比較では少ないが充分肥料
効果を期待する事ができる。従来工法より植生基材吹
付工で用いる化学肥料と同等の生育を望む場合、容量
比で 5％の配合が適当であると生育試験の結果判断し
ている（図 6 参照）。

図 4　試験での生育の差異（左：生チップのみ，右：下水汚泥肥料配合）

図 5　施工現場実例（左：立木集積状況，中：施工状況，右：施工後半年経過状況）
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肥料として用いる手法は、日本全国で汎用的に発注
されている植生基材吹付工全てで用いることができ
る。前述「①人工土壌（堆肥）の製造」「②人工土壌（堆
肥）の混合物」は用いる範囲が案件ごとでしかない為
狭く、活用できる範囲は極めて狭い。当協会での実績
から鑑みると①②で全体の数％でしかなく、肥料とし
て用いる手法が市場性ではそれ以外全てである事か
ら、この市場を今後重要とし活用の範囲拡大を図る方
針を採っている。

〇施工現場での実例
・平成 21 年 10 ～ 11 月
・静岡県静岡空港調整池造成現場
静岡空港建設に伴う治水工事として、調整池を設け

る工事の際法面保護工の植生基材吹付工が採用され、
この工事に使用する資材に肥料入りの基盤材が用いら
れた。地山が岩質で厳しい自然条件であるが、5年経過
した状況でも全面の緑化が保たれており、下水汚泥肥
料を用いて緑化成立を図ることに成功した事例である。

４．おわりに

前号に引き続き、法面緑化分野での下水汚泥肥料活
用についてご案内した。法面緑化分野は土木工事の中
でも最後の仕上げに用いられ、また市場単価方式に採
用された事もあり、現状では進化発展が遅れがちと
なっている。下水汚泥の肥料化は従来からある技術で
ある点と、法面緑化も同様に昭和 40 年頃から需要が
生じた歴史のある分野である点から、これらは日本全
国に行き渡っていると言える。その為両技術は日本全
国でマッチングがしやすい状況にあり、各地で生産し
た下水汚泥肥料をその地区で必要とする法面緑化に活
用することで、現在必要となっている「地方創生」「循
環型社会構築」「ローカルイノベーション」に寄与で
きるものと考え、当協会もその一助を担う活動を進め
る所存である。

図 6　従来配合との肥効比較試験
（左：人工土壌のみ，中：従来配合（高度化成＋緩効性），右：下水汚泥肥料５％）

図 7　施工現場実例（左：肥料入り資材の導入状況，中：施工状況，右：施工後 5 年経過）

（…28…）

再生と利用Vol. 41　No. 154　2017/1

本文.indb   28 17/02/07   9:36



表 1　供試 15N 標識牛ふん堆肥の化学的特性と生物的酸素消費量

研究紹介

水田、牛ふん堆肥、窒素、重窒素標識法

水田に施用された牛ふん堆肥の
窒素の動態

１．はじめに

家畜ふんから生じる堆肥をはじめとして、有機質資
材を活用した循環型農業への期待が高まっている。水
田を含む農業生態系において家畜ふん堆肥を活用して
持続的な循環システムを構築するためには、堆肥の養
分がどのように動くのかを理解する必要がある。その
養分の中で作物にとって最も重要なのが窒素である。
有機質資材の窒素の動きを正確に把握するためには、
重窒素（15N）標識有機質資材を利用するのが有効で
ある。なぜなら、15N 標識することにより、有機質資
材を由来とする窒素とその他の土壌由来窒素や肥料由
来窒素とが区別できるようになるからである。そこで、
著者らは 15N 標識牛ふん堆肥を寒冷地の水田に施用
し、その窒素の動きを 3 年にわたり追跡したので、そ
の概要を紹介する。

２．試験の概要

農研機構東北農業研究センター大仙研究拠点内（秋
田県大仙市）の試験水田において、水稲１株の面積（17

× 30…cm）に相当する枠の中に 15N 標識牛ふん堆肥を
現物として 1、2、4…kg…m− 2…相当施用し、「あきたこ
まち」を３年間栽培した。なお、15N 標識牛ふん堆肥
の施用は初年目の作付け前の１度だけで、化学肥料（窒
素、リン酸、カリ）は通常量（各 8g…m− 2 相当）を各
年に施用した。本試験圃場の土壌は細粒灰色低地土で
ある。

供試した牛ふん堆肥の副資材はオガクズであった。
表 1 には、牛ふん堆肥の化学的特性とコンポテスター

（富士平工業）を用いて測定した生物的酸素消費量を
示した。牛ふん堆肥の C/N 比は 24 であった。アンモ
ニア態窒素は 0.15g…kg− 1、硝酸態窒素は 0.02g…kg− 1

と無機態窒素は少なかった。酸素消費量は 1 μ g…g− 1…
min− 1 と低かった。また、臭いはほとんど感じられ
なかった。堆肥の生物的酸素消費量が 3 μ g…g− 1min
− 1 以下の場合、その堆肥は熟度が高く安定した状態
であることが知られている。供試した牛ふん堆肥の生
物的酸素消費量が 1 μ g…g− 1…min− 1 であったこと、
無機態窒素含量はわずかであったこと、堆肥の臭いを
ほとんど感じなかったことから本試験で用いた牛ふん
堆肥は完熟堆肥とみなすことができた。

西田　瑞彦
　農研機構東北農業研究センター　水田作研究領域　水田環境グループ長

キーワード：
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３．牛ふん堆肥由来窒素の動態

牛ふん堆肥由来窒素が１～３年目にどこに行ったの
か、その分配率を図 1 に示した。なお、施用した牛
ふん堆肥の窒素量から水稲による堆肥由来窒素の吸収
量と堆肥由来窒素の土壌残存量を減じたものを未回収
量とした。

まず一目見て分かるのが、牛ふん堆肥の窒素のうち
水稲に吸収される割合はわずかで、土壌に残る割合が
高いことである。各年の成熟期における水稲による牛
ふん堆肥窒素吸収率は 2 ～ 3% と低いが、3 年間ほぼ

同程度の値が続いた。その牛ふん堆肥窒素吸収率には
堆肥施用量の影響は認められなかった。またここでは
示していないが、生育時期別の 2kg…m− 2 区における
牛ふん堆肥窒素吸収率は幼穂形成期で 1 ～ 2%、出穂
期で 2%、成熟期では 2 ～ 3% と全生育期間にわたり
吸収された。これらのことから、寒冷地水田に施用さ
れた完熟牛ふん堆肥は、３年間は水稲の安定した窒素
源となることが明らかとなった。また施用量によって
堆肥の窒素吸収率は変化しなかったので、施用量 1 ～
4…kg…m− 2 の範囲では、牛ふん堆肥の単位重量当たり
の窒素肥効は同程度であることが明らかとなった。

非作付け期間を含む全期間の標準温度変換日数

図 1  15N 牛ふん堆肥由来窒素の各年次の成熟期における分配率（エラーバーは標準偏差、水稲吸収の数値は累積値）
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（25℃）と 2…kg…m− 2 区の累積堆肥由来窒素吸収量と
の関係を図 2 に示した。なお、標準温度変換日数の
詳細については、原著（杉原ら…1986）を参照されたい。
ここでは、温度と牛ふん堆肥由来窒素の吸収量との関
係として図 2 を見ることができる。全生育期間の標
準温度変換日数と累積堆肥由来窒素吸収量との間には
有意な正の相関が認められ、牛ふん堆肥の窒素無機化
とその水稲による吸収が温度に依存することが明らか
となった。

牛ふん堆肥由来窒素の土壌残存率は高く、施用から
水稲が３作栽培された後でも約 70% が土壌に残存し
ていた（図 1）。このように、完熟させた堆肥由来窒
素は長年にわたり土壌にとどまり、本研究でみられた
ように水稲の安定した窒素源になるものとみられる。

未回収量は、牛ふん堆肥窒素の消失量と土に残され
た水稲根に含まれる堆肥由来窒素量の合計とみること
ができる。本試験では水稲根を別途回収しておらず、
その窒素含量は不明である。しかし、水稲の T ／ R
比（地上部乾物重／根乾物重）が 5 ～ 20 であること
を考慮すると、未回収量のほとんどは消失量とみるこ
とができる。未回収率は１作後に 20 ～ 25% となり、
その後は大きな増加はなかったので、１作目に多くの
消失が生じたことになる。この理由は明らかではない
が、供試牛ふん堆肥は完熟堆肥であったとはいえ、堆
肥中に無機態窒素およびすぐに分解する易分解性有機
物は存在していた。そのもともと堆肥中に存在してい

た無機態窒素および易分解性有機物中の窒素が、施用
初年目の水稲根が発達する以前に消失した可能性があ
る。ところで環境への影響を考えたときに溶脱による
消失量は重要となる。溶脱、脱窒といった消失の内訳
については今後の検討課題である。

４．おわりに

本試験から寒冷地水田における完熟牛ふん堆肥由来
窒素動態の特徴について、以下のように整理すること
ができる。
ⅰ）水稲による牛ふん堆肥由来窒素の吸収は、明瞭な

減少傾向を示すことなく少なくとも３年間は水稲の
全生育期間にわたり継続した。

ⅱ）牛ふん堆肥の施用量 1 ～ 4…kg…m− 2（現物当たり）
の範囲では、堆肥の単位重量当たりの水稲への窒素
肥効は同程度であった。

ⅲ）施用後に水稲を３作栽培しても、土壌には初年目
に施用された牛ふん堆肥由来窒素の約 70% が残存
した。
以上のように、牛ふん堆肥の窒素は肥料としての効

果は高くはないが、何作も続くので、連用すれば各年
に施用された牛ふん堆肥の肥料効果が重なり、その効
果が明瞭になると考えられた。一方、土壌に蓄積して
地力を上げる効果は高く、地力を増強させるためには
有効な資材であることが明らかとなった。これは完熟

図2　全試験期間中（非作付け期間含む）の標準温度変換日数（25℃）と15N標識牛ふん堆肥由来窒素吸収量の累積値との関係
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牛ふん堆肥の特徴であり、豚ぷん堆肥や鶏ふん堆肥（発
酵鶏ふん）では異なることが想定されるが、残念なが
ら豚ぷん堆肥や鶏ふん堆肥由来窒素の長期的な動態は
良く分かっていない。各堆肥の窒素動態の特徴を長期
的に明らかにし、その特徴を踏まえた上で利用を進め
る必要がある。
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研究紹介

有効態リン酸、易溶性リン酸、リン酸ベース堆肥施用

再生可能リン資源としての
家畜ふん堆肥とその有効利用技術

１．リン酸の資源問題

リン酸は作物中ではリン脂質、ATP、NADP、核
酸などの成分としてエネルギー代謝や成長のために欠
かせない必須要素である。リン鉱石の約 80％は化学
肥料として利用され、増大する食料需要を保証するた
めにはリン資源の確保が不可欠であるが、一方でリン

（リン鉱石）は有限の自然資源である。人口増加、肉
類消費に伴う間接的な穀物消費の高まり、エネルギー
作物の生産奨励によって、世界的に食料生産は刺激さ
れ、リン酸肥料の需要も増加している。このような背
景のもと、図 1 のようにリン酸肥料価格が上昇し、
2008 年の暴騰（リンショック）後の 2011 年でも 2007
年以前の 2 倍以上となり、高い水準が続いている［1］。
2009 年にはリン資源の枯渇を懸念する論文［2,…3］が著
名な科学雑誌に掲載され、リン危機が注目された。

リン鉱石の耐用年数（リン鉱石推定値／年間生産量）
は、50 ～ 100 年と推定されていた［4］しかし、国際肥
料開発センター（IFDC）のリン鉱石の資源量の精査
によって、リン鉱石の経済鉱量（Reserve、推計時点
の技術で経済的に生産できるリン鉱石の量（選鉱後の
P2O5 で 30％以上のリン鉱石）は 2012 年にこれまでの
4 倍以上あると推定された［5，6］。これは、モロッコと
西サハラの資源量が約 9 倍に増加し、新たなリン鉱石
保有国としてアルジェリアが追加され、ロシアとシリ
アのリン鉱石埋蔵量が大幅に修正されたためである。
さらに、2015 年公表のリスト［7］では、新たなリン鉱
石資源国が追加され、オーストラリアの資源量が大幅

に増加した。これらによって、リン鉱石の耐用年数は
300 ～ 400 年に大幅に増加した。

しかし、このことはリン資源の有限性の問題の解決
にはならない。ほんのわずかな余裕ができただけであ
り、リン資源保全の重要性は現在も変わらない。

２．わが国におけるリン酸フローとリサイクル
可能なリン酸資源

わが国はリン鉱石をすべて輸入に依存しており、安
定した食料生産とリン酸資源の保全を両立させるに
は、リン酸のリサイクル利用と合理的な使用量の節減

伊藤　豊彰
　東北大学大学院農学研究科

キーワード：

図 1　リン鉱石の輸入価格の推移
（石油天然ガス・金属鉱物資源機構）
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が推進されていかなければならない。
表 1［8］に示したように、わが国が輸入しているリ

ン（P ／年として）は、リン酸系肥料（リン酸質肥料
や複合肥料）として 16 万トン、リン鉱石として 10.3
万トン、薬品などの化学工業品として 17.6 万トンで
ある。ほとんどのリン鉱石と化学工業品はリン酸系肥
料に加工され（22.5 万トン）、直接輸入された分との
合計の 42.4 万トンがリン酸系肥料として国内の農業

（食料、飼料生産）に使用されている。さらに、主に
鉄鋼業向けに鉄鉱石や石炭に含まれるリンが 17 万ト
ン、輸入された食料と飼料に含まれるリンが 17 万ト
ン、間接的な経路で国内に持ち込まれる。

これらが国内の農業生産—食料消費と鉱工業生産で
消費される。リン酸系肥料 42.4 万トンに加えて、家
畜排泄物（家畜ふん堆肥として 14.9 万トン、回収リ
ンとして 2.2 万トン−肥料原料に移行）と食物残さ（0.4
万トン）に由来するリンが農地に投入され、作物の吸
収と河川流出以外の 39.8 万トンのリンが土壌に蓄積
している。鉄鉱石等に含まれるリンの多くは製鋼スラ
グ（11.4 万トン）に移行し、リンは回収されずに建設
用材や路盤材として利用されている。また、国内生産
および輸入された農産物は人の消費を経て、5.6 万ト
ンのリンが下水に流れ込む。下水処理場の汚泥として
3.9 万トンのリンが回収されており、このうち 1.4 万
トンのリンが再生利用されている［8］。なお、国交省
下水道部の推定によれば［10］、下水汚泥に含まれるリ
ンのうち再生利用されているのは下水汚泥肥料として
の 0.6 万トンにしか過ぎないとされている。

いずれにしても、MAP 法や HAP 法などによって
下水汚泥のリンの資源化とともに、製鋼スラグに含ま
れるリン酸カルシウムの分離回収が期待されており、
これらの再生可能量はリン鉱石輸入量の1.5 倍（15.3 万
トン）にも及ぶ。この二つの再生可能なリン資源に匹敵
するのが、家畜排泄物に含まれるリンである（表 1）。

わが国の飼料の輸入依存度（2013 年は 74％が輸入）
が高いために、家畜ふん尿由来のリン酸発生量が非常
に多くなっている。国内の農地で生産された飼料で家
畜生産を行えば、リン酸の適切な循環利用（飼料作物
−家畜−排泄物−飼料作物）が可能になり、土壌への
リン酸蓄積を緩和することができる。しかしながら、
すでにみたように、現状では農地に投入されたリン酸
の約 70％が作物生産に利用されずに土壌に蓄積して
おり、実際に農耕地土壌においてリン酸蓄積が進行し
ていることが明らかにされている［11］。その原因の一
つが輸入飼料—家畜排泄物に由来するリン酸である。
土壌リン酸の過剰な蓄積は、降雨に伴う水系へのリン
酸流出リスクを高め、富栄養化による藻類の異常発生
などによって水質悪化の原因となる。

家畜排泄物のリン酸は、重要な再利用可能リン資源
であり、MAP 法による豚尿からの純度の高いリン酸
の回収、豚ぷん炭化物（リン酸濃度；12 ～ 20％）の
利用、ブロイラーふんの燃焼灰（リン酸濃度；20％以
上）の化成肥料原料化、などによって高度利用法が実
用化されつつある。しかし、大部分は家畜ふん堆肥と
しての利用であり、家畜ふん堆肥に多量に含まれるリ
ン酸は、有効に活用されているとは言い難い。家畜ふ
ん堆肥利用によって土壌リン酸蓄積が助長される理由
は、堆肥が含有する窒素とリン酸のバランスが作物の
要求量と大きく異なるためである。わが国の家畜ふん
堆肥のリン酸含量［12］は乾物重あたりで約 2%（乳用
牛ふん堆肥）～ 6%（採卵鶏ふん堆肥）にもなり、牛
ふん堆肥は全窒素の約 1.3 倍のリン酸を、豚ぷん堆肥
と鶏ふん堆肥は全窒素の約 2 倍のリン酸を含んでい
る。作物は一般的に必要とする窒素量の約 1/5 ～ 1/2
のリン酸で十分なので、農地に窒素とリン酸を等量施
肥したとしてもリン酸は土壌に蓄積していく。通常、
窒素供給が作物の生育に最も強く影響するために、堆
肥の窒素供給量を最も重視して施肥設計をたてること

表 1　日本に持ち込まれるリンとリサイクル可能なリン資源の量（2006 年ベース）
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が多い。このような作物への窒素供給量をベースにし
た堆肥施用体系では、過剰なリン酸が農地に投入され
ることになる［13，14］。家畜ふん堆肥を活用することが
基本である環境保全型農業体系にあっても、化学肥料
窒素を削減してもリン酸肥料を減肥することはほとん
どない。このことは、さらなるリン酸の過剰施肥につ
ながっている。なぜ、家畜ふん堆肥のリン酸は適切に
利用されていないのだろうか。

３．家畜ふん堆肥のリン酸を有効に利用する方法

家畜ふん堆肥リン酸を適切に利用するには、作物の
リン酸必要量または作物別の標準施肥量を堆肥からの
リン酸で供給し、不足する窒素施肥量を化学肥料に
よって補う方法、すなわちリン酸ベースによる堆肥施
用技術を確立する必要があるが、その方法がわが国で
は未確立である。リン酸ベースでの家畜ふん堆肥施用
法では、窒素ベースに比較して堆肥施用量が少なくな
るので、堆肥からの有効態窒素供給では作物の必要量
を満たすのは困難であり、化学肥料窒素が必要になる。
このような研究はアメリカ合衆国では進んでおり、リ
ン酸ベースでの家畜ふん堆肥施用によって、窒素ベー
スの堆肥施用体系や化学肥料を用いた慣行体系と同等
のトウモロコシ収量を確保しつつ、土壌のリン酸蓄積
を抑制できることを明らかにしている［14］。このよう
に、家畜ふん堆肥中のリン酸を考慮に入れてリン酸の
適正施肥（減肥）を行うには、化学肥料リン酸に相当
する堆肥中の有効態リン酸量を評価する方法が必要で
ある。

４．家畜ふん堆肥の有効態リン酸の測定法

家畜ふん堆肥は有機態と無機態のリン酸を含んでお
り、さらに無機態リン酸は過リン酸石灰のようにすば
やく水に溶けるものから、アパタイト（難溶性リン酸
カルシウム）のように非常に溶けにくいものまで多様
に存在し、組成がわかっている化学肥料のように溶解
性を推定するのは困難である。このことが、堆肥リン
酸の適切な利用を妨げてきたと考えられる。家畜ふん
堆肥の有効態リン酸（作物が吸収しやすいリン酸）を
評価することによって、その有効活用が可能となる。

Dahlgren…&…Walker［15］の方法に準じて、家畜ふん
堆肥に連続的に水を添加し、リン酸溶解量を測定する
と、図 2 のような溶解曲線が得られた。家畜ふん堆
肥 1g に対して添加水量 0.5L 付近までは無機態リン酸
が急激に溶解し、その急激な溶解が終了した以降では
リン酸溶解は非常に緩やかになり、一定の値に収斂す
るパターンを示した。牛ふん、豚ぷん、採卵鶏ふん、

ブロイラー鶏ふんを材料にした多様な家畜ふん堆肥
は、図 2 の 2 試料と同様な溶解曲線を示した［16］。初
期の立ち上がりは第一リン酸カルシウムに相当する溶
解性の高い無機態リン酸であり、その後でゆるやかに
溶解してくるリン酸は相対的に難溶性だが水溶性のリ
ン酸化合物と考えられる。このリン酸溶解曲線を
Pierre ら［17］の方法に準じて最大値を持つ非線形モデ
ル式で回帰し、最大溶解量（Pmax）を推定した。こ
の連続水抽出実験で同時に溶解したカルシウム、マグ
ネシム、カリウムの溶解曲線の中では、マグネシウム
がリン酸の溶解曲線と極めて類似しており、Pmax は
マグネシウムの最大溶解量（Mgmax）と 1：1 に近い
正の相関を示した（図 3）。この結果は、Pmax はマ
グネシムと結合したリン酸が主体であることを示唆す
る。

Komiyama ら［18］は、豚ぷん堆肥の 10 試料中 9 試
料に結晶性リン酸塩としてストラバイト（MgNH4PO4・
6H2O；リン酸マグネシウムアンモニウム、MAP）が
含まれ、この MAP は多量の水に完全溶解すること、
水溶性リン酸の約 70％（9 試料の平均）を占めること
を明らかにしている。この結果も含めて考えると、家
畜ふん堆肥中の無機態リン酸には多量の水で完全に溶
解する“水溶性リン酸”が存在し、その主な形態はマ
グネシムを含む化合物と推定される。さらに、この水

図 2　連続的に水でリン酸を抽出した場合の家畜ふん
堆肥の無機態リン酸溶解曲線

（上記の採卵鶏ふん堆肥はP（v）=Pmax ×［1−exp（−
k1 × v）］で、肉牛ふん堆肥はP（v）=Pmax×（Pmax × k2
× v）/（Pmax × k2 × v + 1）の曲線で、回帰した。実験
方法はDahlgren & Walker［15］、解析はPierre［17］の方法
に準じた。P（v）：積算リン酸溶解量、Pmax：最大溶解リ
ン酸量、k1，k2：定数、v：添加水量）
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溶性リン酸は作物が吸収することができる形態であ
り、家畜ふん堆肥の“有効態リン酸”とすることがで
きる。

５．家畜ふん堆肥のリン酸組成の特徴

次に、全国で生産された多数の家畜ふん堆肥を用い
て、堆肥リン酸の特徴を材料ふんの畜種別に検討した

［19，20］。土壌リン酸の分画法を有機質資材に適用した
逐次抽出法［21］を用いて、無機態リン酸を分画した。
逐次抽出法は脱イオン水、0.5M 重炭酸ナトリウム溶
液（pH=8.5）、0.1M 水酸化ナトリウム溶液、1.0M 塩
酸溶液を用いて、試料：溶液比 =1：200、16 時間の
振とう抽出によって堆肥を順次、抽出する方法である。
この方法では、水に溶けやすいリン酸から先に抽出さ
れ、脱塩水および 0.5M 重炭酸ナトリウムで抽出され
るリン酸の合計は、後半の 0.1M 水酸化ナトリウム抽
出リン酸（鉄、アルミニウム型リン酸）と 1M 塩酸抽
出リン酸（難溶性のアパタイト型リン酸）と比較して
水に対する溶解性が高い。相対的に溶解性が高い前 2
画分の合計を「易溶性リン酸」と呼ぶことにした。最
後の 1M 塩酸抽出によって無機態リン酸のほぼ全量が
溶解するはずなので、抽出されなかった“残さ”画分
は有機態リン酸であるとした。

この逐次抽出法の易溶性リン酸量は、図 2 の方法
で求めた最大溶解リン酸量（Pmax）とほぼ 1：1 の
関係を示した（図 4）。また、水添加量が 0.5L ／堆肥
1g あたりまでに急激に溶解したリン酸量と、その後
の緩やかに溶解したリン酸量は、それぞれ逐次抽出法

の水抽出リン酸量と重炭酸 Na 抽出リン酸量と近い値
を示した。この結果から、逐次抽出法における水抽出
リン酸は過リン酸石灰のような速効性リン酸に相当す
ること、重炭酸ナトリウム抽出リン酸は多量の水でゆ
るやかに溶解するリン酸であることがわかる。水抽出
リン酸と重炭酸ナトリウム抽出リン酸の合量（＝易溶
性リン酸）は、全量が水に溶解することが明らかであ
り、作物に吸収されうる有効態リン酸を示している。

乳用牛ふん、肉用牛ふん、豚ぷん、採卵鶏ふん、ブ
ロイラーふんを主原料とした、それぞれの堆肥の有機
態リン酸の割合（平均）は、それぞれ 13%、12%、
7%、21%、33% であった（図 5）。家畜ふん堆肥のリ
ン酸の主体は無機態であることを表わしており、これ
は堆肥化過程でふん中の有機態リン酸の大部分が無機
化したためと考えられた。鶏ふん堆肥で有機態リン酸
の割合が高いが、その主成分はリン酸モノエステル

（フィチンが主成分）であった［22］。これは、鶏ふん堆
肥の製造では、急速加熱による短期間での製造（有機
物分解は抑制される）や乾燥処理によって有機態リン
酸が分解されずに残存しやすいこと、ブロイラーふん
堆肥は乾燥処理で製造される場合が多く、相対的に堆
肥化が不十分（未熟堆肥）であることが、有機態リン
酸の割合が高い理由と考えられた。

家畜ふん堆肥の逐次抽出法で分画された無機態リン
酸の組成は畜種によって異なり、溶解性の最も高い水
抽出リン酸の割合は、鶏ふん堆肥で最も低かった。易
溶性リン酸の割合は、牛ふん堆肥（肉牛ふん堆肥≒乳
牛ふん堆肥）で約 70％、豚ぷん堆肥で約 50％、鶏ふ
ん堆肥（採卵鶏ふん堆肥＝ブロイラーふん堆肥）で約

図3　連続水抽出法によるマグネシウムとリンの最大溶
解量の関係［16］

図4　易溶性リン酸量（逐次抽出法）と最大溶解リン酸
量（連続水抽出法）との関係［16］
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30％であり、変動係数は 15 ～ 32% と比較的小さく、
畜種によって特徴のある傾向を示した。難溶性の塩酸
抽出リン酸は、採卵鶏ふん堆肥で最も高い割合（全リ
ン酸の 47％）を示し、ブロイラーふん堆肥は有機態
リン酸（残さ画分）の割合が最も高かった（34％）。

家畜ふん堆肥の易溶性リン酸や難溶性の塩酸抽出リ
ン酸の割合が畜種で傾向を示すのはなぜなのだろう？
堆肥の易溶性リン酸割合と全量分析のカルシウム含量
との関係を検討した（図 6）。カルシウム含量が高い

採卵鶏ふん堆肥や豚ぷん堆肥の易溶性リン酸割合が低
く、両者は負の相関を示した。家畜ふん堆肥はアルカ
リ性を示すが、アルカリ条件でリン酸に対してカルシ
ウムが多い場合（Ca/P モル比が 2 以上）は、難溶性
のリン酸カルシウム（ヒドロキシアパタイトなど）が
形成されやすいことが知られている［23］。これらのこ
とから、難溶性のリン酸カルシウムの生成が易溶性リ
ン酸割合が低い原因と考えられた。採卵鶏ふん堆肥は
他の畜種の堆肥に比べてカルシウム含量が非常に高

図5　畜種の異なる家畜ふん堆肥の各リン酸画分の割合（平均値）［19,20］

図6　畜種の異なる家畜ふん堆肥におけるカルシム含量と易溶性リン酸割合の関係［20］
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く、すべての試料で Ca/P モル比が 2 以上であった。
これは、採卵鶏の飼料には卵殻形成を促進し、リン酸
栄養を補強するためにリン酸カルシウムが飼料に添加
されるためである。

６．家畜ふん堆肥のリン酸を有効に利用し、環
境汚染を抑制する方法

上記の有効態リン酸（易溶性リン酸）をもとにリン
酸ベースでの家畜ふん堆肥施用体系を設計した。この
方法によって、作物の収量は十分に確保され、土壌へ
のリン酸蓄積は抑制できるだろうか？わが国では、堆
肥のリン酸ベース施用体系による栽培試験結果はな
く、著者らが実施した飼料用トウモロコシの例［24］に
ついて紹介する。

東北大学大学院農学研究科附属複合生態フィールド
教育研究センターの非アロフェン質黒ボク土圃場で栽
培試験を 3 年間行った。土壌のリン酸固定力は非常に
大きいが、土壌の可給態リン酸（トルオーグリン酸）
は 0.14…g…P2O5…kg− 1 で適正範囲内であった。堆肥とし
ては、デントコーン栽培で一般的な牛ふん堆肥と、有
効態リン酸割合が大きく異なる鶏ふん堆肥を用いた。
両者で有効態窒素割合の推定値はほぼ等しいが、全リ
ン酸濃度は鶏ふん堆肥が高く、有効態リン酸割合は牛
ふん堆肥が高い（表 2）。実験処理区は、牛ふん堆肥
と鶏ふん堆肥の窒素（N）ベース施用とリン酸（P）ベー
ス施用、化学肥料慣行施肥、無施肥、である。堆肥施
用量は、N ベース施用と P ベース施用では堆肥の有
効態窒素または有効態リン酸の施用量がデントコーン
の標準施肥量（150…kgN…ha− 1、150…kgP2O5…ha− 1 ＝化
学肥料慣行施肥区の施肥量）となるように設計した。
有効態リン酸については、水抽出リン酸と重炭酸ナト
リウム抽出リン酸の合計値（易溶性リン酸）とした。
P ベース区では堆肥で供給される有効態窒素量が 150…

kgN…ha− 1 に満たないため、不足分を化学肥料窒素で
補った。

N ベース区の年間の堆肥施用量は、牛ふん堆肥では
乾物 18.1…t…ha− 1（水分含量 50％とすると現物で 36.2…
t…ha− 1）、鶏ふん堆肥では乾物 21.4…t…ha− 1（水分含量
25％とすると現物で 28.5…t…ha− 1）となり、P ベース
区の堆肥施用量は N ベース区の約 40％に減少した。
このことで P ベース施用体系の 1 作あたりの有効態
リン酸投入量は、N ベース区よりもかなり削減された。
その結果、3 年間の栽培試験後の土壌の可給態リン酸

（トルオーグリン酸）含量は、Ｎベース区の 0.25、0.49…
g…P2O5…kg− 1（牛ふん堆肥、鶏ふん堆肥施用区）に対
して、P ベース区では 0.19、0.30…g…P2O5…kg− 1、と大
きく低減された。堆肥による全リン酸の投入量も P
ベース施用区では N ベース区に比べて 266（牛ふん堆
肥）～ 801…kg…P2O5…ha− 1（鶏ふん堆肥）、削減された。
これによって、土壌の全リン酸含量の増加量は P ベー
ス施用体系によって大きく緩和され、3 年間の栽培試
験後の土壌リン酸増加量は牛ふん堆肥区で 41％，鶏
ふん堆肥区で 42％に抑制された。

家畜ふん堆肥の N ベース区、P ベース区のデント
コーンの乾物収量は、3 年間とも化学肥料慣行体系よ
り高かった（図 7）。牛ふん堆肥と鶏ふん堆肥の P ベー
ス区のリン酸吸収量は化肥慣行区（速効性の化学肥料
リン酸）よりも多かった。このことは、逐次抽出法に
よる堆肥の有効態リン酸（易溶性リン酸）は、リン酸
固定力の高い黒ボク土においても堆肥が供給できる有
効態リン酸を評価するうえで適切であることを表わし
ている。

家畜ふん堆肥の有効態リン酸量を基準にして堆肥施
用量を決定し、不足する窒素成分は化学肥料で補う体
系（リン酸ベース施用体系）では、化学肥料リン酸は
全く施肥されない（リン酸減肥効果は抜群）ばかりか、
堆肥由来のリン酸投入量も削減される。この体系で家

表2　各処理区における1作あたりの有効態養分投入量と堆肥施用量（3年間の平均）[24]
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畜ふん堆肥を施用した場合、リン酸固定能の高い黒ボ
ク土においても十分なリン酸と窒素を供給し、飼料用
トウモロコシの収量を確保することができた。堆肥中
の有効態リン酸を簡易に評価し、それに基づいて家畜
ふん堆肥施用量を決定することによって、家畜ふん堆
肥のリン酸をむだなく活用することができ、環境保全
効果（土壌リン酸蓄積の抑制）とリン資源の節約が可
能となる。この方法が多くの生産現場で、さらには下
水汚泥堆肥のリン酸肥効評価にも活用されることに期
待したい。
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図 -1　資源の有効活用の概要

Ｑ＆Ａ

キーワード：有効活用、相互利用、バイオマス発電、ごみ焼却工場

水再生センター、汚泥資源化センター、ごみ焼却
工場間での資源の有効活用について

　　　　３施設での資源の有効活用の概要は？

　　　　横浜市鶴見区末広町には、下水処理施設であ
る北部第二水再生センターと下水汚泥の集約

処理施設である北部汚泥資源化センター（いずれも環
境創造局）、そしてごみ焼却施設である鶴見工場（資

源循環局）の３施設が隣接して配置され、再生水や消
化ガスなどの資源、電力や廃熱などのエネルギーを相
互利用することで、有効活用しています。
　また、下水汚泥を処理する過程で発生した焼却灰は、
改良土や建設資材原料等に使用しており、有効活用し
ています。

Q1
A1

　　　　再生水の有効活用は？

　　　　３施設において、配管や機器等の洗浄などに
使用する水は、北部第二水再生センターで下

水を処理した再生水を使用することで、水道水の使用
量を削減しています。

　　　　電気の有効活用は？

　　　　北部汚泥資源化センターでは消化ガスを燃料
とした発電機（総出力 5,600kW）により、ま

た鶴見工場ではごみ焼却時の廃熱を利用した蒸気ター
ビン発電機（総出力 22,000kW）により、発電を行っ

Q2
A2

Q3

A3

ています。
　これらの発電電力を３施設で融通し、機器の動力負
荷や照明等で消費することにより有効活用をしていま
す。
　さらに、余剰電力は電力会社へ売却することで、収
入を得ています。
　通常時は発電電力の約 65％が施設内消費分、残り
の約 35％が電力会社への売却分となっており、３施
設内の消費電力はほぼ全て発電電力で賄うことができ
ますが、定期点検整備などで鶴見工場の蒸気タービン
発電機が稼働できない場合は、不足電力を電力会社よ
り購入しています。
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　　　　消化ガスの有効活用は？

　　　　消化ガスはバイオマスの一種であり、メタン
ガスが約 60％含まれる可燃性のガスで、北

部汚泥資源化センターの卵形消化タンクで汚泥中の有
機物が分解されると発生します。消化ガスは、25MJ/
m3 と、都市ガス（45…MJ/m3）の半分以上という十分
なエネルギーを持っており、消化ガス発電設備や汚泥
焼却炉の補助燃料として有効活用しています。
　北部汚泥資源化センターでは、消化ガスを燃料とし
た６台のガスエンジンにより、バイオマス発電を行っ
ています。ガスエンジンを冷却する際の廃熱は、消化
タンクの加温などに利用されています。
　また、汚泥焼却炉においては、焼却の際に必要な補
助燃料として主に消化ガスを利用しているため、灯油
などの化石燃料はほとんど使用していません。
　さらには、ガス吸収冷温水機を用いた場内空調設備
の燃料としても、消化ガスを利用しています。

　　　　下水道部門とごみ部門で組織が異なるために
困難な事はありますか？

　　　　下水道部門は環境創造局（企業会計）、ごみ
部門は資源循環局（一般会計）で、いずれも

横浜市役所内の組織になりますが、予算処理上、使用
料金が発生するもの（再生水と電力）については各局
間で購入・売却の手続きを厳密に行う必要があり、煩
雑な事務手続を行わなければならないのが現状です。

　　　　外部（電力会社）への料金はどのように支払
うのですか？

　　　　３施設については、受電点を一か所とした電
力引き込みにより、電力会社に対しては同一

需要場所としていますので、電力会社との受給契約は
一本化されています。電力会社からの請求は、３施設
での使用量に応じて分割計算を行い、精算しています。

Q4
A4

Q5

A5

Q6

A6

　　　　同様な取り組みは他にもありますか？

　　　　横浜市南部の金沢区においても、下水汚泥の
集約処理施設である南部汚泥資源化センター

及び隣接する金沢水再生センター（いずれも環境創造
局）、そして金沢工場（資源循環局）の３施設で同様
の取り組みを行っています。

（横浜市環境創造局北部下水道センター　山崎　潤）

Q7
A7

図 -2　横浜市　汚泥資源化センター等配置図
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現場からの

声
キーワード：汚泥堆肥化、地域再生、苓北レタス

熊本県苓北町における
下水汚泥由来肥料利用の取組み

　 苓北町は熊本県の西部、天草下島の北西部に位置
（図）し、雲仙天草国立公園内にある。人口7,628人（2018
年 3 月）、町の広さは東西に 9.7km、南北に 12.3km、
総面積 67km2 で豊かな緑と景観に恵まれた町である。
標高は 400m 以下で、0 ～ 100m が 29.7km2（44%）を
占める。

　苓北町は年平均気温が 9.2 ～ 27.5 度（平均 18.7 度）、
年間雨量 1,546mm と温暖で豊かな自然条件を活かし
た農業の町である。平野部は早期米、野菜の他、黒毛
和牛の子牛「れいほく牛」の飼育地として知られてい
る。また気候を活かした花き生産も盛んに行われ、北
部地域の小高い山地は柑橘類のみかん、びわの特産地
でもある。
　その苓北町の耕地面積は 665ha（27 年度：畑
359ha、田 306ha）、農家数は…537…戸（専業農家数…107…
戸、兼業農家数…181…戸）で農業産出額（3,283 億円、
26 年度）に占める農業所得の割合は耕種が 66%（野
菜 36%、米 11%、果実 9%）、畜産が 33% と野菜と畜
産が全体の 69% を占める。野菜は水稲との複合経営
で、秋冬レタスを中心に、馬鈴薯、キャベツ、ミニト
マトが上位を占める。

　以上の豊かな自然に恵まれた苓北町の下水汚泥肥料
利用の取組みは町主体による環境の保全・循環資源の
活用を促す中期計画「地域再生計画」の中で段階的に
整備されて、今日を迎えている。苓北町の下水道整備
は現町長の公約で、公共下水道は 1994 年度から実施
され、2000 年 1 月に富岡浄化センターの供用開始（計
画処理水量 3,600m3/ 日）となり、2016 年 4 月 1 日現
在の下水道普及率は 88% に達している。苓北町の地
域再生計画はその名称を「青い海、きれいな川」再生
計画として、下水道の普及と汚泥肥料等の再生資源利
用は自然と共生する循環型社会の町づくりとして進め
られている。下水道管の延長は 74km、そのマンホー
ル蓋（写真）には町の花、ハマユウと町の木、ツバキ
の大ぶりの花がカラーで描かれていて人目を引く。

一般財団法人 日本土壌協会

常務理事　日高　　伸

苓北町浄化センターの展示（写真はＨＰより）
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　敷地面積 1.2ha の富岡浄化センターは町中心部の西
側、富岡湾に面して、施設からの処理水は遠浅の砂州
に放流（日平均 1,824m3）される。放流口付近の海砂・
護岸には活性汚泥等の沈着物や緑藻類の発生はみられ
ず、良質な処理水を維持している。汚泥処理棟では高
分子凝集剤のポリ鉄硫酸第二鉄で凝集した濃縮汚泥は
スクリュープレス脱水機（幅 1m）を通過し、排出さ
れるケーキ（写真）は階下の汚泥運搬車（8m3）に積
載され受け入れ先へと運ばれる。2015年度の脱水ケー
キの発生量は 510.7t（平均含水率 79%）である。

　町役場から東南の方向、海抜 200m の小高い山間地
に苓北町堆肥センターがある。当施設は地域再生計画
の生活環境の整備として、2001年 8月 1日に稼働した。
当時の社会的背景として、1999 年 9 月の環境三法の
制定、特に家畜排泄管理法の適正な家畜排せつ物の処
理、2001 年 5 月施行の食品循環資源の再生利用（食
品リサイクル法）等、環境への負荷を低減する規制が
強化された時期でもあった。自然と共生する循環型の
町づくりを推進する地域計画の追い風となって町営の
堆肥センターが整備された。小高い当施設から富岡湾
の方向に低地の水田地帯が開け、その水田は 50 年以
上の歴史をもつ秋冬レタスの大産地でもある。水田作
のレタスはシャキッとしてみずみずしいと外食産業界

からの評価は高い。
　苓北町堆肥センターについてはすでに松村が本誌

（Vol,38,No145,p71-76,2014）で紹介しているように、
7,469m2 の敷地面積に、原料混合棟 144m2、堆肥製造
プラント 1,172m2、作業棟 628m2 で構成されている。
原料混合棟では家庭の生ごみ、契約農家からの牛ふん、
富岡浄化センターからの脱水ケーキ（汚泥）、これに
戻し堆肥と剪定枝を破砕したバークが副資材として混
入される。2014 年度の実績では 2,038.6t を受け入れて
いる。その内訳は町内畜産農家から家畜糞の全量が
78％（1,590t）、家庭系生ごみの回収 10.7％（217t）、
富岡浄化センターの脱水汚泥 11.3％（231t）となって
いる。原料と副資材は 1 対 1 で混合（約 40m3）され、
堆肥製造プラントのレーン（並列の 2 レーン「１レー
ン：100 ｍ× 3m、深さ 2m」）に運ばれ、撹拌はロー
ラリー撹拌機で一日一回、25 日間かけて完熟堆肥（10
ｔ / 日）が生産される。堆肥の原料は域内から地域資
源として回収されるが回収から農業利用まで循環型の
ループが形成されていた。

　主要な原料である畜産系は 2009 年度の 5,246t を
ピークに減少傾向にある。一方、富岡浄化センターの
発生汚泥は堆肥施設の受け入れ能力もあり、発生汚泥
の約 45.3％を受け入れている。残りは域外の施設に運
ばれ 100% が堆肥等の原料として緑農地利用されてい
る。
　生産された堆肥（原料：牛ふん、生ごみ、下水道脱
水汚泥）は「苓北ゆうき大地、普通肥料」として
15kg 袋、またはバラで販売されている。センターの
堆肥は土づくり資材として域内の生産農家で広く利用
され、その散布は 15 名の低コスト組合がコントラク
ターとして活躍するなど堆肥生産者と耕種農家その
ループを支える組織など連携した取り組みがみられ
る。

凝集汚泥の脱水ケ−キ（左）

汚泥処理棟

苓北町堆肥センター
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　苓北町堆肥センターは地域資源循環のかなめとし
て、また良質な堆肥生産施設として評判が高く、2007
年度には熊本県耕畜連携推進協議会から「堆肥の達人」
として認定されている。苓北町の特産品であるレタス
は水田の裏作として秋から春にかけて栽培され、水田
の地力維持に「苓北ゆうき大地」の施用は欠かせない。
その水田の多くは排水良好な細粒灰色低地土・灰色系
であるが、排水不良な細粒グライ土でも栽培されてい
る。
　苓北町は一年を通して温暖で秋冬野菜に適している
が、レタスは好アンモニア性の植物であり水稲跡は適
地と言える。水田で栽培されることでレタスのみずみ
ずしさとやわらかさが保たれる。レタス定植前の 9 月
に毎年 10a 当たり 2t 程度の堆肥（有機肥料）が散布
され、施肥窒素量（化学肥料窒素）を低減した栽培法

が確立していることで、安定した収量と甘くておいし
いと評判の高いレタスが生産される。
　苓北町のレタスは 10 月中下旬をピークに定植が始
まる。水稲収穫後の短い合間に苗の育成、堆肥施用、
定植の準備、12 月中旬以降から翌春まで収穫・出荷
が続く。レタス栽培農家（生産者 90 戸、作付面積
140ha、年間出荷量 4,000t）は多忙をきわめるが、生
産されるレタスはまさに町のブランドとしてその名声
は高いものとなっている。特産の苓北レタスは豊かな
自然の恵みを生かした営農努力もさることながら、町
が早くから推進してきた下水道整備、地域バイオマス
資源の円滑で安全な循環利用の推進、それを可能にす
る施設の整備と地域資源循環利用のループ形成、これ
を支える町役場（行政）や JA 等など、地域における
様々な主体が相互に連携して取り組んでいる。

生産者・髙道修二さん
2016 年 10 月 26 日　レタス定植

れいほくレタス
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文献紹介
固形有機廃棄物と都市下水汚泥を同時処理することの相乗効果：
バイオガス生産と固形物減量において1プラス1は２以上となる

キーワード：補助基質、バイオガス増収

大規模な排水処理場（WWTP）の多くは、脱水ケー
キの廃棄コストを削減するために、あるいはメタンを
獲得しエネルギーを回収するために、高品質の余剰汚
泥を生産するため等それぞれ目的に応じた独自の嫌気
性消化（AD）施設を運営しているが、これらの有機
負荷量は往々にして 1.0 ～ 1.5kg（VS）/（m3･ 日）と
少 な い。 米 国 に は AD 施 設 を 運 営 す る 1484 の
WWTP があり、このうち消化によって得たバイオガ
スを利用しているのは約 10% に過ぎない（EPA、
2012）。これは、電力が安価なため電力自給率を上げ
る費用対効果が低いからである。一方ヨーロッパ、特
に中央と北方では、ほとんどの WWTP が AD 施設と
暖房および発電を目的としたバイオガス利用のインフ
ラを有している。これはこれらの施設は電力自給率を
上げることが求められているからである。バイオガス
生成促進のために、WWTP は高エネルギーの食品廃
棄物や油脂を含む地方自治体廃棄物の有機画分

（OFMW）等を補助基質（CoS）として添加する混合
消化を採用している。混合消化には投入物の化学量論
的変化が僅かであっても系内の化学的性質が変化し消
化が失敗する恐れがあること、脱水ケーキとアンモニ
アの発生が増すこと、ガラスや金属の混入による機器
損傷の恐れ等の欠点がある。しかし、混合消化は消化
プロセスを加速させ、バイオガス収量を増加させ、そ
してより高い分解速度をもたらすことが、単一基質消
化とは異なる相乗効果がこれまでに示されている。著
者らは、混合消化に関連する重要な動力学的パラメー
ターを特定することは、相乗効果を理解し AD 施設
の最適な運営に役立つとし、混合消化の欠点を制限す
る負荷量の限界を検討した。

実規模試験として、オーストリア、チロル州 Zirl
と Strass… im…Zillertal の WWTP で 2007 年 以 降 CoS
を添加した。Zirl は、61500…PE60（1 人当たり 60…g

（BOD5）/ 日）、1350m3、水理学的滞留時間（HRT）

は平均 28.7 日、中温で（35℃）AD 施設を運転してい
る。一次処理の汚泥（PS）と廃棄する活性汚泥（WAS）
の蒸発残留物（TS）濃度は平均で 51g/L と 53g/L で
ある。消化槽に添加する CoS は地元の廃棄物収集業
者から提供された高速回転粉砕器で前処理済みの有機
画分（OFMW）である（VS…88%、TS 濃度 162g/L）。
2013 年の負荷量 2.18kg（VS）/（m3･ 日）は 2006 年
の 186% に 相 当 す る。Strass… im…Zillertal は 167,000…
PE60、総容積 5000m3、中温、卵形混合 AD 槽が 2 つ
並行して A/B-process による処理を行っている。
HRT は平均で 27.7 日間、季節で変動し、最短 14 日、
最長約 50 日間である。CoS には Zirl と同じ業者から
得た OFMW と、別の業者から同等の基質を得て使用
している。2010 年の負荷量は 1.98…kg（VS）/（m3･ 日）
で、2006 年の 117% に相当する。

先に相乗効果を確認するために、CoS にホエーを用
い有機投入量あたりのバイオガス生産量を BMP 試験

（Symons… and…Buswell,… 1933… and…Scaglione… et… al.,…
2008）で測定した（37 ± 1℃）。ホエーは高いバイオ
ガスポテンシャル、均質性および高い分解性、液状で
あることから高い測定精度（標準偏差約 0.31%）が確
保できるため選択された。種汚泥には Zirl の消化汚
泥を 37℃で１週間保存したものを、生汚泥（RS）は
Zirl の PS と WAS の混合物を用いた。RS と CoS は
VS 比で 1：0.9：1.2（PS：WAS：ホエー）で混合した。
14 日間の実験後バイオガス生産量は、種汚泥単独、
生汚泥単独、ホエーのそれぞれで 47、402、1265…
mN3…/t（VS）であった。予測されるバイオガス生産
率は種汚泥 + ホエーは 42%、種汚泥 + 生汚泥 + ホエー
は 26% だが、実測値は 48%、29% であった。実測値
の超過分はホエーのバイオガス生成率を 100% として
も説明できないことから混合消化による相乗効果と判
断された。

実用規模試験では、初年目に対し 2013 年では Zirl
で負荷量とバイオガス生産量は 86% と 174% の増加
を、Strass… で 53% と 59% 増 加 し た。Strass で は
A-stage にバイオソープション法でバイオマスの大部
分が生汚泥として除去されるため、A 汚泥のメタン
ポテンシャルが高い。そのため相対的に改善率が小さ
くなり、バイオガス生産量の増加率が Zirl よりも低
くなったと考えられる。OFMW に含まれるタンパク

Synergistic	 co-digestion	 of	 solid-organic-
waste	 and	 municipal-sewage-sludge:	 1	 plus	
1	 equals	 more	 than	 2	 in	 terms	 of	 biogas	
production	and	solids	reduction
Water	Research	87	416–423	(2015)
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質は消化槽でのアンモニア増加を引き起こす。Zirl で
は、脱窒のために一次汚泥の頻繁に再懸濁する必要が
生じ、一方、Strass では、一槽型脱アンモニア処理
DEMON®（アナモックス菌利用脱窒法）が用いられ
ている。CoS を VS で 25% まで増量しても、それに
対応するバイオガスの増収はあるが、脱水ケーキ生産
量はむしろ減少し、アンモニアの発生は増加したが問
題は生じなかった。

高負荷消化槽に対する混合消化の影響を調査するた
めに、実験室規模で 10L 消化槽 2 つを中温性で運転
した。ブループレインズ高度排水処理プラント（米国、
ワシントン D.C.、約 5kg（VS）m3/ 日）で採取した
PS…45% と WAS…55% の 混 合 物 に、CAMBITM…

（Asker、Norway）が開発した熱加水分解プロセス
（THP）パイロットユニットを用い、THP 処理汚泥
を得た。実験を通して有機負荷速度は 5.33（VS）m3/
日を維持した。2 番目の消化槽（CoS-THP 汚泥）には、
最初の 20 日間、5.33（VS）m3/ 日で運転した後、段
階的に負荷を高め、6.66…（VS）m3/ 日に達した。CoS

（10%VS）は Waste…Management…Inc（米国、ヒュー
ストン）より提供された。約 20 日間の CoS-THP 汚
泥消化槽と 150 日間の THP 汚泥消化槽…の平均負荷量
は、5.34 と 9.17kg（COD）m3/ 日であった。負荷量

を段階的に増加させても消化は順調に進行し、ヘッド
スペースの pH、VFA（低級揮発性脂肪酸）、H2 濃度
に大きな変動がみられなかった。この結果は、すでに
固形分が多い投入物を受け入れている消化槽でも CoS
のさらに高い負荷に耐えうることを示唆する。
Dynamita…SARL（Nyons,…France）のプロセスモデル
シミュレータ SUMO のフルプラントモデルを使った
結果、2 つの消化槽ともに良好な適合を示した。ガス
生成速度の測定値から加水分解速度は THP 汚泥消化
槽と CoS-THP 汚泥消化槽で、1.5/ 日と 2.5/ 日と同定
された。加水分解活性の変化は、CoS 中の微量元素お
よび栄養素が追加されたため、あるいはより多様な基
質によって微生物多様性が変化した可能性に起因する
と考えられる。

以上の結論より本論文の著者らは、１）VS で 25%
まで CoS を添加することによって、脱水ケーキ処理
費用が追加されることなくバイオガスの増産が可能と
なる、ただしアンモニア発生量の増加を考慮する必要
がある、２）6.7（VS）m3/ 日と高い有機負荷量でも
良好に消化は進行する、３）混合消化のシナジー効果
は、加水分解速度の上昇によることが実規模で示され
たとしている。
（農研機構・農業環境変動研究センター　杉山　恵）
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文献紹介
台湾における下水汚泥処理過程からの
温室効果ガス排出量の評価

キーワード：温室効果ガス、下水汚泥

　台湾では年間 77,000 トンの下水汚泥が下水処理場
から発生しており、汚泥発生量の増大および資源回収
の観点から適切な汚泥処理技術の導入は重要な挑戦と
捉えられている。一方で温室効果ガス排出量増加によ
る気候変動は世界的な関心事項であり、下水処理場も
主な排出源の一つとして知られている。下水処理場で
は水処理過程だけでなく汚泥処理過程からも二酸化炭
素、メタン、亜酸化窒素の温室効果ガスが発生する。
汚泥処理過程からの発生源としては汚泥処理・分解過
程からの直接排出と処理に伴う電力消費や燃料、薬品
の使用に由来する間接排出がある。従来の研究では直
接排出と間接排出の両方を対象として汚泥処理技術か
らの温室効果ガス排出量を評価した事例は少ない。汚
泥処理技術の選定に際し温室効果ガス排出量も考慮に
入れる必要性から、本論文では簡単かつ信頼性のある
排出量算定の手法確立を目的として 5 つの汚泥処理プ
ロセスからの温室効果ガス排出量について解析した。
5 つの汚泥処理プロセスは（1）埋め立て、（2）焼却 +
残渣の埋め立て、（3）遠心脱水 + 間接乾燥 + レンガに
再資源化 + 残渣の埋め立て、（4）遠心脱水 + 直接乾燥
+ セメント原料化 + 残渣の埋め立て、（5）遠心脱水 +
間接乾燥 + 堆肥化であり、遠心脱水、排熱利用によ
る間接乾燥、直接加熱乾燥の 3 つの脱水技術について
も評価している。温室効果ガス排出量は各活動量と排
出係数から算出し、直接排出と間接排出を対象とした。
　まず 5 つの汚泥処理プロセスからの温室効果ガス排
出量を比較したところ、（2）焼却（223,020kg…CO2/ ト
ン）、（4）セメント原料に使用（89,015kg…CO2/トン）、（5）
堆肥化（31,125kg…CO2/ トン）の順番に排出量は多く、

（1）埋め立ては 1,564kg…CO2/ トンと低い結果であっ
た。焼却と堆肥化では直接排出と薬品使用による間接
排出の割合が大きいことが明らかとなった。台湾では
年間の下水汚泥発生量のうち 65% が埋め立て、15%
が焼却、16% がレンガまたはセメント原料に再利用、1%

が堆肥化されており、約 6,000トンが再利用されている。
従って現状の下水汚泥処理分野からの温室効果ガス排
出量は年間 21 × 106kg…CO2 であると推計された。
　埋め立て地の不足から最終処分量を大幅に削減でき
る焼却は台湾では有効な技術であると考えられるが温
室効果ガス排出量は一番多かった。さらに高いコスト
から広く普及はしていない。現状はエネルギーを大量
に消費し温室効果ガスを多く排出するプロセスではあ
るが、都市生ごみ等と混焼することで大きなエネル
ギー回収ポテンシャルを有している技術でもある。
　汚泥の再利用技術としてはレンガ利用における温室
効果ガス排出量は 36.5kg…CO2/ トンでありセメント原
料および堆肥化に比べて温室効果ガス削減効果が大き
いことが示唆された。レンガ工場ではセメント工場に
比べて運転温度が低いため電力使用量が少なく、また
汚泥乾燥に排熱を効果的に利用することができるた
め、推奨される汚泥再利用技術であると言える。堆肥
化では成分調整のために薬品使用量が多くなり、薬品
使用由来の温室効果ガス発生量は全体の 1 割を占め
る。堆肥化における直接排出量は26,326kg…CO2/トン、
54kg…CH4/ トン、0.37kg…N2O/ トンであり、汚泥中の
窒素成分が二酸化炭素およびメタン、リン成分が亜酸
化窒素の排出に大きく寄与していることが示唆された。
　埋め立てによる温室効果ガス排出量は焼却やセメン
ト原料としての利用に比べて低い結果であったが、埋め
立て地の不足についても考慮すべきであるとしている。
　脱水プロセスにおける温室効果ガス排出量を比較し
たところ大量のエネルギー投入が必要な乾燥で排出量
が大きくなっていた。また排熱利用による間接乾燥で
は 77kg…CO2/ トンであったのに対して直接加熱乾燥
では 4,599kg…CO2/ トンと高く、近隣発電所等からの
排熱利用で大幅なエネルギーコストの削減が可能であ
ると考えられる。
　本論文に用いた手法は様々な下水処理場に適応可能
であり、適切な汚泥処理技術の導入により温室効果ガ
ス削減に大きく寄与することができると考えられた。
焼却においてエネルギー回収を行うことをはじめ、汚
泥からエネルギーを回収する技術の開発は汚泥処理過
程からの温室効果ガス排出量を削減するのに大いに貢
献することが可能であると考えられる。

（東北大学大学院工学研究科　北條　俊昌）

Potential	 of	 greenhouse	 gas	 emissions	 from	
sewage	 sludge	 management:	 a	 case	 study	 of	
Taiwan
Ying-Chu	Chen,	Jeff	Kuo
Journal	 of	 Cleaner	 Production,	 129	 (2016)	
196-201
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バイオガス、ディスポーザ、生ごみリサイクル、再生可能エネルギー、ZEB

１．はじめに

　あべのハルカス（図 1）は駅、百貨店、美術館、
オフィス、ホテル、展望台によって超高層立体都市を
形成しており（図 2）、都市を一つの建物に凝縮した
超高層集密都市である。建物内で発生する廃棄物量も
膨大であり、外部への環境負荷を低減するため、廃棄
物をできる限り建物内で処理することが求められた。
また、建物内における廃棄物の運搬によるエレベータ
混雑、生ごみによる通路の汚れを回避するための対策
も必要であった。

そこで、あべのハルカスでは、生ごみをディスポー
ザで衛生的に地下に運搬し、厨房除害設備と組み合わ
せたメタン発酵により、経済的にエネルギーへとリサ
イクルできる設備（都心型バイオガスシステム）を導
入した。

本報では都心型バイオガスシステムの概要を述べる
とともに、試運転調整時の調整事項、運転状況、シス
テムの評価について報告する。

あべのハルカスにおける生ごみや厨房排水を
活用したバイオガス発電の取組みについて

講座：バイオマスからのエネルギー回収等にかかる取組み事例

加藤　利崇
（株）竹中工務店

　

キーワード：

図 1　あべのハルカス 図 2　あべのハルカスの用途
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あべのハルカス建物概要
延床面積：約 306,000㎡
内、タワー：約 212,000㎡
高　さ：地上 300 ｍ…（地下 5 階、地上 60 階）
計画地：大阪市阿倍野区阿倍野筋 1-1-43
建物用途：近畿日本鉄道大阪阿部野橋駅、近鉄百貨店、

美術館、オフィス、ホテル及び展望台
建築主：近畿日本鉄道㈱
現所有者：近鉄不動産㈱
設　計：㈱竹中工務店
施　工：建築 JV：㈱竹中工務店・㈱奥村組・㈱大林組・

大日本土木㈱・㈱錢高組
設備 JV：三機工業㈱・㈱きんでん・近鉄電気エンジ

ニアリング㈱・日本ファシリオ㈱
グランドオープン：2014 年 3 月 7 日…

２．都市における食品リサイクル

食品廃棄物のリサイクルを進めるために食品リサイ
クル法が制定されてから 16 年が経過した。その間、
食品廃棄物のリサイクルが進み、平成 25 年度の再生
利用実施率は食品産業全体では 85％となっているが、
業態別では、食品製造業が 95％、食品卸売業が 58％、
食品小売業が 45％、外食産業が 25％と格差が見られ
る。これは飲食店等から発生する食品廃棄物（事業系
一般廃棄物）のリサイクルが進んでいないことを示し
ている。１）都市部で発生する食品廃棄物を受け入れる
リサイクル施設は公害での立地が多く、飲食店等から
発生する食品廃棄物は、処理費用や運搬費の面から自
治体の清掃工場で焼却処理される割合が高い。また、
都市部の自治体の清掃工場では、焼却によりエネル
ギー回収が実施されているが、生ごみの含水率の高い
性状を考えた場合、焼却処理は非効率なエネルギー回
収方法と考えられる。したがって、生ごみからのエネ
ルギー回収を考えた場合、メタン発酵によることが好
ましい。

一方、環境への配慮から建物内でオンサイトに生ご
みをリサイクルすることも進められてきた。その方法
は飼料化のための乾燥処理や好気処理による堆肥化が
主であった。これらの処理は悪臭問題の発生や、堆肥
化物や飼料化物の利用先の確保が困難であり、一部で
その実施が中止されている。建物内リサイクルを考え
た場合、エネルギー利用であれば、建物での需要は十
分にあり、リサイクルとして確実に循環利用される。
しかし、建物単位での小規模なリサイクル施設の導入
は経済的に厳しいと考えられており、国内では実証試
験は行われているが、本格的な導入事例はない。

この経済的な課題と後述するその他の課題を解決

し、日本で初めてとなる建物内メタン発酵設備（都心
型バイオガスシステム）が日本一の高さを誇るあべの
ハルカスに導入された（図 3）。ホテル（面積約
32,000m2）のレストラン、百貨店（面積約 167,000…
m2）のレストラン街から発生する生ごみと厨房排水
の有機物を原料とするものである。

３．導入されたシステムの概要と特長

建物内でメタン発酵によるリサイクルを行う際には
経済性の他、建物内での衛生的な生ごみ運搬の実現、
安全性の確保及び臭気防止等にも課題がある。都心型
バイオガスシステムではこれらの課題を以下の方法で
解決した。
１）生ごみの衛生的な運搬

生ごみの運搬は、ディスポーザ（図 4）で粉砕して
配管で地下 5 階のプラントへ圧送している。ディス
ポーザの活用により、通路やエレベータ内への生ごみ

図 3　設置したバイオガスシステム
（㈱神鋼環境ソリューション納入）

図４　設置したディスポーザ設備
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汚水の飛散による悪臭等が防止され、衛生面の確保が
なされるとともに、含水率の高い生ごみの長距離運搬
が不要となり労働力の削減にも繋がる。一方、ディス
ポーザの利用は配管の閉塞が最も危惧される課題であ
る。業務用ディスポーザについての知見が少なく既報
２）に示すように様々な試験を実施し、業務用ディス
ポーザとしては初の集合管による長距離搬送システム
を構築した。ポンプ圧送による中継システム（図 5）
の採用により配管の閉塞なく、ディスポーザ 1 台で最
大 10kg/ 分の生ごみを搬送することが可能である。

２）臭気防止と安全性の確保
メタン発酵は閉鎖系でメタンガスを回収するため、

臭気が外部に漏れることはないが、ディスポーザ排水
の前処理過程や消化液の処理過程での臭気の拡散の可
能性がある。そこで、ディスポーザ排水の前処理過程
や消化液の処理過程については全て系内を負圧とする
よう排気ダクトを設け、オゾン処理による脱臭工程の
後に屋外へと排出するようにした。

また、メタンガスの爆発の恐れに対しては、室内換
気のシミュレーションに基づき、部屋全体として爆発
限界に達しないような換気回数を確保し、換気設備に
冗長性を持たせることにより安全性を高めた。

更に局所的なガス溜まりに対して、硫化水素検知器、
メタンガス検知器を設置し、ガス漏れ危険性のある周
辺は防爆設備とした。なお、部屋の入口に回転警告灯
を設置し、危険事象発生時に誤入室のないように最大
限安全性に配慮した。
３）経済性の確保

生ごみのメタン発酵は 30 ～ 50 ｔ / 日以上の規模で
なければ経済性が成立しないと考えられている。これ
は発酵後の残渣である消化液の処理にも大きなコスト
が必要なためである。あべのハルカスでの生ごみ発生
量は日量 3 ｔ程度と少なく、建物単体で生ごみのメタ

ン発酵を実施することは経済的に困難であると考えら
れた。しかしながら、次の２つの考え方により生ごみ
日量 3 ｔという小規模でも経済性を確保した。（図 6）
①メタン発酵により生じた残渣は厨房除害設備で処理

可能である。
②あべのハルカスでは厨房除害設備が設けられてお

り、日量 700 ｔの厨房排水を処理し、そこで外部処
理の必要な汚泥が発生する。この排水処理汚泥（好
気処理前の加圧浮上スカムを含む）は生ごみと同様
にメタン発酵によりエネルギー回収が可能である。
このエネルギー回収により汚泥中の炭素分がメタン
となり回収されることから汚泥量が大幅に減量さ
れ、汚泥の外部処理費が大幅に削減される。

４．システムの仕様と試運転中の仕様変更

都心型バイオガスシステムの配置（図 7）、詳細フ
ロー（図 8）、各設備の仕様（表 1）を示す。この設
備で日量 3 ｔの生ごみ、日量 700 ｔの厨房排水の処理
が可能であり、バイオガス（メタンガス濃度 60％）
540Nm3 が得られるものとして設置した。

図 5　設置したディスポーザ排水中継システム
図 6　都心型バイオガスシステムの概念図

図 7　都心型バイオガスシステムの配置
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以下に試運転調整時に調整した事項を示す。
①厨房排水油分除去対策の新設

厨房排水原水槽の自然浮上油分をスキマーポンプで
抜き出してグリストラップで回収する設計であった
が、厨房排水中の油分濃度が設計値 200mg/l を超え
て流入することが頻繁にあり、さらに高層階からの排
水のため管内で油分がエマルジョン化しており、自然
浮上分離では困難であった。高油分の発酵槽への投入
は発酵阻害を引き起こす。そのためこれを除去する必
要があり、厨房排水に薬品を注入してエマルジョンブ
レーク（乳化破壊）したのち、厨房排水原水槽で分離
したスカムをスキマーポンプで回収するように改造し
た。この結果、厨房排水の油分日間流入負荷量に対し
て約 40% 低減できることを確認し、立上げ時や油分

流入量が多い時期・時間帯に限定して油分除去装置を
運転することで、加圧浮上スカムの油分濃度を低減で
きた。
②厨芥固形分の溶解防止対策

ディスポーザ排水は一旦原水槽に受け入れ、サンド
ポンプにより厨芥分離器に送水して固液分離してい
た。しかし、原水槽内での滞留時間が長く、固形分が
腐敗・可溶化すること、サンドポンプによるくみ上げ
時の撹拌力で溶解してしまうことから、スクリーン回
収率が悪いことを確認した。そのため、ディスポーザ
排水原水槽をバイパスし、直接厨芥スクリーンで処理
できるように改造した結果、厨芥スクリーンでの厨芥
固形分、とくに VS（Volatile…Solid：強熱減量）の回
収率が 33% から 62% に向上した。

図 8　都心型バイオガスシステムの詳細フロー

表 1　都心型バイオガスシステムの主な仕様 3）
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③投入原料破砕による分解率向上
ディスポーザはハンマー式の破砕機であり、破砕さ

れた厨芥固形分には長い繊維状のものが多量に残って
いた。このため、メタン発酵槽分解率向上と未発酵残
渣の低減を目的としてメタン発酵槽の手前に破砕ポン
プを設置し、厨芥固形分をさらに細かく粉砕できるよ
うにした。それでも繊維物は完全にはなくならず、発
酵過程でも分解しきれないものであり、発酵残渣中に
残った繊維物が、発酵槽から排水処理槽までの配管の
閉塞や、排水処理設備での不具合を起こさないよう、
メタン発酵消化液中の未発酵残渣を除去するためのス
クリーンを設置した。このスクリーンで除去される夾
雑物は生ごみ 2 ｔの投入に対して 25 ～ 30L 程度であ
る。

５．運転実績とその評価

１）投入負荷とガス発生量
図 9 に 2015 年 1 月から 2016 年 10 月までの運転状

況について、投入負荷を VS（Volatile…Solid）負荷量
として、ガス発生量を投入 VS 当たりのガス発生量と
して示した。VS はメタン生成菌の餌の量の指標とな
るものである。また、n-Hex（n-Hex 抽出物）は VS
に含まれる指標であり、適度な負荷であれば、ガス発
生量の増加に寄与するが、過負荷となるとメタン生成
菌が活性をなくしガス発生量が減少するものである。

2015 年 4 月以降、メタン生成菌の状況が安定し、0.8
～ 1.0Nm3 −バイオガス／ kg-VS 負荷と良好なガス発
生状況として安定した状況を継続している。なお、バ
イオガス中のメタン濃度は 65 ～ 70％であり、n-Hex
負荷が高くなるとメタン濃度が上昇する傾向が見られ
た。

２）エネルギー収支
図 10 に 2015 年 1 月～ 2016 年 10 月の VS 投入負荷

量とエネルギーバランス（設備での使用電力量と使用
蒸気量、発生したバイオガスを全て１次エネルギー換
算）を示した。

図 9　実運転におけるガス発生量と VS 負荷

図 10　実運転におけるエネルギー収支の推移
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表 2　省 CO2 性の評価結果

メタン生成菌の活性の安定にともない、装置の運転
に必要な電力や蒸気としての使用エネルギーに比べ、
得られたバイオガスによるエネルギーが増加し、2015
年 3 月には、ほぼエネルギー収支が 0 となり、4 月以
降はエネルギー収支が安定してプラスとなった。

2015 年 5 月のエネルギープラス分は全量を発電効
率 37％で発電した場合、10kW 強の発電機が 24 時間
運転できる量である。その後は生ごみ投入量の増減に
より変動しているが、概ね投入量に応じて予測される
エネルギー収支通りであった。なお、運転期間中の生
ごみ投入量は日量 2 ｔ前後であった。

この運転条件から当初の設計値である生ごみ 3 ｔを
投入した場合のエネルギー収支を計算すると、約
600Nm3 のバイオガスが得られ、40kW の発電機を 24
時間運転することが可能となるシステムと評価でき
る。

３）省 CO2 性
表 2 に運転実績から生ごみ日量 2.1 ｔの場合の省

CO2 量の計算結果を示した。現在、あべのハルカスで
は給湯需要が十分にあり、主にバイオガスはボイラー
で消費しており、設備の運転に必要な電力は系統から
得ている。そこで、バイオガス利用による省 CO2 量

は都市ガスを代替するものとして計算した。
CO2 排出原単位（0.265…kg-CO2/kWh：2010 年）から、

年間の省 CO2 削減量を算出することで、約 266…t-CO2

の削減と評価できた。

４）経済性の評価
厨房排水処理汚泥や生ごみのリサイクルコストは地

域によって大きく異なるため全国一律での評価はでき
ない。このため、あべのハルカスにおける稼働状況を
参考として、表 3 に示す数値を一般的な数値として
本システムの経済性を評価した。

厨房排水処理汚泥の削減による運営費用削減効果が
大きく、生ごみのディスポーザへの投入に必要な人件
費を含めても 10 年以内での投資回収が可能であると
評価された。

なお、あべのハルカスにおける運転実績をベースに
検討したところ、本システムを経済的に適用できる規
模は、厨房除害設備 300m3/ 日、生ごみ 0.8 ｔ / 日（店
舗面積が概ね 4 万 m2 以上のショッピングモール）で
ある。この規模であればメタン発酵に必要となるエネ
ルギーよりもバイオガスとして生成するエネルギーが
多くなる。
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６．おわりに

日本一高いビルの地下において日本初の建物内メタ
ン発酵の実設備が導入された。各テナントの生ごみ投
入における分別管理やシステム調整を、立上げから１
年強に渡って継続することで順調な稼動状況に至っ
た。結果、安定して生ごみと厨房排水からエネルギー
を得ることができるようになった。

今後同様な事例が増加し、都市インフラとしてビル
内にメタン発酵が導入されごみ収集車による生ごみ運
搬が大幅に減り、リサイクル率も向上することが望ま
れる。
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表 3　経済性の評価（ハルカスの評価ではない（下注））

注）生ごみリサイクル費用や汚泥処理費は地域で大きく異なるため、一般化して評価した
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バイオマスタウン、し尿処理施設の老朽化、メタン発酵

１．会社設立の背景等

（1）三浦市は人口が平成 6 年の約 54,000 人をピーク
に年々減少し、現在は約 44,600 人。市税収入決算
総額はピークの平成 9 年度の約 78 億円から、平成
27 年度は約 61 億円へと減少している。

　　基幹産業は、遠洋まぐろはえ縄漁業をはじめとす
る漁業と大根に代表される農業、そして風光明媚な
景観とさかなグルメ等による観光のまちであるが、
働く場がないため、多くの若者が市外に流出し、人
口減少が続いている。中でも地域経済の大黒柱で
あったまぐろ漁港経済は昭和 43 年のまぐろ類の水
揚量約 67,000 トンをピークに長期低落に歯止めが
かからず、年間観光来遊客数も昭和 45 年の約 700
万人が平成 5 年には約 433 万人と減少し、平成 6 年
のみさきまぐろ倶楽部の設立を契機とした、さかな
グルメのまちおこしや産直施設の「うらり」の建設
等によって、平成 16 年頃にはようやく 500 万人弱
までに回復した。

　　こうした中での更なる地域振興策の必要性が背景
となって、平成 15 年 10 月に三浦商工会議所・三崎
水産物協（マグロの仲買人の組合）・三浦市の 3 者
によって「三浦市地域再生研究会」が発足した。

　　この段階で三浦市の行政課題の１つに、し尿・浄
化槽汚泥を処理する三浦市衛生センター（以下「衛

生センター」）が老朽化して、この建替えが急務と
されていたが、財政力の弱い本市はこの実現が出来
ずにいた。

（2）この研究会は 1 年半に亘り計 15 回の会議を重ね
て三浦市の地域振興策を議論し、その議論を集約す
る形で三浦市がまとめて「三浦市地域再生計画」を
内閣府に、そして「三浦市バイオマスタウン構想」
を農林水産省に提出した。

　　この「計画」は認定を受け、「構想」は農水省の
公表を受けることが出来た。

（3）平成 17 年度には商工会議所がバイオマスの環づ
くり交付金（これは珍しく、市が公表を受ければ、
その市内にある民間団体でもこの交付金を活用でき
る。）を受けて、衛生センターの建替えに標準を合
わせた「資源循環型エネルギーセンター（これがの
ちのバイオマスセンターの前身）事業計画策定」を
行い、この報告書では中温発酵施設を建てるには
31 億 3,300 万円かかり、また高温発酵施設を建てる
には約 43 億円かかると試算された。

　　この報告書の完成直後の、平成 18 年春には商工
会議所と市が市内外の諸団体に「衛生センターを建
替えるとともに構想と計画を実現する会社＝地域振
興を目的とする株式会社を設立しよう！」と呼びか
け、同年 7 月 19 日に弊社が設立された。

三浦地域資源ユーズ（株）の設立と
三浦バイオマスセンターにおける取組みについて

講座：バイオマスからのエネルギー回収等にかかる取組み事例

両瀬　賢一
三浦地域資源ユーズ株式会社

施設長兼事業課長

キーワード：
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（4）弊社は、代表取締役が当時の商工会議所の会頭で、
その他の役員は常勤の常務と、非常勤の取締役と監
査役が各 1 名だけ。また弊社設立から平成 22 年 3
月迄は、常勤者は常務取締役と商工会議所から転職
した総務部長の 2 人体制だった。

　　（22 年 4 月からは一般廃棄物処理施設に関する 3
つの技術管理者の有資格者1名とパート社員2名（現
在は正社員）を雇用した。）

２．プロポーザル等への取組み

（1）平成 18 年 10 月には、インターネットで「（仮称）
三浦バイオマスセンターの整備・運営事業」の「実
施要領」や「要求水準書」等々を公開し、プロポー
ザルを実施した。また、説明会や質疑・応答等を経
て翌 19 年 1 月 6 日に応募を締切った結果、6 つの
企業グループから提案が寄せられた。応募の条件は、
要求水準書に示したバイオマス資源（し尿・浄化槽
汚泥、下水道汚泥、農作物収穫残渣、水産残渣等）
を処理するシステムとし、その「建設費と設計内容」
及び「本稼動後 15 年間この施設を運転管理するた
めの費用と詳細内容」の提案を求めるものだった。

（2）提案を審査するために、弊社は審査委員会を組織
し総合評価した結果、第一交渉権者に当時の三造環
境エンジニアリング（株）（現在の三井造船環境エ
ンジニアリング（株）＝以下「MKE」と略称）が
選定され、その後の交渉を経て平成 19 年 6 月 14 日
に、全 75 条に及ぶ事業契約書（契約仕様書を含む）
を締結したことにより、ようやく弊社のパートナー
に MKE が決まった。

（3）この段階では税込みで建設費が 16 億 0,755 万円
となり、15 年間の運転管理費は約 25 億円となった。

（4）こうした取組みと並行して、平成 18 年秋からは
弊社では生活環境影響調査を実施し、市では「一般
廃棄物処理施設」の建設に必要な都市計画等の手続
きの準備や地元への説明会等に入った。

３．基本設計から実施設計へ、また法令手続き
等

（1）平成 19 年度には、生活環境影響調査の継続、
MKE による基本設計、関係法令等に基づき県や市
へ提出する図書関係の作成と事前相談等の開始、国
や金融機関との協議、MKE との間では定例会議の
開催や運転管理費の協議等を進めた。

（2）平成 20 年度では、地元住民や漁業者への事業説
明会や交渉、市開発指導要綱に基づく各課協議から
覚書締結まで、MKE による実施設計、県へ一般廃
棄物処理施設設置許可申請と産業廃棄物処分業の許
可申請及びそれに基づく審査等、及び MKE の設計
変更等に関する協議と契約変更交渉等々を進めた。

（この設計変更によって建設費は税込で約 17 億
2,600 万円、運転管理費が約 26 億 2,600 万円となっ
た。）

　　一方弊社が建設するバイオマスセンターの用地を
三浦市が取得するために、市では用地の取得交渉（全
用地の約 3 割は既に市有地となっており、残りの約
7 割を 6 人の農家から取得＝この用地費の 1/2 もバ
イオマスの環づくり交付金の対象）と農地法等の手
続きを進めた。この他、市とユーズの間ではバイオ
マスセンター完成後にこのセンターで受入れる、し
尿・浄化槽汚泥等の処理委託業務契約書の交渉も開
始した。

４．施設の建設と試運転、県・市の許可等

（1）平成 21 年度 5 月 11 日に県知事から一般廃棄物処
理施設の設置許可が出され、同日工事を着工し、ま
た関係法令の手続きも 21 年度中には全て、基本的
には完了させることができた。工事期間中、弊社と
MKE の間では毎週の施工状況報告と月 1 回の工事
調整会議と定例会議を開いていった。

（2）平成 22 年 5 月に三浦バイオマスセンター施設の
建設工事（工期 13 ヶ月間）が完了し、MKE の負
担と責任で 6 月～ 9 月迄試運転を行い、性能確認を
行った結果報告書や使用前検査申請書等を県に提出
して 9 月末からの県検査を経て、10 月末には、県
の一般廃棄物処理施設使用前検査済証と産業廃棄物
処分業許可証を得、この写しを添えて市に一般廃棄
物処分業の申請を出してその許可を得て、ようやく
同年 11 月 1 日から本稼動することができた。
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５. バイオマスタウン構想の「公表」と、スムー 
ズに事業展開できた原因

（1）弊社は第 3 セクターとはいえ株式会社なので、県
に施設の設置許可申請書が正式受理されてから設置
許可までに 14 ヶ月を要した。MKE には、県との
打合せの同席から、県の指示に基づく図書の資料づ
くりなどに至るまで多大な支援をいただいたが、こ
の手続きも大変苦労した。

（2）全国でバイオマスタウン構想の「公表」を受けた
市町村数は多くても、具体化が進まないところが多
いという。

　　その意味で、三浦バイオマスセンターは比較的ス
ムーズに実現できた。

　　このように比較的スムーズに事業が展開できた原
因は、①衛生センターの老朽化という永年の行政課
題があり、②研究会が官・民でつくられ、弊社設立
の下地ができていたこと。③かつ設立後も市は担当
セクションに人的配置も行って全面的に弊社を支援
してくれたこと、④ NTT ファシリティーズがアド
バイザーとして係わってくれたこと、⑤そして何よ
りも、地元 3 区と市議会のご理解とご協力があって
のことと感謝している。

６．施設の引渡し、プロジェクト・ファイナン
スへの切替え

（1）性能確認が出たのちの平成 22 年 9 月 30 日付を
もってバイオマスセンターは MKE から弊社が引渡
しを受けて、建物の表示・保存登記を行った。

　　一方、整備費については、MKE に出来高払いを
4 回に亘って行ったが、その都度の支払いにあたっ
ては、弊社が金融機関から 4 回に亘る短期借入れを
行って MKE に支払い、それぞれの支払いののちに、
市を通じて国の交付金が入るたびに借入金の半額近
く（交付金は税抜の 1/2 なので）を返済してきたが、
平成 23 年 2 月には工事の完成時払い分に当面の運
転資金を加えた約 9 億 2,350 万円を、プロジェクト・
ファイナンスによるシンジケート・ローンで受けた。
そして以降は 15 年間に亘って元金均等方式で 3 ヶ
月に 1 回ずつ返済している。

（2）弊社は、月々し尿・浄化槽汚泥と下水道汚泥の処
理委託料等の収入を得て、それをもって MKE への
月々の運転管理費を支払い、また借入金の元利返済
額を確保して、残りを会社の運営費等に充てるとい
う経理処理を行い、15 年後には一定の黒字を出す
事業収支計画で運営している。

施設の位置図と計画概要は以下のとおり。

施設規模　計画処理量　し尿・浄化槽汚泥　約 65kL/ 日（公共下水道普及区域外の全市から出る量）
　　　　　　　　　　　農作物収穫残渣　20 ｔ / 日（地元 3 区（自治会）の農家から出る残渣量）
　　　　　　　　　　　水産物残渣　0.5 ｔ / 日（三崎漁港に水揚げされた売り物にならない沿岸魚類）
　　　　　　　　　　　公共下水道汚泥　約 4 ｔ / 日（全市的には下水道普及率≒ 33％）
処理方式　水処理　高負荷膜分離脱窒素処理 + 高度処理
　　　　　メタン発酵　円筒縦型無動力撹拌式発酵槽　中温発酵
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施設配置図と施設全景

７．三浦バイオマスセンターの処理フローは次のとおり。
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８．メタン発酵による発電と熱利用及び副生成
物としての肥料製造

（1）センターで受入れるバイオマス資源の搬入方法
は、し尿・浄化槽汚泥がバキュームカーで、公共下
水道汚泥はコンテナ車で、また水産残渣はトラック
で樽に入れた売り物にならない沿岸魚類を搬入し、
IC カードをトラックスケールにかざして計量後、
それぞれの受入場所に投入する。また農作物収穫残
渣は地元の農家が軽トラや普通トラックで搬入し、
同様に計量後、受入場所に投入する。これらのうち、
一般廃棄物はメタン発酵した後、堆肥棟へ送られる
が、産業廃棄物である公共下水道汚泥だけは独自に
堆肥棟で受入れて一次発酵（60℃で 14 日間）させ
た上で、二次発酵装置で、送られてきた一般廃棄物
の消化汚泥と合流させて（60℃で 14 日間）発酵し、
肥料を製造している。

（2）各一般廃棄物は前処理されたのちに調整槽で合流
してメタン発酵槽へ送られる。メタン発酵槽は容量
900m3 が 1 基で、計画では「バイオガスを 1,000Nm3

／日発生し、そのガスの一部はガスエンジンで発電
（約 600kW ／日）し、この施設で使う総電力量の
約 11％を賄い、もう一部のガスは温水ボイラーに
よって熱源を生み出して発酵槽の加温に利用し、こ
れにより 1 日平均で約 1.4 ｔの CO2 を、削減する。」
ことになっている。

　　しかし、バイオガスの発生量でとらえると、平成
27 年度の１日平均量は 400Nm3 と、計画値と大き
く乖離しており、原因は原料となる水産残渣の搬入
量が年間で 6 ｔしかなかったことや、農作物収穫残
渣の搬入量が、当初市から示された計画日量の 1/3
程度しか搬入されなかったためである。

　　農作物収穫残渣については、平成 25 年度から夏
作物に限り、地元 3 区だけではなく、さらに隣接区
域へ受入区域を拡大し、平成 27 年度からはさらに
その外部区域へも拡大したが、思うように搬入量が
増加せず苦労している。

（3）副生成物として堆肥棟で約 1 ヶ月間かかって製造
された肥料は、平成 22 年 8 月に（財）日本肥料検
定協会に持込んで植害栽培試験を行った結果、「高
い成績」が得られ、これをもって肥料取締法に基づ
き独立行政法人農林水産消費安全技術センターに登
録申請を行ったところ、同年 12 月 10 日付をもって

農水大臣から登録証が交付され、同年末から 15kg
袋詰の場合には 1 袋 100 円（税込）、軽トラ等への
直
じか

積
づ

みは当面無料として「Ｍバイオ・たいひくん」
の名で販売・提供していたが、平成 28 年度からは、
直積 1 杯（約 350kg）1,000 円（税込）に有料化し
ている。

（4）肥料は、1 日平均で約 1.3 ｔ生産されるが、当初
市と地元 3 区が想定していた「原則は地元 3 区の農
家に提供していく。」との思惑が、（三浦の農家は少
ない耕地面積で収益性の高い農業経営をしているこ
とから）肥料の利用に慎重なことや、臭気等から敬
遠がちとなっていること等によってはずれ、地元利
用率が低いことから、地元外利用、市民農園への提
供、タウンニュース（ローカル紙）への広告の掲載、
3・11 の被災地への無償提供等を進めながら、多様
な利用方策をとっている。

９．メタン発酵の仕組み

メタン発酵設備は、発酵槽、ガスホルダー、脱硫塔、
ガス発電機（25kWh）、ガスボイラー（300Mcal/h）、
余剰ガス燃焼装置で構成されており、発酵の工程は以
下の通り。

（1）メタン発酵槽内部は上部室、センターチューブ、
ミキシングシャフト、発酵部に分かれており、上部
室と発酵部は均圧管でつながっていて、均圧弁で仕
切る事が出来るようになっている。

（2）発酵部でバイオガスが発生すると、その圧力に
よって発酵部の液位が下げられ、反対に、センター
チューブやミキシングシャフトを通して上部室の液
位を押し上げる。

（3）この状態で調整槽から前処理・混合した有機性ス
ラリー（一般廃棄物）を投入すると、上部室の液体
はオーバーフローし、消化汚泥として汚泥貯留槽へ
排出される。

（4）ここで均圧弁を開放すると、発酵部のバイオガス
がガスホルダーへ送られると同時に、上部室に押し
上げられていた液体がセンターチューブやミキシン
グシャフトを通り流下して、発酵部の液位を押し上
げる。この時に強力な撹拌下流が生まれ、槽内液を
撹拌し均質化する。これを発生ガス圧力を利用した、
無動力撹拌式という。
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メタン発酵槽各部の名称

①発酵部にてガスが発生し、上部室の液位が上昇 ②調整槽からスラリーを投入すると、上部室からオー
バーフローして汚泥貯留槽へ送られる
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10．農作物収穫残渣が当初から…そして今で
も悩みの種

（1）平成 22 年 6 月 1 日の試運転開始初日にはスイカ・
メロン・カボチャのツルだけが農作物収穫残渣＝（以
下「残渣」）受入室のダンピングボックスに次々と
投入された。その下のホッパーに投下された「ツル」
がその先の衝撃型破砕機で、ツルの繊維質が裁断し
きれず、さらにその先のホッパーでブリッジしてし
まったため、一時受入れを中止した。

　　このため、この夏作についてはツルを除いた「丸
モノにして搬入して下さい！」等と農家にお願いし
て、なんとか処理する事が出来た。しかし、11 月
から発生した大根の茎・葉だけ（実は出荷してしま
う）が集中したことにより、再び同様の現象を起こ
してしまった。

（2）つまり、葉物に関して破砕機は既設の衝撃型でな
く（丸モノだけならそれで良いが・・・）、剪断型
が必要だった。このため平成 22 年の冬作物につい
ては、揉摺型破砕機を MKE にリースしてもらって
処理をした。そして翌年の冬作物の残渣に間に合う
ように、MKE に揉摺型破砕機（2 基）等の増設工
事をしてもらい、それ以降は夏作の丸モノは既設の

破砕機で、またツル物は場外搬出処理とし、一方冬
作は揉摺型破砕機での処理方法をとっている。

（3）また、最初のうちは、残渣の中に空缶・包丁・カ
マ・ペットボトル・石・土等がまぎれ込み、この異
物混入にも大変悩まされた。このため再三・再四住
民説明会では異物の写真を見せて混入防止を訴え、
最近は農家の協力が得られてきたが、現在でも悩ん
でいるのは、冬作残渣に混入してくる土の処理で、
弊社では冬の大根に混入してくる土を篩い機で落と
しつつ処理をしている。

　　混入土の多い冬作残渣は、見た目で土の混入率の
高いと思われるものを篩機にかけて、篩落ちた土を
樽に入れ写真を撮って、重量を計り、仕事が終わっ
た夕方に搬入農家を訪ねて「極力土が入らないよう
にして下さい。」と写真を見せながらお願い訪問す
るといった取り組みも続けた。

（4）三浦バイオマスセンターは本稼動から既に 6 年半
近くが経過した。季節変動の多い農水産物残渣は、
このセンターに入ってくるバイオマス資源の総量に
対して、年間では約 1 割弱の割合でしかない。9 割
強を占める他の受入れ資源は正常に処理できてお
り、約 1 割の残渣の性状と異物（石・金属・土等）
混入に今でも苦労している。

③均圧弁を開放、ガスはガスホルダーへ送られ、上部
室の液が流下

④槽内を撹拌する
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　　平成 26 年度には残渣に鉄片とハンマーの頭が
入って揉摺型破砕機に噛み込んでしまい、この修理
代が発生した。これを巡って弊社は地元 3 区と協議
を重ねた結果「損害賠償に関する覚書」を 3 区と交
わす事が出来、それ以降この 2 年程は混入土以外の
異物混入は起きていない。

（5）また平成 27 年 11 月～翌 28 年 4 月にかけての冬
作残渣（90％以上が大根）は、成育期の長雨と暖冬
によって「10 年に一度」と言われる程、大量に搬
入されて、その日に搬入された量が残業しても翌日
に残ってしまう日が続いたため、市と地元３区及び
弊社との間で締結している農作物残渣の確認書に基
づいて、バイオマスセンターの“敷地で受入れられ
なくなった量は市有地に仮置きする”───という
条文を生かして、市に対応の準備をしてもらうまで
の事態となった。（結果的にはこれは未実施で済ん
だが・・・）

（6）そして平成 23 年度では、3・11 東日本大震災の
教訓に学び、この施設が単にバイオマス資源の循環
型社会に役立つだけでなく、この施設を大災害時の
地元 3 区（自治体）用の避難所に位置づけた「大災
害地域支援計画」を 3 区の各三役・弊社・MKE の
3 者でまとめ上げた。又避難所に備蓄する食糧品や
資機材・自家発電機等を完備（これには 3 区から各
30 万円の拠出金を出していただいた）すると共に、
平成 24 年度からは毎年 1 回実践的な防災訓練を 3
区と一緒に行うようになった。これからも地元住民
から信用され、感謝されるような施設の運用に努め
て行きたい。

11．弊社設立 10 周年記念レセプションと実務
型社史の発刊など

昨年（平成 28 年）6 月 17 日には、弊社の定時株主
総会開催後に設立 10 周年記念レセプションを開催す
ると共に、実務型社史「市民生活の基礎を支えて・・・
10 周年の歩み」を発刊した。

これは、弊社が民度の高い第 3 セクターであり、本
来市に処理責任のある、主にし尿等を処理している施
設であることから、コンプライアンスが重要であるこ
とを踏まえると共に、弊社の役職員が変わっても「事
業承継」に活用できる実務型社史として発刊した次第
である。
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キーワード：余剰汚泥、りん資源化、リサイクル率の向上、重金属類の低濃度化

曽根　啓一東京都下水道サービス㈱　技術部　技術開発課

冠城　敏之東京都下水道局　計画調整部　技術開発課

投  稿  報  告

「分離処理システム」による
焼却灰の資源化技術の開発

１．はじめに

東京都下水道局では、2016 年度から 2020 年度まで
の 5 年間の事業運営の指針である「経営計画 2016」
を策定し、良好な水環境と世界で最も環境負荷の少な
い都市の実現に貢献するとしている。

その取り組みとして、ちっ素、りんをより多く除去
できる高度処理の導入を進め、処理水質の改善に努め
ている。

２．分離処理システムの概要

しかしながら、近年、高度処理の普及率が高い分流
方式の水再生センターにおいて、汚泥焼却炉の煙道閉塞
や流動不良により、焼却炉が停止を余儀なくされるケー
スが発生している。その原因究明と解決策について調査・
検証した結果、汚泥中のりんに対して鉄、アルミニウム、
カルシウムなどの金属類の比率が低くなると、焼却灰に
溶融現象が発生し焼却炉に不具合を引き起こすことが解
明できた。対策として、金属含有薬剤を脱水汚泥に添加
することで焼却炉の安定稼働を図っている。

一方この調査の過程で、第二沈殿池から発生する余
剰汚泥には、りんが 40％を超える濃度で含まれてお
り、りん鉱石と同程度の含有比率があることから、有
望な資源化メニューとして期待できることが分かっ
た。当局ではこれまでも下水汚泥中のりんを資源化す

る技術開発に取り組んできたが、事業化するコストが
高く B/C が成立しなかったなどから導入には至って
いない現状があった。今回、焼却炉の不具合対策を踏
まえたコストパフォーマンスに優れた「分離処理シス
テム」を開発したので報告する。

今回開発した「分離処理システム」は、一沈汚泥（生
汚泥）と余剰汚泥を分離して焼却処理することで、生
汚泥焼却灰をこれまでのセメント原料として再利用す
る他に、余剰汚泥焼却灰をりん肥料原料として資源化
を図る。また、同システムの導入を予定している水再
生センターは、生汚泥と余剰汚泥の発生量がほぼ同じ
で、通常 100 ｔ / 日の焼却炉を 2…炉運転する分流方
式の処理場である。このため、既存の処理フローを踏
まえて導入できることから、処理コストの上昇を抑え
ることができた。また、本システムでは、嫌気状態に
おける余剰汚泥からのりんの吐出しを抑えるため、速
やかに脱水できる直接脱水方式を採用した。分離処理
システムの概要は図 -1 の通りである。

一沈汚泥、余剰汚泥を分析した結果を表 -1 に示す。
以上を踏まえて整理すると分離処理システムのメ

リットは次の通りとなる。
①高濃度りん含有汚泥の焼却により発生する煙道閉

塞等の不具合事象にも消石灰（金属類）添加によ
り効果的に対応できる技術である。

②焼却灰の資源化メニューの多様化を図ることがで
き資源化が進むことで、埋立処分量を減らし処分
地の延命化が図れる。

（…64…）

再生と利用Vol. 41　No. 154　2017/1

本文.indb   64 17/02/07   9:36



・りん濃度の高く重金属類の濃度が低い余剰汚泥
灰は、りん肥料原料として肥料工場に売却が可
能である。

・生汚泥灰は、セメント原料化等の課題となる、
りん濃度を低減できる焼却灰を供給できる。

③日本では、りんをほぼ 100％輸入に依存している
ことから、他都市への水平展開が図れれば、国内
自給率を高めることが期待できる。

次に実施した共同研究の内容について示す。

３．共同研究の実施

分離処理システムの主な開発要素は、「余剰汚泥対

応型脱水機」および「余剰汚泥対応型焼却炉」である。
これらは、全国でも初めての技術となることから、事
前調査を実施し開発技術の実現性について検討した。
調査の結果、開発技術の実現性は高く、余剰汚泥灰の
品質も資源化に十分対応できることが確認できた。

このことから、本共同研究は、「開発技術の導入を
前提とした共同研究」として公募を行い、流域下水道
本部清瀬水再生センターを研究フィールドとして、
2016 年 4 月から 8 月までの期間で実施した。この共
同研究は、目標性能が確認できた機器を今後発注され
る対象工事で導入し、あわせて事後評価を行う制度で
ある。特に、余剰汚泥対応型脱水機の研究は、難脱水
性の余剰汚泥に対応できることを確認するため、共同
研究期間を夏季に実施することとした。

３．１　余剰汚泥対応型脱水機の開発
余剰汚泥対応型脱水機の目標性能は以下の通りであ

る。
（1）目標性能

脱水汚泥含水率：82% 以下
処理能力：15,…20,…25,…30,…40,…50,…60（m3/h・台）
　　　…各処理能力の脱水機を製造できること
対象汚泥：余剰汚泥、生汚泥、混合汚泥
なお、余剰汚泥対応型脱水機は、運用上対象汚

泥すべての脱水が可能なものとしている。対象と
なる余剰汚泥の条件は表 -2 の通りである。

図 -1　分離処理システム概要図

表 1　一沈汚泥・余剰汚泥性状
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安定化剤として消石灰を選定した理由は、①焼却炉
の不具合事象防止②焼却灰を再利用する工程に影響を
与えない（りん鉱石の主成分はりん酸カルシウムであ
る）③りん肥料で生じる残渣の再利用（石こう原料）
に影響を与えないことから選定した。なお、消石灰は、
過剰に添加すると pH が上昇し、汚泥の凝集性が低下
するため pH8 程度を上限に管理することとした。ま
た、消石灰には、カリウムの含有量を抑える効果があ
る。（余剰汚泥中のカリウムを脱水ろ液に移行させる
効果が確認されている）

３．２　余剰汚泥対応型焼却炉の開発
余剰汚泥対応型焼却炉の目標性能、開発条件は以下

の通りである。
（1）目標性能

余剰汚泥対応型焼却炉は、高含水率の脱水汚泥
を焼却するため、当局が省エネルギー性能を承認
している高温省エネ型焼却炉（第 2.1 世代型焼却

炉）の基準値を目標性能とした。脱水汚泥焼却時
の目標性能は下記の通りである。（300t/ 日炉に
換算した値）
①一酸化二窒素（N2O）の排出量は、1.15㎏

-N2O/t-DS 以下とする。
②使用電力量は、161kWh/t-DS 以下とする。※ 1

③使用補助燃料（都市ガス）は、40N㎥ /t-DS 以
下とする。※ 2

※ 1　開発条件より得られた結果を、含水率 74％
の脱水汚泥で換算した場合の目標値。

※ 2　開発条件より得られた結果を、含水率 77％
の脱水汚泥で換算した場合の目標値。

　
（2）開発条件

脱水汚泥の性状（代表値）は、表 -3 の通りで
ある。

但し、含水率、可燃分および高位発熱量は、図 -2
の 6 点で囲まれた範囲を変動するものとする。

表 -3　脱水汚泥の性状（代表値）

図 -2　脱水汚泥の性状範囲

表 -2　汚泥性状および目標性能条件
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４．共同研究の成果

「開発技術の導入を前提とした共同研究」を公募し
たところ、「余剰汚泥対応型脱水機」および「余剰汚
泥対応型焼却炉」それぞれに 3 社から申し込みがあり、
すべてを共同研究者として選定し次の通り実施した。

４．１　余剰汚泥対応型脱水機
共同研究では、遠心脱水機 3 機種につい 24 時間連

続試験を期間中 2 回実施し、安定して性能を維持でき
るか各項目について評価した。安定化剤の添加量は余
剰汚泥貯留槽の汚泥濃度から表 -4 を基準に添加した。

清瀬水再生センターの余剰汚泥の平均性状より求め
た安定化剤の添加量は 236mg/L であるが、実運用で
の余裕を考慮し 300mg/L を 1 回目の連続試験での添
加量とした。

1 回目の連続試験（6/30 実施）において脱水機 3 機

種は、目標性能条件において、含水率 82％以下の脱
水汚泥を安定して生産できることが確認できた。また、
直接脱水方式の採用は、脱水汚泥中にりんを高濃度に
残存させることに有効であることを確認した。表 -5
参照。

一方、余剰汚泥中のカリウムは、脱水ろ液を分析し
た結果から、大部分が脱水ろ液に移行していることが
確認できた。表 -6 および表 -7 参照。

2 回目の連続試験（8/4 実施）では、更なる脱水汚
泥含水率の低下を目標に、安定化剤の添加量を増加さ
せた条件で実施した。これは、安定化剤を 300mg/L
添加した場合での pH 値が、上限値までに余裕があっ
たため、添加量を増加させても凝集性に影響を与えな
いと判断したためである。その結果、安定化剤添加量
300-600mg/L において、脱水汚泥含水率 80％以下の
脱水汚泥を安定して生産できることが確認できた。安
定化剤添加量 300-600mg/L での脱水汚泥組成を表 -8
に示す。

表 -4　焼却炉の安定稼働に必要な消石灰添加量（㎎ /L）

表 -5　余剰脱水汚泥組成 表 -6　余剰汚泥性状
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４．２　余剰汚泥対応型焼却炉
共同研究では、3 機種の焼却炉で余剰汚泥を焼却し

た場合において、高温省エネ型焼却炉（第 2.1 世代型
焼却炉）の基準値を満足できることを確認した。第 2.1
世代型焼却炉については、これまでに混合汚泥による
燃焼試験を実施し、当局が省エネ性能を確認している
ため、共同研究では、表 -2 に示す余剰汚泥において
も同等の省エネ性能が確保できるかを、焼却炉の熱収

支計算などにより確認したところ目標値を満足してい
た。

余剰汚泥灰のりん肥料原料としての受入基準（表
-9 参照）への適合については、脱水汚泥を電気炉で
焼却し、得られた焼却灰（写真 -2）の成分分析によ
り確認した。安定化剤（消石灰）によりカリウムをろ
液に移行させた結果、余剰汚泥灰では、受け入れ基準
値以下に濃度を抑えることができた。表 -10 参照。

表 -7　脱水ろ液性状

表 -9　余剰汚泥灰受入基準例（参考） 表 -10　焼却灰の成分分析結果
（余剰汚泥灰：安定化剤 300-600mg/L 添加の平均値）

表 -8　余剰脱水汚泥組成
写真 -1　余剰脱水汚泥

写真 -2　余剰汚泥灰
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５．まとめ

以上の通り、難脱水性の余剰汚泥を使用した「分離
処理システム」を開発することができた。また、余剰
汚泥灰は、これまでの混合汚泥灰と比較して、りんを
高濃度で含有する一方で重金属類などの含有が低い焼
却灰で、りん資源化により適していることから、肥料
原料に占めるリサイクル率をこれまでの 2 倍程度に向
上できることも確認できた。さらに、開発した分離処
理システムは、汚泥濃縮機等が不用となることで、低
ランニングコストでの運用が可能である。

東京都下水道局では、新たな資源化技術として導入
を図っていくとともに、本技術内容を情報発信するこ
とで、全国の下水汚泥の資源化の推進にも貢献してい
く。
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「蓄雨」による持続可能なまちづくり

近年、地球温暖化等の影響により記録的な豪雨が頻発し、今後は同様に大規模な渇水も予想される。
現在、一般的には雨水は下水や河川によって排水処理されているが、このような気候変動の傾向を考
えた場合、一時貯留や地下浸透による流出抑制や生活用水への雨水利用が必要である。2016 年 3 月
に発刊された日本建築学会環境基準「雨水活用技術規準（AIJES-W0003-2016)」では、雨水を建築敷
地内に留め、利用、浸透・蒸発散等を行う新たな概念である「蓄雨」が提唱された。この「蓄雨」には、
①災害時の生活用水を確保する「防
災蓄雨」…②洪水を和らげる「治水蓄
雨」…③自然の水循環を復活させ、ヒ
ートアイランド対策にもなる「環境
蓄雨」…④雨水を生活用水として利用
する「利水蓄雨」の 4…種類がある

（図）。これらの「蓄雨」を総合的に
行うことで、防災や治水の他、雨水
利用を促進すると共に環境配慮も
行い、雨水循環系の健全化を目指す
という考え方である。

2014 年 5 月に「雨水の利用の推
進に関する法律」が施行され、今後
は国及び独立行政法人等が建築物
を整備する場合には雨水利用施設の設置が求められている。今後は公共施設だけではなく、一般住宅
等にも雨水活用が求められる時代が来る。雨水利用は人にとって無くてはならない物質である「水」
の地産地消の究極のスタイルである。人の居住する建物に降る雨水を貯留しその場で使う。この水の
地産地消の取り組みは、日常だけではなく震災等の非常時にも大きな力を発揮する。今年 7 月に熊本
地震による避難所を訪問した際、避難所担当の自治体職員から地震発生後の断水期間中に役立った自
宅の雨水タンクの話しを伺った。この雨水タンクは、自宅建設時に住宅メーカからサービス設置され
たものであり、断水によって流せなくなったトイレ洗浄に雨水タンク内の雨水が非常に役立ち、また
洗濯等にも利用できたとのことであった。

このように雨水利用には水資源確保の他、豪雨時の流出抑制等の効果もある。しかしながら、雨水
利用の効果を大きなものとするには、広く一般の市民が参加する活動にしなければならない。その鍵
を握るのは、雨の市民向けの広報であり、さらには教育である。我々専門家はつい技術に目を向けが
ちであるが、その技術を活かし社会の中で効果を発揮させるのは一般市民である。上述の 4 つの蓄雨
技術の開発と共に、何よりも“雨を活かす人づくり”が求められていると思う今日この頃である。

福井工業大学　環境情報学部
教授　笠井　利浩

コ ラ ム

図 「蓄雨」解説アニメーション
https://www.youtube.com/watch?v=uKvIvqvUrgg
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キーワード：省エネ型汚泥処理、温室効果ガス排出量削減、LCC

赤阪　勇哉
公益財団法人　日本下水道新技術機構

資源循環研究部

報  告

省エネ型汚泥処理システムの
構築に関する共同研究

１．研究目的

国内で開発される省エネを図る有効な技術や手法
は、企業によって個々に開発・研究・普及促進が図ら
れているが、必ずしも普及が進んでいるとは言えない。
そこで当機構では、省エネ化の早期の取組みを促すこ
とを目的として、有効な技術や手法について調査・検
討し、既存汚泥処理施設の改築更新に際して、省エネ
ルギーが図れるシステムに移行していくための手法を
示すマニュアルを整備する共同研究を平成 27 年度に
民間企業 9 社とで行った。

本研究では、既存汚泥処理施設の改築更新に際して、
大幅な省エネルギーが図れるシステムに移行していく
ための手法を示すマニュアルを整備することを目的と
して、従来設備と比較したエネルギー消費量、温室効
果ガス排出量、LCC、建設費、維持管理費について削
減効果を示し、技術マニュアルに取りまとめた。…

２．研究内容

本研究は、企業の有する技術等について、最新の省
エネ機器による効果を整理し体系的に示している。

主な研究内容は次の通りである。
（1）下水処理場におけるエネルギー消費量の調査…
（2）省エネ型汚泥濃縮設備の整理及び省エネ効果等の

試算

（3）省エネ型汚泥消化設備の整理及び省エネ効果等の
試算

（4）省エネ型汚泥脱水設備の整理及び省エネ効果等の
試算

（5）省エネ型汚泥焼却設備の整理及び省エネ効果等の
試算

（6）プロセスの組合せによる汚泥処理設備の整理及び
省エネ効果等の試算

３．研究結果

３．１　下水処理場におけるエネルギー消費量の調査
「平成 24 年度版…下水道統計」を用いて、全国の下

水処理場のエネルギー消費について調査した結果を
図 -1 に示す。下水処理場内での施設別のエネルギー
消費量の割合は、水処理施設が約 49％、汚泥処理設
備が約28％、ポンプ設備が約14％、管理等が9％となっ
ている。また、全国の焼却設備を有する下水処理場の
エネルギー消費について調査した結果を図 -2 に示す
が、この場合は汚泥処理設備のエネルギー消費量の割
合が約 45％となっている。下水処理場のエネルギー
消費量を削減する上で、汚泥処理設備の消費電力量を
削減することが非常に有効であることが分かる。この
ことから、汚泥処理施設の省エネルギー化を図る有効
な技術を本研究の対象としている。なお水処理設備の
省エネルギー化を図る手法は過年度実施済みである。
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図 -1　全国の下水処理場のエネルギー消費量

図 -3　省エネ型濃縮設備試算範囲

図 -2　焼却設備を有する全国の下水処理場の
　　　エネルギー消費量

３．２　省エネ型汚泥濃縮設備の整理及び省エネ効果
等の試算

共同研究者より提案のあった、差速回転型スク
リュー濃縮機、ベルト型ろ過濃縮機（ステンレスベル
ト）、ベルト型濃縮機（樹脂製ベルト）の 3 技術につ
いて、構造、原理、特徴、標準仕様、維持管理等につ
いて整理した。本研究成果を用いることで、既存汚泥
濃縮設備を改築更新する際に課題になると考えられ
る、設置スペース、メンテナンス作業量、機器重量、
性能等について検討可能である。

また、省エネ型汚泥濃縮設備のエネルギー消費量の
削減効果や温室効果ガス排出量、LCC 等も試算して
おり、従来型汚泥濃縮設備（遠心濃縮機）と比較する

ことで、省エネ性や経済性を確認している。
濃縮設備の消費エネルギー量及び温室効果ガス排出

量の試算の範囲を図 -3 に示す。省エネ型汚泥濃縮機
の型式により、必要となる補機類は異なるため、本研
究では濃縮機本体に加え、濃縮機の型式ごとに実際に
導入するにあたり必要となる補機類を含めて消費エネ
ルギーを試算した。

一例として差速回転型スクリュー濃縮機の試算結果
をそれぞれ図 -4 ～図 -8 に示す。省エネ型濃縮設備の
省エネ性の試算結果は、エネルギー消費量は約 73％、
温室効果ガス排出量は約 56％、建設費は約 64％、維
持管理費は約 44％、LCC は約 60％の削減効果が見込
まれた。
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３．３　省エネ型汚泥消化設備の整理及び省エネ効果
等の試算

共同研究者より提案のあった、鋼板製消化槽・低動
力撹拌機、省エネ型撹拌機の 2 技術について、省エネ
型汚泥濃縮設備と同様に整理した。

また、省エネ型汚泥消化設備のエネルギー消費量の
削減効果は、撹拌装置の動力のみとなっている。温室
効果ガス排出量もエネルギー消費量と同様であるた
め、グラフにはまとめていない。建設費、LCC につ
いては試算しており、従来型汚泥消化設備（コンクリー
ト製消化槽・スクリュー撹拌機）と比較することで、
経済性を確認している。

一例として鋼板製消化槽・低動力撹拌機の試算結果
をそれぞれ図 -9 ～図 -10 に示す。省エネ型汚泥消化
設備の経済性の試算結果は、建設費は約 46％、LCC
は約 3％の削減効果が見込まれた。

図 -4　エネルギー消費量の削減効果

図 -6　建設費の削減効果

図 -8　LCC の削減効果図 -8　LCC の削減効果

図 -9　建設費の削減効果 図 -10　LCC の削減効果

図 -5　温室効果ガス排出量の削減効果

図 -7　維持管理費の削減効果
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３．４　省エネ型汚泥脱水設備の整理及び省エネ効果
等の試算

共同研究者より提案のあった、ハイブリッド型圧入
式スクリュープレス脱水機、高効率型二軸型スク
リュープレス脱水機、直胴型遠心脱水機、省エネ型遠
心脱水機の 4 技術について、省エネ型汚泥濃縮設備と
同様に整理した。

また、省エネ型汚泥脱水設備のエネルギー消費量の
削減効果や温室効果ガス排出量、LCC 等も試算して
おり、従来型汚泥脱水設備（高効率型遠心脱水機）と
比較することで、省エネ性や経済性を確認している。

一例として高効率型二軸スクリュープレス脱水機の

試算結果をそれぞれ図 -11 ～図 -15 に示す。省エネ型
汚泥脱水設備の省エネ性の試算結果は、エネルギー消
費量は約 82％、温室効果ガス排出量は約 48％、建設
費は約 52％、維持管理費は約 21％、LCC は約 25％の
削減効果が見込まれた。

また、エネルギー消費量の多い遠心脱水機にも省エ
ネ型が開発されているため、エネルギー消費量の削減
効果、温室効果ガス排出量の削減効果の試算結果を図
-16 ～図 -17 に示す。大規模処理場の試算で、エネル
ギー消費量は約 53％、温室効果ガス排出量は約 35％、
建設費は約 19％、維持管理費は約 16％、LCC は約
17％の削減効果が見込まれた。

図 -11　エネルギー消費量の削減効果

図 -13　建設費の削減効果

図 -15　LCC の削減効果

図 -12　温室効果ガス排出量の削減効果

図 -14　維持管理費の削減効果
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３．５　省エネ型汚泥焼却設備の整理及び省エネ効果
等の試算

共同研究者より提案のあった、下水汚泥過給式流動
燃焼システム、気泡式高効率二段焼却炉の 2 技術につ
いて、省エネ型汚泥濃縮設備と同様に整理した。

また、省エネ型汚泥焼却設備のエネルギー消費量の
削減効果や温室効果ガス排出量、LCC 等も試算して
おり、従来型汚泥焼却設備（気泡流動焼却炉）と比較

することで、省エネ性や経済性を確認している。
一例として下水汚泥過給式流動燃焼システムの試算

結果をそれぞれ図 -18 ～図 -22 に示す。省エネ型汚泥
焼却設備の省エネ性の試算結果は、エネルギー消費量
は約 19％、温室効果ガス排出量は約 38％、維持管理
費は約 8％、LCC は約 4％の削減効果が見込まれた。
建設費は同程度であった。

図 -16　エネルギー消費量の削減効果

図 -18　エネルギー消費量の削減効果

図 -20　建設費の削減効果

図 -22　LCC の削減効果

図 -17　温室効果ガス排出量の削減効果

図 -19　温室効果ガス排出量の削減効果

図 -21　維持管理費の削減効果
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３．６　プロセスの組合せによる汚泥処理設備の整理
及び省エネ効果等の試算

共同研究者より提案のあった、ダイレクト型圧入式
スクリュープレス脱水機による濃縮一体脱水法、セミ
ドライメタン発酵装置、レセルシステム、表面固化式
汚泥乾燥システム「カリット」の４技術について、省
エネ型汚泥濃縮設備と同様に整理した。

本研究では、プロセスの組合せによる汚泥処理設備
を、単一プロセスではなく複数のプロセスをまとめて
一つのシステムとすることで、効率をよくしている技
術と定義した。具体例としてセミドライメタン発酵装
置は、汚泥濃縮プロセスと汚泥消化プロセスの 2 つの
プロセスを組合せた技術で、従来技術と比べて消化日
数の短縮や、消化槽の小型化が可能となる技術である。

また、プロセスの組合せによる汚泥処理設備のエネ
ルギー消費量の削減効果や温室効果ガス排出量、LCC
等も試算しており、従来型汚泥処理設備（濃縮設備 +
消化設備 + 脱水設備）と比較することで、省エネ性
や経済性を確認している。なお、複数プロセス設備の

機能を有するため、実際の更新工事を考慮した場合に
部分改築の可能性もあり、第 1 期、第 2 期に分けて試
算を行っている。第 1 期は更新途中の試算で、第 2 期
は更新後の試算をしている。

一例としてセミドライメタン発酵装置の試算結果を
それぞれ図 -23 ～図 -25 に示す。プロセスの組合せに
よる汚泥処理設備の省エネ性の試算結果は、エネル
ギー消費量は第 1 期、2 期共に約 15％、温室効果ガス
排出量は第 1 期、2 期共に約 1％、LCC は第 1 期約 2％、
第 2 期は約 3％の削減効果が見込まれた。

第 1 期と第 2 期で省エネ効果が異なる技術として表
面固化式汚泥乾燥システム「カリット」のエネルギー
消費量の削減効果、温室効果ガス排出量の削減効果の
試算結果を図 -26 ～図 -27 に示す。省エネ性の試算結
果は、エネルギー消費量は第 1 期が約 8％、第 2 期は
約 15％、温室効果ガス排出量は第 1 期が約 9％、第 2
期は約 16％、LCC は第 1 期が約 3％、第 2 期は約 5％
の削減効果が見込まれた。

図 -23　エネルギー消費量の削減効果

図 -26　エネルギー消費量の削減効果

図 -25　LCC の削減効果

図 -24　温室効果ガス排出量の削減効果

図 -27　温室効果ガス排出量の削減効果
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４．おわりに

本研究の成果を、「省エネ型汚泥処理システムの構
築に関する技術マニュアル」としてとりまとめた。

一例として汚泥濃縮設備の差速回転型スクリュー濃
縮機の導入効果は、エネルギー消費量は約 73％、温
室効果ガス排出量は約 56％、建設費・維持管理費の
LCC は約 60％の削減効果が見込まれた。

本技術マニュアルは、下水処理施設において、大量
の電力を消費している汚泥処理施設を対象にして、改
築更新時に大幅な省エネルギー化を図る有効な技術の
概要を示し、導入効果を明らかにすると共に、留意点
等を整理したものである。下水処理場における消費電
力量の低減を図る手法を検討する際に、本技術マニュ
アルが活用されることで、さらなる省エネルギー化の
向上に貢献できれば幸いである。
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先端事例紹介
佐賀市上下水道局の取組み
迷惑施設から歓迎施設への転換

１ ．はじめに

水処理や汚泥処理およびエネルギー回収技術など下
水道に関連する技術開発を行っていると、地方自治体
の取り組みの情報に接する機会は多い。とりわけ東京
都や全国の政令都市などの大都市における技術開発や
施策が多い。しかし、近年先進事例として他の自治体
に対して突出して情報発信している都市が佐賀市であ
る。そのため、著者自身も佐賀市で行われている取り
組みを実際に見てみたいと願っていたが、この度それ
らの機会が与えられたので紹介してみたい。すべて佐
賀市で取り組まれている事業に基づき記載している
が、それらの解釈については著者の技術者や研究者の
立場からの私見によるところも多い。すこしでも他の
自治体の下水道事業のヒントになれば幸いである。

２．季節別運転による処理水の効果的な放流

佐賀市には公共下水道施設として分流式の計画人口
186,000 人、 処 理 能 力 81,500m3/ 日、 流 入 水 量
50,300m3/ 日、標準活性汚泥法、一部担体投入活性汚
泥法を採用している佐賀市下水浄化センター（以下、
浄化センター）で処理が行われている。浄化センター
で処理された処理水は本庄江川を通じ有明海に放流さ
れている。佐賀市沖の有明海は海苔の養殖が盛んで、
佐賀市は佐賀県有明漁連海苔生産量の 64％を誇る日

本一の産地である。
佐賀市は平成 19 年に近隣 6 町、1 村と合併し、そ

れまでは各市町村で汚水処理を行っていたが、浄化セ
ンターで一括処理することで処理費の軽減を図ること
とした。しかし、当初漁協からは、下水処理量が増え
ることによる発育不良の心配や風評被害の原因となる
など、反対意見があった。これに対して、ノリの養殖
期に栄養塩類を多く含んだ水を放流すること、技術習
得のために職員を先進自治体に派遣することを約束す
ることで了解を得ることができた。養殖が行われない
4 ～ 10 月は硝化・脱窒を進めて放流し、養殖が行わ
れる 11 ～ 3 月は通常 7 系列の反応槽を 6 系列とし、
前半部分を嫌気槽とすることによって窒素成分（特に
アンモニア性窒素）が多く含まれる水質の処理水を放
流する（図１）。

図 1　佐賀市下水浄化センターでの季別運転中の窒素濃度
データ提供：佐賀市
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図 2　下水汚泥肥料中の重金属基準値と佐賀市下水汚泥肥料「かんとりースーパー佐賀」の成分と連作可能年数
データ提供：佐賀市

図 3　佐賀市下水汚泥肥料の受取者数の経緯
データ提供：佐賀市

その結果、最も効果がある海域では 1 戸あたりの生
産枚数が 202 万 4,800 枚から 257 万 7,200 枚、生産額
にして 2,147 万円 / 年から 2,856 万円 / 年に増えた。
さらに海域に窒素分などの肥料を投入していた量も削
減されており、浄化センターは地域の主要産業に対し
て多大な経済貢献が認められている。

これまで、下水道事業は近隣の水質汚濁を防止する
ために水処理技術を発展させてきた。現在でも内湾や
下流に取水場がある場合など処理レベルをさらに向上
させる必要がある地域も多い。いっぽう、佐賀市のよ
うに季節によって処理水質を制御する事は、高度で成
熟した水処理技術と言え、それにより地域が望む肥料
成分を流域に提供することで地域の経済発展に貢献す
ることは理想の下水処理場とも言える。果たして、佐
賀市のような条件が成立している地域は他にないの
か？あれば、第二の佐賀市が誕生してもらいたい。

３．生産量が増え、毎年完売をつづける堆肥製造

佐賀市の下水汚泥堆肥化事業は、下水汚泥 30t/ 日
の堆肥化製造施設を建設費 7 億 4,200 万円をかけて建
設し、平成 21 年から製造開始した。平成 27 年度では
肥料出荷量は 1,664t/ 年で全量完売している。製法は
YM 菌を用いた 100℃近い超高温発酵である。45 日間
超高温発酵を繰り返し、さらに 30 日間熟成させ完熟
堆肥を製造する。製造された堆肥は重金属の基準値を
満たしていることを示す事に加え、汚泥肥料中の重金
属の基準値とは、農林水産省が定めた「乾物重量あた
り 1 トンを 100 年連用しても上限値を超えることがな
い汚泥肥料中の重金属含有量を基準とした値」であり、
この肥料を施肥可能な適用可能年数を記すことで使用
者の安心感を与えている（図 2）。
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また、成分値だけでなくハウス栽培、露地栽培に施
用する際の注意点が記載されているなど使用者へ配慮
した情報を発信している。さらに、農業者、家庭菜園
者に対して農業勉強会を定期開催し、毎回 60 ～ 80 人
が参加している。それらの取り組みにより、製造以来
毎年完売しつづけ、肥料受取者は平成 27 年度で 3,120
人と毎年増え続けている。

これまでの多くの下水汚泥の堆肥化事業では肥料に
含まれる窒素やリンの含有量など肥料としての品質や
重金属含有量が基準値以下であることで肥料の安全性
をアピールしてきた。しかし、著者はそれだけでは不
十分で、それらの肥料を使用することによって利用者

（農業者や家庭菜園者）に対して有益であることを示
す努力が足りないと感じていた。つまり、市販品と同
等の性能と安全性が担保された汚泥肥料が製造された
としても、生産者から見るとそれらを使用するメリッ
トにはなり得ない。また、一部の農家からは汚泥肥料
を使用することによって『美味しい野菜や果物ができ
る』と聞くこともあるが、なぜ『美味しい』のかに対
して明確に答えられているとは言えない。佐賀市では、
これらに対して、肥料を使用して収穫された農産物の
成分値を分析し、『美味しくなる』仕組みを明らかに
する取り組みも行っている。具体的な一例としては、
収穫されたアスパラガスのアミノ酸について 20 種類
以上を分析し、アミノ酸含有量が 20％向上している
こと。また、アミノ酸のうちうま味・酸味に関係する
グルタミン酸、アスパラギン酸や甘味に関係するアラ
ニン、グリシンなど食味に関係する成分が増えている
ことを示すことで科学的な根拠を与えようとしている

（図 4）。

さらに、汚泥肥料を使用することで、同一の作物を
同条件で生産した場合の経済的なメリットを示してい
る。具体的には肥料・農薬代と収穫量について農家か
らヒヤリングを行っている。比較的肥料を多く使用す
るとされているアスパラガスの収量と経費関係から、
同一収穫量を得るための農薬・肥料代について化学肥
料を使用した際には 131 万円かかっていた費用が 29
万円まで削減されたことを公開している。このように
肥料を使用する農業者にとってメリットになることも
自治体が積極的に明らかにすることで利用者を増やし
ているのである（図 5）。

事業開始から完売を続ける汚泥肥料であるが、その
販売価格および販売形態を質問した際に、「役所は汚
泥肥料で儲けようと思ってはいけません。これまで
行っていた汚泥処分ではなく、汚泥の有効利用、資源
循環を第一に考える必要があります。」と返答された。
佐賀市では過去に、汚泥肥料の販売や普及方法を誤っ
たために失敗した多くの自治体の事例を調査、研究し
た。その結果、肥料の袋詰廃止、利用者への無料講習、
汚泥成分に加え利用者が生産した農作物を積極的に分
析するなど佐賀市独自の取組みが成功につながってい
るのである。

４．日本初の小型バイオガス発電機の複数台運転

佐賀市では以前は、発生した下水汚泥は焼却処理さ
れていた。バイオガスは消化槽加温と焼却炉の燃料と
して使用していた。焼却施設が故障しそれらの修繕に
多くの費用がかかることから汚泥を堆肥化など別の方
法で有効利用を図ったとしても、余剰バイオガスが大

図 4　下水汚泥肥料とキトサン散布を行った場合のア
スパラガスのアミノ酸含有量

データ提供：佐賀市

図 5　下水汚泥肥料を使用した場合のアスパラガスの
収量と経費

データ提供：佐賀市
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量に発生することからそれらを利用したバイオガス発
電事業に取組むことになる。当時はバイオガス発電は
大都市の下水処理場で大規模な発電事業が行われてい
たが、中・小規模の下水処理場ではバイオガス発電は
ほとんど実施されていなかった。それに対して、佐賀
市では総発電量 400kWh に対して 25kWh の小型マイ
クロガスエンジンを 16 基設置し、合計 400kWh の発
電を行う、いわゆる小型発電機の複数台運転方式を採
用した（図 6）。この小型発電機の複数台運転を行う
ことによって、中・小規模の下水処理場でも発電事業
が可能であることを示した。現在では、中小規模の下
水処理場で発電事業を行う際に小型発電機の複数台運
転方式を採用するケースが多くなった。佐賀市は、契
約も設置時に複数年の維持管理費を含めた契約とする
ことで、長期間に渡る将来的な発電機の維持管理費の
上昇や発電機が故障した際の修繕費など長期的な自治
体のリスクを低減することで長期間の事業の安定性が
確保されている。今後は、地域のバイオマスを原料に
バイオガス増産する取組みも開始するとのことであ
る。バイオガス発電量を増加させ、下水処理場でのエ
ネルギー自給率を高めることが目的であるが、このよ
うな取組みを積極的に行えるのも、先述した汚泥肥料
の有効利用が確保されている事が大きいと感じる。

５．下水処理場で発生する二酸化炭素、栄養成
分（消化脱離液）を活用した藻類培養技術

佐賀市は、下水処理場で発生するバイオガスから
CO2 を分離回収し、回収した CO2 脱水分離液で微細
藻類の培養を行い、微細藻類の生産や脱水分離液によ
る返流負荷の低減効果等を実証する事業が 2015 年下
水道革新的技術実証事業（B-DASH プロジェクト）

に採択された。この実証事業では濃縮汚泥を破砕・可
溶化処理を施し、汚泥の分解を促進させバイオガスを
増産し、得られたバイオガスから圧力スイング吸着

（Pressure…Swing…Adsorption）方式で CO2 濃度 99%
以上に高濃度化させる。また、アンモニア性窒素等の
窒素分やリンが高濃度に含まれる消化汚泥の返流水と
バイオガスから得られた高純度 CO2 を活用し、微細
藻類培養を行う（図 7, 図 8）。

この事業では、佐賀市がミドリムシからバイオ燃料
を製造し、ジョット機を飛ばすことを目標としている
バイオベンチャーであるユーグレナと共同研究を締結
し、事業に参画することも大きな注目を浴びた。ユー
グレナの出雲社長は、下水処理の過程で発生する脱水
分離液やバイオガス中の CO2 を活用する事が微細藻
類に必要な培養液や CO2 の製造コストを削減する可

図 6　25kW の小型マイクロバスエンジン発電機の並
列運転

図 7　培養施設外観

図 8　ミドリムシ培養設備
データ提供：佐賀市
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能性があることや周辺にそれらを可能にする土地があ
ることも考慮されたが、何よりどの自治体より市長や
担当者の熱意が高かったと参画の理由を述べている。
B-DASH プロジェクトは現在も行われており、その
成果が期待されるところではあるが、佐賀市ではバイ
オマス産業都市構想においても、下水処理場やごみ処
理場から排出される資源やエネルギーを活用し、海苔
やミドリムシなどの藻類培養の拠点化し、暮らしから
出たバイオマス資源を藻類培養につなげ、藻’s から
美と健康を中心にした一大産業都市を目指す「SAGA
藻’s バイオワールド」構想を打ち出した。

さらに、藻類関連産業の集積を図るため、佐賀市は
藻類培養研究で世界を牽引する筑波大学と地元の佐賀
大学と研究開発を共同で取り組む協定を締結し、平成
29 年度に佐賀市内に研究室を設置する計画となって
いる。また、藻類産業の土台を形成するために佐賀県
内で藻類の培養、抽出、乾燥など加工を含めた一連の
技術開発のために企業の参加を促す構想もある。これ
らを経て地域で藻類資源が循環する仕組みが完成する
とし、その中心に下水道やごみ行政がある。

６．さいごに

佐賀市上下水道局では、下水道が中心となり複数の
先進的な取組みを行うことで、地域の産業創出、雇用
創出を目指しており、それらをバイオマス産業都市構
想の中心に楚ている。佐賀市上下水道局がこのような

事業に取組むきっかけは「迷惑施設から歓迎施設に転
換する」ことであったという。下水処理場での工程は
大きく、水処理工程と汚泥処理（有効利用）工程に分
けられる。放流先水域の水質汚濁を低減、抑制するこ
とは下水道事業の中心であり、下水道の整備に伴い日
本の多くの地域の下水道放流先の水質は改善し、近隣
住民からの要望や苦情も減っている。つまり放流水域
に対する市民への迷惑は低減された。しかし、下水処
理場が歓迎される存在とは言い難く、逆に市民からの
下水道に関する関心が薄れているのではないだろう
か。言い換えると、市民から見るとマイナスの状態か
ら始まった下水道事業が下水道整備によって流域の水
質が改善され、市民からも感謝されて、着実にマイナ
スを減らす事を進めてきた。しかし、限りなく「0ゼロ」
に近づけることはできたとしても、果たしてプラスに
することは可能なのだろうか。歓迎施設に転換するた
めには、市民の要望にも耳を傾ける必要がある。下水
汚泥からは、有機成分やミネラルを多く含む肥料やエ
ネルギーに変換できるバイオガス、CO2 削減が可能な
燃料など様々な資源・エネルギーが取り出せる。それ
らを提供することで、市民の要望に応える事ができれ
ば、歓迎施設に転換することができる。佐賀市浄化セ
ンターの見学を通じて、佐賀市のように下水処理施設
が地域の歓迎施設に変わるためには、プラスに転じる
ための下水処理に対する考え方を転換することが必要
ではないかと感じた。

（…82…）

再生と利用Vol. 41　No. 154　2017/1

本文.indb   82 17/02/07   9:36



図 1　バイオマス活用推進基本計画の改定の概要

ニュース・スポット

関係団体の動き

バイオマス活用推進基本計画における
下水汚泥利活用

国土交通省水管理・国土保全局下水道部下水道企画課

和田　直樹

キーワード：バイオマス活用推進基本計画
　　　　　　生産性革命、日本産資源

１．はじめに

　平成 28 年 9 月にバイオマス活用推進基本計画（以
下「基本計画」という。）の改定が閣議決定された。
基本計画は、バイオマス活用推進基本法（平成 21 年
6 月）に基づき、平成 22 年 12 月に策定されていた前

計画が策定されていたが、同法において「少なくとも
５年ごとに検討を加え、必要があると認めるときは、
これを変更しなければならない」と規定されているこ
とから、昨年 9 月より「バイオマス活用推進会議」及
び「バイオマス活省推進専門家会議」における検討を
経て、とりまとめられたものである。
　下水汚泥については、昨年 5 月に下水道法改正にお
いて、燃料化・肥料化の努力義務が規定されたが、そ
の主旨は下水汚泥のバイオマスとしての有効利用の促
進にある。そこで、本稿においては基本計画改定の概
要を紹介し、関連する下水道における取組を解説する。

２．バイオマス活用推進基本計画

（１）基本計画の概要
　平成 28 年度 2 月に開催された第 3 回バイオマス活
用推進専門家会議に示された基本計画の改定の概要を
図 1 に示す。
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　また、新たな基本計画の策定においては、「地域に
存在するバイオマスを活用して、地域が主体となった
持続可能な事業を創出し、ここから生み出された経済
的価値を農林漁業の振興や地域への利益還元による活
性化につなげていくこと」などが重要とされている。

（２）目標値
　基本計画においては、各バイオマスの種類ごとに利
用率の目標値が定められている。今改定では、目標に
ついての見直しが行われ、前計画における目標値を踏
まえ表 1 のように目標値が定められた。下水汚泥に

ついては、東日本大震災後にリサイクル率が一時低下
した後徐々に回復し、平成 26 年のリサイクル率は約
63％であった。2025 年の目標については、従来の目
標値を継承し 85％を目指すこととされた。

（３）基本計画における下水汚泥利活用の推進
　下水汚泥は、基本計画に示されたバイオマスのうち
年間発生量で約 30％を占め（湿潤ベース）、そのリサ
イクルの推進はバイオマス利用を推進する上で重要と
いえる。表 2 に基本計画における下水汚泥に関連す
る記載の一部を抜粋した。

表 2　バイオマス活用推進基本計画における下水汚泥関連の記述（基本計画より抜粋）

表 1　バイオマス利用率の目標値（基本計画より引用）

※１　現在の年間発生量及び利用率は、各種統計資料等に基づき、平成 28…年（2016…年）3…月時点で取りま
　　　とめたもの…（一部項目に推計値を含む。）。
※２　黒液、製材工場等残材、林地残材については乾燥重量。他のバイオマスについては湿潤重量。
※３　下水汚泥の利用率は東日本大震災の影響で低下。
1　東日本大震災直後の平成 23…年度の下水汚泥リサイクル率は約 55％であった。
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３．下水汚泥利活用の取組

　下水汚泥は、発生量の多さに加え都市部に集約的に
発生することから、収集運搬に関する追加的なコスト
がかからず、リサイクルに向けてはコスト面での優位
性が比較的出しやすく、積極的な再利用の取組が期待
される。
　平成 28 年 11 月に開催された国土交通省生産性革命
本部（第 4 回会合）では、下水汚泥のバイオガス・汚
泥燃料・肥料等の多様な資源として活用を推進する「下
水道イノベーション～“日本産資源”創出戦略」が提
案され、新たな生産性革命プロジェクトとして採択さ
れた。
　以下に国土交通省における下水汚泥有効利用の取組
を示す。

（１）下水汚泥エネルギー化
　下水汚泥中のバイオマスのエネルギー利用について
は、大きくバイオガス化と固形燃料化の 2 種類がある。
バイオガス化は、主に嫌気性消化によりメタンを主成
分とするバイオガスをエネルギーとして利用する方法
がとられており、2016 年 12 月現在全国で 91 下水処
理場において下水汚泥からのバイオガス発電が実施さ
れている。また、発電以外にも下水処理場内で消化槽
の加温等にも利用されている。固形燃料化は、下水汚
泥を乾燥・炭化等の工程を経て粒状に整形することで
石炭代替燃料を製造するものであり、同 15 下水処理
場において実施されている。
　下水汚泥のエネルギー化を推進するため、国土交通
省においては、地方公共団体等が下水汚泥エネルギー
化技術の導入を検討する際に必要となる情報を集約
し、平成 27 年 3 月に、
・下水汚泥エネルギー化ガイドライン - 改訂版 -
・下水汚泥のエネルギー化導入簡易検討ツール
として公表した。また、平成 28 年度には本ガイドラ
インに下水汚泥からの水素製造技術についての記載を
追加することとしている。
　また、地域のバイオマスと連携した下水汚泥の利活
用を推進するため、平成 28 年度に「下水処理場にお
ける総合バイオマス利活用検討委員会」を開催し、人
口減少等により生じる下水処理場の能力を活用するこ
とで、地域バイオマスと連携した下水汚泥の有効利用
について検討を行っている。
　下水汚泥固形燃料については、下水汚泥固形燃料の
品質の安定化及び信頼性の確立を図り、市場の拡大を
図ることを目的として、平成 26 年 9 月に下水汚泥固
形燃料の日本工業規格（JIS）を制定し、その普及促
進を図っている。

（２）緑農地利用の推進
　下水汚泥の緑農地利用としては、コンポスト化汚泥
に加え、脱水汚泥、乾燥汚泥、焼却灰等の方法がある。
下水汚泥には、多量の肥料成分や有機物が含まれてお
り、適正な施用を行うことによって土壌改良材や肥料
として十分な効果を有することが明らかになってお
り、平成 26 年度においては、乾燥重量ベースで約
15％が緑農地利用されている。また、肥料や工業利用
に不可欠な資源であるリンについて、ほぼ全量を輸入
に頼っていることや価格の高騰への懸念等から、下水
に含まれるリンを回収する取組も注目されている。
　国土交通省では、平成 25 年 8 月より「BISTRO 下
水道」と称して、食と下水道の連携強化に向けた取組
みを推進するべく、日本下水道協会が事務局となり、
先進的な取組みを行っている地方公共団体等の参画を
得て、「BISTRO 下水道推進戦略チーム」を結成した。
工夫事例等の情報共有・水平展開や下水道作物の魅力
向上、イノベーションに向けた取組みを行うことで、
下水道資源の食・農業利用を一層進めるとともに、海
外展開も視野に入れた取組みを進めている。こうした
取組みの成果として、「BISTRO…下水道推進戦略チー
ム」は、食と下水道の連携が一層進むよう、下水道資
源を利用して栽培した食材の収穫量の増加や食味（う
ま味）の向上事例、肥料の安全性、肥料コストの削減
や地域活性化への貢献、レシピなどをとりまとめた

「BISTRO…下水道パンフレット」を公表している。

４．終わりに

　下水汚泥の有効利用に関する諸課題の解決に向け
て、地域特性に応じた適切な汚泥の有効利用の検討や、
新技術の導入など、様々な分野における総合的な対策
が進められている。今後も引き続き、関係各位にはバ
イオマス資源の一つである下水汚泥の有効利用の推進
に対し御理解、御協力をお願いする次第である。
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ニュース・スポット

関係団体の動き

民設民営による
下水汚泥消化ガス発電事業
室蘭市蘭東下水処理場の事例紹介

室蘭市・月島機械

キーワード：固定価格買取制度、再生可能エネルギー、
消化ガス発電、循環型社会の構築

１．はじめに

　下水汚泥の嫌気性消化（減容化処理）の過程で発生
する消化ガスは、メタンを主成分とする可燃性ガスで
あり、地球温暖化防止や循環型社会の構築が重要な課
題となっているなか、再生可能エネルギーの一つとし
て注目されている。平成 24 年 7 月 1 日に「電気事業
者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別
措置法」に基づく固定価格買取制度（以下、FIT 制度）
が施行されて以降、下水処理場から発生する消化ガス
は、多少の変動はあるものの、発生量や性状が安定し
ているという利点が見直され、再生可能エネルギーの
一つとして利活用が進んでいる。
　今回、北海道初の FIT 制度を活用した下水汚泥消
化ガス発電事業となった室蘭市での事例を紹介する。

２．室蘭市蘭東下水処理場消化ガス発電事業の
紹介

（１）事業の背景
　室蘭市では、「地域経済の活性化」・「次代のエネル
ギー社会構築」「低炭素なまちづくり」の実現を目指
す「室蘭グリーンエネルギータウン構想」が平成 27
年 2 月に策定された。この構想の検討過程で、地域特

性を活かした再生可能・未利用エネルギーの地産地消
として、市内で唯一の蘭東下水処理場で発生する消化
ガスが注目され、その有効利用方法の一つとして発電
設備の導入が検討された。
　蘭東下水処理場は、標準活性汚泥法を採用し、
48,000m3/ 日の処理能力がある。1 日の平均汚水処理
量は、約 39,000m3/ 日であり、汚泥処理は、重力濃縮、
機械濃縮した後、3 槽の消化槽で嫌気性消化を行い、
脱水処理している。消化槽では、平均約 3,300m3/ 日
の消化ガスが発生しており、蒸気ボイラで使用して、
消化槽加温に利用する他、冬季は、管理棟の暖房施設
にも蒸気を供給して有効利用している。熱需要の多い
冬季には、余剰がほとんど発生していないが、熱需要
の少ない夏季には、1,500 ～ 2,000m3/ 日の余剰ガスが
発生していた。
　発電事業を実施する上で、発電設備を休止しなけれ
ばならない期間があると、事業採算性は悪化する。余
剰ガスだけを利用対象とすることは不利な条件であっ
たが、FIT 制度を利用し、民間事業者が発電事業者
となり、事業者の工夫で発電設備への設備投資を抑制
するなどして、事業採算性を成立させることで事業の
実施に至った。

蘭東下水処理場
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（２）事業概要
　本事業は、室蘭市より消化ガスと建設用地の有償提
供を受け、民間事業者が発電事業者となって、FIT
に係わる諸手続きをはじめ、設備投資、設計・建設、
維持管理運営を行うものである。室蘭市は、事業資金
が不要であり、かつ資産を所有することなく消化ガス
の有効利用を図ることが可能となる。さらに、消化ガ
ス料金および土地貸借料の収入により下水道事業の維
持管理費の低減を図ることが可能になる。発電事業者
は、設備投資や消化ガス料金、土地貸借料、固定資産
税などの維持管理運営費を、FIT 発電事業により得
られる売電収入で賄い、20 年間の発電事業運営を継
続するスキームとなっている。事業スキームを図 1 に
示す。

（３）設備概要
　本設備の概略フローを図 2 に示す。消化ガス発電
設備として、定格出力 103kW のガスエンジン発電機
を 1 台設置した。既設消化タンクは、約 3000m3 が 3
基あるが、いずれも蒸気直接加温方式であるため、今
回、発電設備排熱は回収しないで、全量、発電機の冷
却器で放熱する。既設ガスホルダから供給される脱硫
された消化ガスを、発電設備内に設置したシロキサン
除去装置にて処理したのち、発電に利用する。

（４）発電設備の運転状況
　2016 年 5 月に事業を開始した。開始当初は、順調
に稼働したが、6 月に入り、元々の計画通り既設消化
槽のうち 1 槽が改築工事のため、消化処理を停止した。
そのため、消化ガス発生量が大幅に減少し、設備の稼
働率は低くなっている。

３．おわりに

　室蘭市の事例では、民間事業者が発電事業者となり、
事業者の工夫により初期投資を抑え、ＦＩＴ制度利用
することで少ない消化ガス量でも発電事業の実施が可
能になった。室蘭市では、人口減少により流入下水量
が減少し、消化ガス発生量も減ることが予想されてい
る。今後、本事業を持続的なものとしていくために、
利用可能な消化ガス量の増量を検討している。今後、
本事業を通じて、再生可能エネルギーである未利用バ
イオマスの有効利用を進め、地球温暖化ガスの排出量
の削減、循環型社会の構築に貢献したいと考えている。

蘭東消化ガス発電所

図 1　事業スキーム

図 2　設備概略フロー
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大分市　さつまいもの収穫祭
市民550人が2600kgを収穫

大分市下水道部

キーワード：市民交流、再生水、体験学習

　大分市は 10 月 29 日に、さつまいもの収穫祭を市内
の 2 つの水資源再生センター（原川水資源再生セン
ター、弁天水資源再生センター）で開催した。550 人
の市民が参加し、2600kg のさつまいもを収穫した。

　同市では、5 つの水資源再生センターを有し、平成
14 年度から運転管理の包括的民間委託を導入してい
る。収穫祭は、受託業者の発案で企画されたもので、
周辺住民との交流を通じて、循環型社会への貢献と下水
道事業への理解を深めてもらうことを目的としている。
　両センターとも、5 月に周辺住民とともに苗の植え
付けを行い、再生水を利用して栽培し、10 月に収穫
祭を毎年開催している。さつまいもの収穫・配布と合
わせ“青空教室”と銘打ち、下水道の仕組みや技術を
解説するパネルや水処理模型等を配置したブースを設
け、訪れた市民に対して下水道の体感学習を行ってい
る。同市では、このような活動を通じて地域コミュニ
ティの活性化を目指す。

管理受託企業の発案で開催した

青空教室では下水道の学習展示

下水処理水で栽培したさつまいも

2 処理場で 550 人の市民が参加
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再生と利用Vol. 41　No. 154　2017/1

本文.indb   88 17/02/07   9:36



Vol. 38　No. 145　2014/10 おしらせ

（ 93 ）

「再生と利用」（公益社団法人　日本下水道協会　発行）は会員並びに関連団体に向けて、下水汚泥の有効利用
に関する技術や事例等幅広い情報を発信し、一層の利用促進に寄与することを目的に発行しています。

近年、民間企業による調査研究等が積極的に行われ、先進的かつ有用な成果が多数見受けられます。そこで、そ
れらの情報を掲載するため、投稿要領を次のとおり決めましたので、積極的な投稿をお待ちします。
投稿要領

（資格）
１．本誌への投稿対象は、下水汚泥の有効利用に携わる民間企業のうち公益社団法人　日本下水道協会の会員とな

ります。しかしながら非会員の場合でも、当会が会員と同等の調査研究の技術力を有する団体と特に認めるもの
であれば投稿対象とします。

（原稿掲載の取扱い）
２．原稿掲載の適否は、「再生と利用」編集委員会が決定します。

（掲載可否の判断基準）
３．掲載適否の主な判断基準は、次の3. 1、3. 2、3. 3、3. 4によります。

3. 1　単に汚泥処理に関する投稿文でなく、下水汚泥の有効利用の促進に資するものであること。
3. 2　特定の団体、製品、工法、新技術等を宣伝することを目的とした投稿文（客観的、合理的な根拠を示す

ことなく、優秀性、優位性、有効性等について具体名を挙げて記述）でないこと。
ただし、次の場合は除く。
①特定の団体、製品、工法、新技術等の紹介が目的であっても、優秀性、優位性、有効性等の客観性かつ合

理的な根拠を明確にし、下水汚泥の有効利用の促進に資すると認められるもの。
②特定の団体、製品、工法、新技術等の名称を記述しているが、単に論文の主旨をわかりやすく伝えるため

に用いており、投稿文の趣旨とは直接関係のない場合。
3. 3　特定の団体、製品、工法、新技術等を誹謗中傷する内容を含む投稿文でないこと。
3. 4　その他編集委員会が適当と考える事項について適合していること。

（原稿の作成、部数、送付先等）
４．原稿の作成は、次のとおりとします。

4. 1　査読用　複写原稿２部（図表、写真を含みます）
4. 2　事務用　複写原稿１部（図表、写真を含みます）

５．原稿の送付先は、下記の担当に送付して下さい。
（校正）
６．印刷時の著者校正は、１回とし、著者校正時の大幅な原稿の変更は認めません。

（著作権等）
７．掲載した原稿の著作権は著者が保有し、編集著作権は、本会が所有します。

原稿登載区分

担当：公益社団法人　日本下水道協会　技術研究部技術指針課
住所　〒101−0047　東京都千代田区内神田２−10−12（内神田すいすいビル６階）
電話　03−6206−0369（直）　FAX 03−6206−0796（直）

民間企業の投稿のご案内

おしらせ

登載区分 原稿量（刷上り頁） 内容

研究紹介
 ８頁程度（原稿制限頁数はＡ４判によ 独創性があり、かつ理論的または実証的

 り１頁2,300文字（１行24文字横２段）） な研究の成果

報　　告 ６頁程度（原稿制限頁数は、同上） 技術導入や経営等に関する検討・実施
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きさを指定する等、原稿作成又は修正に必要な事項を明記して下さい。
（5）広告原稿の新規作成及び流用広告原稿の一部修正費（デザイン、修正料等）は、広告掲載料とは別に実費をご

負担いただきます。
（6）本会発行の図書等に掲載した広告に限り、その原稿を流用して掲載することができます。その場合は、別紙

「広告掲載申込書」に当該図書名、掲載年月、掲載号等を明記のうえ、原稿の写しを必ず添付して下さい。
（7）広告掲載場所は、指定頁以外は原則として申し込み順とさせて頂きます。
（8）広告申込掲載期間終了後は、その旨通知いたしますが、それ以降の掲載についてご連絡ない場合、または広告

申込掲載期間中でも広告掲載料の支払いが滞った場合には、掲載を中止させて頂きます。

４　お支払方法等
本誌発行後、広告掲載誌をお送りするとともに、「広告掲載料」及び「広告原稿作成費（広告原稿新規作成及

び修正等の場合）」を請求させていただきますので、請求後、１箇月以内にお支払い願います。
なお、送金（振込）手数料は、貴社負担にてお願いします。

５　申込み先及び問合わせ先
広告掲載のお申込み及びお問合わせ先は、下記の広告業務委託先までお願い致します。
広告業務委託先　　㈱LSプランニング（担当：「再生と利用」広告係）

〒135−0046　東京都江東区牡丹２−２−３−105
TEL. 03−5621−7850 ㈹　FAX. 03−5621−7851
Mail : info@lsweb.co.jp

1111111111111111111111111111111111111

（参考）

「再生と利用」特集企画予定

○第146号（平成27年１月発行予定）
バイオガス固定価格買取制度導入事例
バイオマス産業都市構想の取組み報告

○第147号（平成27年４月発行予定）
第27回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

〔第27回下水汚泥の有効利用に関するセミナー開催について〕

期間・会場

開催地 期間 会場

佐賀県佐賀市 11月６日（木）〜７日（金） グランデはがくれ
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日本下水道協会では、下水汚泥発生量の増加、埋立処分地の確保、循環型社会の構築等の課題に対して、地方自
治体における下水汚泥の効率的な処理、有効利用を推進する観点から、「再生と利用」を発行しており、下水汚泥
の有効利用に関する専門情報誌として、各方面から高い評価を得ています。本誌は地方公共団体を始めとする多く
の下水道関係者のみならず、緑農地関係者にも愛読されていることから、広告掲載は情報発信として非常に効果的
であると思われます。

つきましては、本誌に広告を掲載して頂きたく、下記のとおり広告掲載の募集を行います。

記

１　発行誌の概要

２　広告掲載料・広告寸法等

３　広告申込方法及び留意事項
（1）広告掲載は、本誌の内容に沿った広告に限り行います。
（2）広告掲載のお申込みは、掲載月の40日前（１月発行号に掲載希望の場合は、12月20日）までに別紙「広告掲載

申込書」に広告原稿又は流用広告原稿の写しを添付して、次の５に表示の申込先宛にお申し込み下さい。
（3）原稿をデータで提出する場合は、データ制作環境（使用OS、アプリケーション、フォント等）を明記のうえ、

出力見本を必ず添付して下さい。
（4）広告原稿の新規作成又は流用広告原稿の一部修正を依頼する場合は、別紙「広告掲載申込書」にレイアウト案、

又は修正指示（流用広告原稿の写しに修正箇所等を明記）をそれぞれ添付して下さい。その際、書体、文字の大

「再生と利用」への広告掲載方依頼について

おしらせ

 発行誌名 再生と利用

 仕　　様 A4判、本文・広告オフセット印刷

 総 頁 数 本文　約100頁

 発行形態 年４回発行（創刊　昭和53年）

 発行部数 1,500部

  地方自治体
 配布対象 関係官庁（国交省、農水省等）
  研究機関
  関連団体（下水道、農業等）

 掲載場所 サイズ 刷色 広告寸法 紙質 広告掲載料 
      （１回当り） 

 表３ １頁 ４色 縦255×横180｠ アート紙 150,000円 

 後付 １頁 １色 縦255×横180｠ 金マリ菊/46.5kg 40,000円 

 後付 1/2頁 １色 縦120×横180｠ 金マリ菊/46.5kg 25,000円 

※ 表３は指定頁になります。原則として２回以上の継続掲載とします。 
※ 広告掲載料は、消費税込みの金額です。 

154,000円
41,000円

7 5
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きさを指定する等、原稿作成又は修正に必要な事項を明記して下さい。
（5）広告原稿の新規作成及び流用広告原稿の一部修正費（デザイン、修正料等）は、広告掲載料とは別に実費をご

負担いただきます。
（6）本会発行の図書等に掲載した広告に限り、その原稿を流用して掲載することができます。その場合は、別紙

「広告掲載申込書」に当該図書名、掲載年月、掲載号等を明記のうえ、原稿の写しを必ず添付して下さい。
（7）広告掲載場所は、指定頁以外は原則として申し込み順とさせて頂きます。
（8）広告申込掲載期間終了後は、その旨通知いたしますが、それ以降の掲載についてご連絡ない場合、または広告

申込掲載期間中でも広告掲載料の支払いが滞った場合には、掲載を中止させて頂きます。

４　お支払方法等
本誌発行後、広告掲載誌をお送りするとともに、「広告掲載料」及び「広告原稿作成費（広告原稿新規作成及

び修正等の場合）」を請求させていただきますので、請求後、１箇月以内にお支払い願います。
なお、送金（振込）手数料は、貴社負担にてお願いします。

５　申込み先及び問合わせ先
広告掲載のお申込み及びお問合わせ先は、下記の広告業務委託先までお願い致します。
広告業務委託先　　㈱LSプランニング（担当：「再生と利用」広告係）

〒135−0046　東京都江東区牡丹２−２−３−105
TEL. 03−5621−7850 ㈹　FAX. 03−5621−7851
Mail : info@lsweb.co.jp

1111111111111111111111111111111111111

（参考）

「再生と利用」特集企画予定

○第146号（平成27年１月発行予定）
バイオガス固定価格買取制度導入事例
バイオマス産業都市構想の取組み報告

○第147号（平成27年４月発行予定）
第27回下水汚泥の有効利用に関するセミナー特集

〔第27回下水汚泥の有効利用に関するセミナー開催について〕

期間・会場

開催地 期間 会場

佐賀県佐賀市 11月６日（木）〜７日（金） グランデはがくれ
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日本下水道協会では、下水汚泥発生量の増加、埋立処分地の確保、循環型社会の構築等の課題に対して、地方自
治体における下水汚泥の効率的な処理、有効利用を推進する観点から、「再生と利用」を発行しており、下水汚泥
の有効利用に関する専門情報誌として、各方面から高い評価を得ています。本誌は地方公共団体を始めとする多く
の下水道関係者のみならず、緑農地関係者にも愛読されていることから、広告掲載は情報発信として非常に効果的
であると思われます。

つきましては、本誌に広告を掲載して頂きたく、下記のとおり広告掲載の募集を行います。

記

１　発行誌の概要

２　広告掲載料・広告寸法等

３　広告申込方法及び留意事項
（1）広告掲載は、本誌の内容に沿った広告に限り行います。
（2）広告掲載のお申込みは、掲載月の40日前（１月発行号に掲載希望の場合は、12月20日）までに別紙「広告掲載

申込書」に広告原稿又は流用広告原稿の写しを添付して、次の５に表示の申込先宛にお申し込み下さい。
（3）原稿をデータで提出する場合は、データ制作環境（使用OS、アプリケーション、フォント等）を明記のうえ、

出力見本を必ず添付して下さい。
（4）広告原稿の新規作成又は流用広告原稿の一部修正を依頼する場合は、別紙「広告掲載申込書」にレイアウト案、

又は修正指示（流用広告原稿の写しに修正箇所等を明記）をそれぞれ添付して下さい。その際、書体、文字の大

「再生と利用」への広告掲載方依頼について

おしらせ

 発行誌名 再生と利用

 仕　　様 A4判、本文・広告オフセット印刷

 総 頁 数 本文　約100頁

 発行形態 年４回発行（創刊　昭和53年）

 発行部数 1,500部

  地方自治体
 配布対象 関係官庁（国交省、農水省等）
  研究機関
  関連団体（下水道、農業等）

 掲載場所 サイズ 刷色 広告寸法 紙質 広告掲載料 
      （１回当り） 

 表３ １頁 ４色 縦255×横180｠ アート紙 150,000円 

 後付 １頁 １色 縦255×横180｠ 金マリ菊/46.5kg 40,000円 

 後付 1/2頁 １色 縦120×横180｠ 金マリ菊/46.5kg 25,000円 

※ 表３は指定頁になります。原則として２回以上の継続掲載とします。 
※ 広告掲載料は、消費税込みの金額です。 
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第 142 回「再生と利用」編集委員会

日　時：平成 28 年 9 月 30 日
場　所：　　
出席者：森田、姫野、植松、島田、西田、川崎、日高、

村上（英）、工藤、村上（勝）、池田、鈴木、
花尾の各委員

議　題：（１）前回議事概要の確認
（２）第 153 号「再生と利用」編集内容につ

いて
（３）第 154 号「再生と利用」編集方針（案）

について
（４）「再生と利用」アンケート結果と今後の

方向性について
（５）その他

議事概要
①　前回議事概要について
　　事務局から資料 2 のとおり報告し、横浜市のハノ

イ市の汚泥取組みの紹介については 155 号以降に
なるとのことであった。

②　第 153 号「再生と利用」編集内容について
　　事務局から資料 3 のとおり報告し了承された。
③　第 154 号「再生と利用」編集方針（案）について
　　事務局から、資料 4 のとおり説明を行った。
　　新たなバイオマス活用推進基本計画が閣議決定さ

れため、これについて国交省へ投稿依頼をするこ
ととした。また、姫野委員より佐賀市におけるバ
イオマス産業都市としての取組みについて取材に
赴き、紹介いただくとした。さらに東北農研より
堆肥中の窒素動態の肥効効果についての論文投稿
をいただくとした。

④　「再生と利用」アンケート結果と今後の方向性に
ついて 

　　事務局から、資料 7 のとおり説明を行った。
　　今後の「再生と利用」の編集方針として掲載項目

を統合すること及び、年間発刊回数を 4 回から 3
回に減らすこと（155 号の発刊は H29 年度以降）
が了承された。　アンケート結果については回答
率の低さから、あくまでよい意見を拾うツールと
して活用すべきとの意見があった。本来、「再生
と利用」は重金属含有等の誤解を解く貴重なツー
ルであるとの意見があり、現在、堆肥をどこで入
手してくのか問題となっている中、有機物資源や
リン資源として下水汚泥をどのように PR し、
扱っていくのか課題であるとの意見があった。ま
た、今後は各号ごとに特集テーマを決める（統一
性を持たせる）ようにし、論説や研究紹介につい
てもその内容は特集テーマに合わせるべきとの意
見があった。しかしながら自治体自らのコンポス
ト事例は少なくなっており、民間事業者にも執筆
に入ってもらった方がよいのではないかとのこと
及び、各号ごとにビストロ下水道のコーナーを設
けてみてはどうかとの意見もあった。

　　最終的には 12 月に打合せ会を実施し来年度の編
集計画を立てることとした。

⑤　その他 
　　札幌市や名古屋市においては、現在汚泥有効利用

の取組み（肥料利用や建設資材利用等）を主体的
には行っておらず、編集委員会においてはタイム
リーな話題を提供するのは難しいとの意見があっ
た。

汚泥再資源化活動
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日　　誌
平成 28 年 9 月 30 日 第 142 回「再生と利用」編集委員会 本会中会議室

次号予告
題名は執筆依頼の標題ですので
変更が生じることもあります（ ）

論　　説：「日本における水素イノベーション政策に
ついて」

特　　集：「平成 29 年度下水道事業予算の概要について」
　　　　　「バイオマスの総合利用推進の方針について」
　　　　　「下水道機構における汚泥の処理・有効利

用に関する調査研究の概要」
　　　　　「JS における汚泥の処理・有効利用に関す

る調査研究の概要」
　　　　　「土研における下水汚泥等に関する調査」
　　　　　「国総研における下水熱実証事業について」
　　　　　「溶融スラグにかかる JIS A 5031 及び JIS 

A 5032 の改正内容と留意点について」

研究紹介：「欧州における海外調査報告」
　　　　　「下水道資源のマネジメント評価について」
報　　告：「焼却灰からのアスファルトフィラーへの

有効利用の現状」
　　　　　「溶融スラグの有効利用の現状」
　　　　　「下水熱における実証の取組み」
　　　　　「下水汚泥有効利用セミナーパネルディス

カッション」
ニューススポット：
　　　　　「メタン発酵研究会の活動について」
　　　　　「ハノイ市における汚泥取組みの紹介」
そ　の　他：会報、行事報告、次号予告、関係団体の動き
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　当協会が「再生と利用」の発刊趣旨と同様に有効利用促進を
図ることを目的に実施している活動の一つとして「下水汚泥の有効
利用に関するセミナー」があります。毎年度、開催場所を変えな
がら実施していますが、今年度は 11 月17 ～ 18 日の２日間、北九
州市において燃料化をテーマに開催しました。これまでは有効利
用全般に亘る内容として関係団体の技術開発や開催都市の取組
みを中心に講義内容を構成していましたが、今回は一つのテーマ
に絞っての開催です。それが功を奏したのかは不明ですが、120
名を超える自治体や民間企業の方々が参加し、大変盛況でした。
　今回テーマを絞った背景には、「バイオマス活用推進基本計画」
が平成 28 年 9 月に閣議決定され、平成 37 年までに下水汚泥の
85％を利用することを目標に掲げるだけでなく、下水処理場での
バイオマス混合利用等を通じたバイオマス活用を推進する方針が
示されました。また、国交省においても下水処理場を活用したバ
イオマス利活用への課題等を整理した上で、自治体等の実務担
当者に有用なマニュアルを作成すべく検討委員会を立ち上げ、実
現可能性調査を通じた課題の明確化や対応策の立案を進めるよう
検討に着手しています。
　ここでは本セミナーで印象に残った主な二点を紹介します。一
点目は燃料化方式の多様性です。都市によって乾燥若しくは炭化
が選択され、さらに乾燥では油温減圧式乾燥若しくは造粒乾燥、
炭化では高温炭化若しくは低温炭化と、各方式の特質や実施する
地域の特性等を検討した上で方式が選定されています。現場見学

は北九州市の日明浄化センターで行われましたが、当センターで
は造粒乾燥方式が採用されています。この方式では石炭の約 2/3
の熱量を有する発熱量が高い燃料化物を多く生成する利点があり
ます。一方、臭気が懸念されますが、センター周辺には民家も見
受けられず、また燃料化施設に高速開閉シャッターを採用する等、
臭気対策が図られています。このように欠点を低減しつつ利点を
最大限発揮することによりトータルメリットを最大化している好事
例ではないかと感じました。
　二点目は有効利用の輪を構成する下水道管理者、メーカー、利
用者の立場から見た考え方や要望です。下水道管理者では利用先
の安定的な受入れ、設備の単純化や余裕確保、汚泥変動幅の拡
大、環境配慮に係る技術開発等の要望等が提示される一方、利
用者側からは、経済性の確保、燃料化物の品質確保（腐食性の
低減）、運転努力に対するインセンティブ付与といった事項が挙げ
られ、両者の会話、協調が今後も引き続き必要であると感じたと
ころです。
　最後に、「ビストロ下水道推進戦略チーム」の会合を紹介します。
12 月15 ～ 16日の 2日間、秋田県で開催し、自治体、学識者、流
通者、肥料及び農業生産者、生産物利用者等 60 名強の方 を々交
え、各関係者の視点からの情報、助言が多く発表され、有効利用
を促進する上での課題解決の一助になったのではないかと感じまし
た。特に、肥料生産者の方々の熱い思いがひしひしと伝わりました。
機会があれば、その詳細を紹介できればと考えています。 （ＨＭ）
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７月22日から４日間、大阪市のインテックス大阪
で「下水道展’14大阪」が開催され、入場者数85,720人
を集め盛況のうちに終了しました。

下水道展最終日の25日午後には、“汚泥有効利用か
ら見た下水道とは”と題して、下水汚泥の有効利用
に関する講演会を開催し、京都大学松井名誉教授、
国土交通省及び大阪市のご担当から貴重なご講演を
いただきました。最終日の午後にもかかわらず、246
名の非常に多くの方に参加いただき、下水汚泥有効
利用促進に向けての意識の高さがうかがえました。

本号では、下水道展開催都市である大阪市の福井
建設局長から巻頭言をいただき、論説では、高知大
学藤原教授からは、下水汚泥の促進に向けて〜農業

編　集　後　記
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地域の面的水管理・カスケード型資源循環システム
から考える〜を投稿いただきました。また、特集
テーマでは、バイオマス利用の事業スキームやカス
ケード利用について、講座では、エネルギー化技術
の最新動向について紹介しています。

さて、本年11月６日（木）〜７日（金）には、第27
回下水汚泥の有効利用に関するセミナーを佐賀市で
開催します。セミナーでは、開催都市の佐賀市、日
本下水道事業団、土木研究所や日本下水道新技術機
構における下水汚泥の有効利用促進の取組のほか、
京都大学松井名誉教授や九州大学の田島教授らから
最新の研究事例も紹介いただく予定としております。
みなさまのご参加をお待ちしております。 （MH）
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７月22日から４日間、大阪市のインテックス大阪
で「下水道展’14大阪」が開催され、入場者数85,720人
を集め盛況のうちに終了しました。

下水道展最終日の25日午後には、“汚泥有効利用か
ら見た下水道とは”と題して、下水汚泥の有効利用
に関する講演会を開催し、京都大学松井名誉教授、
国土交通省及び大阪市のご担当から貴重なご講演を
いただきました。最終日の午後にもかかわらず、246
名の非常に多くの方に参加いただき、下水汚泥有効
利用促進に向けての意識の高さがうかがえました。

本号では、下水道展開催都市である大阪市の福井
建設局長から巻頭言をいただき、論説では、高知大
学藤原教授からは、下水汚泥の促進に向けて〜農業
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地域の面的水管理・カスケード型資源循環システム
から考える〜を投稿いただきました。また、特集
テーマでは、バイオマス利用の事業スキームやカス
ケード利用について、講座では、エネルギー化技術
の最新動向について紹介しています。

さて、本年11月６日（木）〜７日（金）には、第27
回下水汚泥の有効利用に関するセミナーを佐賀市で
開催します。セミナーでは、開催都市の佐賀市、日
本下水道事業団、土木研究所や日本下水道新技術機
構における下水汚泥の有効利用促進の取組のほか、
京都大学松井名誉教授や九州大学の田島教授らから
最新の研究事例も紹介いただく予定としております。
みなさまのご参加をお待ちしております。 （MH）
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